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 （１）鉄道建設等業務 B B B      （１）組織の見直し B B B    

 ①整備新幹線整備事業 B〇 B〇 B〇    （２）情報システムの整備及び管理並びにデジタル技術

の活用 

B B B    

② 鉄道建設業務に関する技術力を活用した工事の実施 B B B    （３）調達等合理化の取組 B B B    

③ 鉄道建設業務に関する技術力を活用した支援 A〇 A〇 A〇    （４）人件費管理の適正化 B B B    
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（３）鉄道施設の貸付け・譲渡の業務等 B B B     ５．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

（４）鉄道助成業務等 B B B      （１）予算、収支計画及び資金計画 B B B    

 ① 鉄道に関する補助金等の交付等 B B B    （２）財務運営の適正化 B B B    

② 北海道旅客鉄道株式会社及び四国旅客鉄道株式会社

からの長期借入金の借入れ等 

B B B    （３）資金調達 A A A    

③ 中央新幹線建設資金貸付け等 B B B     ６. 短期借入金の限度額 ― ― ―    

（５）船舶共有建造等業務 B B B     ７. 不要財産の処分に関する計画 ― ― ―    

 ① 船舶共有建造業務を通じた政策効果の高い船舶の建

造促進 

A〇 A〇 A〇    ８．重要な財産の譲渡・担保に関する計画 ― ― ―    

② 船舶建造等における技術支援 B〇 B〇 B〇    ９．剰余金の使途 ― ― ―    

③ 船舶共有建造業務における財務内容の改善 B B B    １０．その他主務省令で定められる業務運営に関する事項 

（６）地域公共交通出融資業務等 A A B     （１）内部統制の充実・強化 B B B    

 

 

① 地域公共交通出資及び貸付け A B B    （２）人事に関する計画 B B B    

② 物流出融資 A A B    （３）広報・情報公開の推進 A A A    

（７）特例業務（国鉄清算業務） B B B    （４）環境への配慮 B B A    

 ① 旧国鉄職員に係る年金費用等の適切な支払等 B B B     （５）施設及び設備に関する計画 ― ―     

② 会社の経営自立のための措置等 B B B     （６）機構法第１８条第１項の規定により繰り越した積立金（同条第５項の規定により第１項

の規定を準用する場合を含む。）の使途 
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

３． （１）鉄道建設等業務 

（２）我が国鉄道技術の海外展開に向けた取組 

（３）鉄道施設の貸付け・譲渡の業務等 

当該項目の重要度、困難度 （１）①整備新幹線整備事業 

重要度：「高」（整備新幹線は、地域間の移動時間を大幅に短縮させ、地域社

会の振興や経済活性化に大きな効果をもたらすことから、重要度は

高い。） 

困難度：「高」（整備新幹線整備事業は、工事期間中においては、地盤の状況

や希少野生動植物種への対応、予期せぬ災害の発生への対応など他

律的な制約が多く、また、工事の各段階においては、地方公共団体、

鉄道事業者、地権者など調整すべき関係者が多数存在することに加

え、それぞれの現場の状況に応じて多様な工程・業務を輻輳的に積

み上げていく必要があることから、困難度は高い。） 

（１）② 鉄道建設業務に関する技術力を活用した工事の実施 

困難度：「高」（鉄道建設事業は、工事期間中においては、地盤の状況や希少

野生動植物種への対応、予期せぬ災害の発生への対応など他律的な

制約が多く、また、工事の各段階においては、地方公共団体、鉄道

事業者、地権者など調整すべき関係者が多数存在することに加え、

それぞれの現場の状況に応じて多様な工程・業務を輻輳的に積み上

げていく必要があることから、困難度は高い。） 

（１）③ 鉄道建設業務に関する技術力を活用した支援 

重要度：「高」（自然災害の激甚化・頻発化や施設老朽化の進行等、鉄道事業

を取り巻く状況を踏まえ、災害対応の強化、インフラの強靱化や老朽

化対策への対応といった政策課題に対して、公的な鉄道整備主体で

ある機構の能力の一層の活用が求められているため、重要度は高

い。） 

（１）④ 鉄道建設等に係る業務の質の向上に向けた取組 

― 

（２）我が国鉄道技術の海外展開に向けた取組 

― 

（３）鉄道施設の貸付け・譲渡の業務等 

― 

当該事業実施に係る根拠（個別法

条文など） 

（１）①整備新幹線整備事業 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成 14 年法律第 180号。以下「機

構法」という。）第 13条第 1項第 1号及び第 2号 

全国新幹線鉄道整備法（昭和 45年法律第 71号） 

（１）②鉄道建設業務に関する技術力を活用した工事の実施 

機構法第 13条第 1項第 1号及び第 5号並びに第 4項 

鉄道事業法（昭和 61年法律第 92号） 

（１）③鉄道建設業務に関する技術力を活用した支援 

機構法第 13条第 1項第 4号及び第 11号並びに第 4項 

（１）④鉄道建設等に係る業務の質の向上に向けた取組 

機構法第 13条第 1項第 1号、第 2号、第 4号、第 5号及び第 11号並びに第 4項 

（２）我が国鉄道技術の海外展開に向けた取組 

機構法第 13条第 3項及び第 4項第 2号 

海外社会資本事業への我が国事業者の参入の促進に関する法律（平成 30 年法律第 40

号。以下「海外インフラ展開法」という。）第 4条第 1項 

（３）鉄道施設の貸付け・譲渡の業務等 

機構法第 13条第 1項第 3号及び第 6号、第 14条第 1項 

機構法附則第 9条及び附則第 11条第 1項第 1号 

 



 

- 2 - 

 

Ⅱ 主要な経年データ 

 主要なアウトプット（アウトカム）情報 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年度値

等） 

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

機構職員向け災害対応

に係る研修等の受講者

数 
― ― 145人 136人 101人   

鉄道事業者等からの要

請に基づく技術支援等

の実施件数 
― 

平成 30年度から令和 3年

度までの実績・51件 
32件 25件 30件   

鉄道協会等主催の各種

会議での技術情報等の

提供数 
― 

平成 30年度から令和 3年

度までの実績・23件 
14件 15件 11件   

関係者との協議や施工

手順の工夫等によるコ

スト縮減額 
― ― ※ ※ ※   

遠隔臨場を実施する工

区数 
― ― 27工区 35工区 44工区   

建設現場における脱炭

素化の取組件数 
― ― 21件 26件 27件   

機構職員向け技術研修

の受講者数 ― 

前中期目標期間実績：平成

30 年度から令和 3 年度まで

の実績・2,243人 

562人 454人 460人   

学会等への応募・発表

数 
― 

前中期目標期間実績：平成

30 年度から令和 3 年度まで

の実績・472件 
157件 129件 132件   

機構による業務成果を

公表する場の開催数 ― 

前中期目標期間実績：平成

30 年度から令和 3 年度まで

の実績・24件 

6件 5件 4件   

 我が国事業者の参入を

目指して機構が行った

海外高速鉄道調査等の

受注額 

― 

平成 30年度から令和 3年度

までの実績・2.8億円 
0.3億円 0.1億円 7.3億円   
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 機構が海外高速鉄道調

査等業務を行った結果

参入した我が国事業者

による鉄道システムの

受注額 

― 

平成 30年度から令和 3年度

までの実績・なし 
1件 

（受注額については、契約

当事者間の約定に基づき非

公表） 

0件 0件   

 専門家派遣数 

― 

平成 30年度から令和 3年度

までの実績・76人（15カ国・

地域） 

30人 20人 15人   

 研修員等受入数 

― 

平成 30年度から令和 3年度

までの実績・820 人（22 カ

国・地域） 

59人 38人 97人   

 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

予算額（千円） 530,479,334 523,973,480 525,404,637   

決算額（千円） 561,795,730 521,829,999 503,308,529   

経常費用（千円） 310,266,306 347,043,247 326,317,274   

経常利益（千円） △2,512,882 △1,859,813 2,132,419   

行政コスト（千円） 1,206,031,362 347,760,228 328,972,924   

従事人員数（人） 1,323 1,243 1,233   

注）・当報告書の３．（１）、（２）及び（３）が含まれる建設勘定の金額及び人数を記載している。 

・予算額（年度計画額（変更があった場合は変更後））及び決算額は支出額を記載している（人件費等は共通経費分も含めた全体額を計上）。 

※事業完了時などの段階で記載する。 

 

Ⅲ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）全体） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 （１）鉄道建設等業務 

 

（１）鉄道建設等業務 

 

 

 

 

 

 

（１）鉄道建設等業務 

 

  ＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

各評価単位での評定を踏まえ、

「（１）鉄道建設等業務」としての

評定をＢとした。 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 ① 整備新幹線整備事業の着実な

進捗 

整備新幹線の建設は、長期にわ

たる大規模なプロジェクトであ

り、地質状況等の不確定要素や物

価上昇等の社会経済情勢の変化

の影響を受けやすく、また、多数

の関係者との協議・調整が必要で

あるなど、多くのリスク要因を内

在する事業である。 

このため、実効性ある業務実施

体制を整備し、工程と事業費を一

体的に管理すること等を通じて、

事業の実施状況や発生している

事象を的確に把握した上で、国や

地方公共団体等の関係者と情報

を共有し、課題が発生した場合に

は速やかに対策を講じることと

する。 

また、デジタル技術の利活用を

含む情報の組織的な共有・伝達、

最新の入札契約制度や施工管理

手法の導入等による生産性の向

上に積極的に取り組む。 

これらを十分に踏まえ、現在建

設中の北陸新幹線（金沢・敦賀間）

及び北海道新幹線（新函館北斗・

札幌間）に関しては、工程及び事

業費の管理を徹底し、事業の着実

かつ円滑な推進を図る。 

なお、整備新幹線の未着工区間

に関しては、線区の状況を踏まえ

て必要な調査を適切に実施する

とともに、工事実施計画の認可申

請における工期・事業費の予測精

① 整備新幹線整備事業 

整備新幹線事業は、長期にわた

る大規模プロジェクトであり、地

質状況等の不確定要素や物価上昇

等の社会経済情勢の変化の影響を

受けやすく、また多数の関係者と

の協議・調整が必要であるなど、

多くのリスク要因を内在する事業

である。 

このため、現在建設中の北陸新

幹線（金沢・敦賀間）及び北海道

新幹線（新函館北斗・札幌間）に

ついては、検証委員会報告書や国

土交通省が設置した「北海道新幹

線（新函館北斗・札幌間）の整備

に関する有識者会議」の報告書な

ども踏まえ、必要な取組を行いな

がら、事業の着実な進捗を図る。 

具体的には、事業の実施に当た

って、プロジェクト・マネジメン

トの強化・充実に取り組むととも

に、課題対応のため限られた資源

を重点的に配分し、工程と事業費

について、両者の状況を同時に把

握するための指標の導入を含め、

一体的な管理の徹底を図る。また、

国や地方公共団体等の関係者と工

事の進捗状況や発生している事象

等について密に情報を共有するこ

とで事業の透明性を確保するとと

もに、必要な協力を得ながら進め

る。 

さらに、デジタル技術の利活用

による DX の推進や最新の入札契

約制度の導入などによる生産性の

① 整備新幹線整備事業 

整備新幹線事業については、以

下の取組を行いながら、安全確保

に万全を期して、事業の着実な進

捗を図る。 

・工程と事業費について、事業総

合管理委員会を開催し、理事長の

トップマネジメントの下、一体的

に管理 

・国や地方公共団体等の関係者と

工事の進捗状況や発生しているリ

スク等について密に情報を共有す

ることで事業の透明性を確保し、

必要な協力を得ながら事業を推進  

現在建設中の北海道新幹線（新

函館北斗・札幌間）においては、

令和６年５月に、機構から国土交

通省へ、令和１２年度末の完成・

開業については極めて困難と考え

られるとの判断に至った旨を報告

した。これを受け、国土交通省は 

「北海道新幹線（新函館北斗・札

幌間）の整備に関する有識者会議」

を開催し、令和７年３月に検討結

果が取りまとめられた。 

こうした状況を踏まえ、特に以

下の取組を行いながら、土木工事

（トンネル工事や高架橋等工事）

のほか、設備工事（駅舎、電気設

備や駅・車両基地の機械設備等の

設計及びレール溶接等の軌道工

事）を含めて全体工程の迅速かつ

着実な進捗を図る。 

・工程上のクリティカルとなる土

木工事を着実に進捗させるととも

＜評価の視点＞ 

・以下に記載の必要な取組を行

い、北海道新幹線（新函館北斗・

札幌間）について、事業の着実な

進捗を図ったか。 

 

 

 

 

-プロジェクト・マネジメントの強

化・充実に取り組んだか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-課題対応のため限られた資源を

重点的に配分したか。 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

・北海道新幹線建設局（以下「北海

道局」という。）において、総額管

理、資材調達協議、渉外を特命事項

とする各担当課長を新たに配置し

た。また、長万部建設事務所、後志

建設事務所及び札幌建設事務所に

長万部工事長（第二土木）、後志建

設事務所担当部長（副所長）及び札

幌工事長（建築）を新たに配置し

た。これらにより、優先度の高い課

題に迅速かつ集中的に対応し、業

務推進を図る体制を構築した。〔図

3-1-1-1〕 

・鉄道技術センターを中心に、鉄道

建設プロジェクトの推進にあた

り、技術面から組織全体の総合的

な技術力を蓄積・活用・継承するこ

とを目的とした勉強会を実施し、

若手職員個々のスキルアップを図

った。〔図 3-1-1-2〕 

・北海道新幹線（新函館北斗・札幌

間）（以下「北海道新幹線」という。）

では土木工事が最盛期を迎えてい

るため、既に開業を迎えた北陸新

幹線建設局や九州新幹線建設局の

人員を順次重点的に北海道局に配

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

以下の取組により、北海道新幹

線（新函館北斗・札幌間）について

は、工程が厳しくなる中、可能な限

りの工程短縮策の実施に努め、事

業の着実な進捗を図った。 

 

○プロジェクト・マネジメントの

強化・充実 

 北海道局において特命事項を担

当する担当課長等の新たな配置な

ど、プロジェクト・マネジメントの

強化・充実に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○資源の重点的配分 

北海道新幹線においては、課題

対応にあたる体制を整えるため、

北陸新幹線建設局や九州新幹線建

設局の人員を重点的に北海道局に

配分した。 

評 



 

- 5 - 

 

Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

度の向上のため、地質状況など線

区固有の特性を可能な限り把握

するよう努める。 

 

【重要度：高】 

整備新幹線は、地域間の移動時

間を大幅に短縮させ、地域社会の

振興や経済活性化に大きな効果

をもたらすことから、重要度は高

い。 

 

【困難度：高】 

整備新幹線整備事業は、工事期

間中においては、地盤の状況や希

少野生動植物種への対応、予期せ

ぬ災害の発生への対応など他律

的な制約が多く、また、工事の各

段階においては、地方公共団体、

鉄道事業者、地権者など調整すべ

き関係者が多数存在することに

加え、それぞれの現場の状況に応

じて多様な工程・業務を輻輳的に

積み上げていく必要があること

から、困難度は高い。 

 

向上、カーボンニュートラルの実

現に向けた貢献をはじめとする環

境負荷の低減に積極的に取り組む

とともに、安全確保に万全を期し

て事業を遂行する。 

また、整備計画路線のうち未着

工区間については、線区の状況を

踏まえ、国土交通省や地方公共団

体とも連携して必要な調査を適切

に実施するとともに、工期・事業

費の予測精度向上のため、地質状

況など線区固有の特性を可能な限

り調査・把握する。 

に、設備工事の円滑な推進を図り

つつ、事業の進捗状況等の継続的

なモニタリングを行い、引き続き

EVM を用いながら工程と事業費を

一体的に管理 

・プロジェクト・マネジメントの

更なる強化・充実のため、令和６

年度に設立された鉄道技術センタ

ー、建設事務所を含む北海道新幹

線建設局と本社との間のより密接

な連携 

・北海道新幹線札幌延伸推進会議

や沿線地区ごとの地域連携チーム

を通して、国や地方公共団体等の

関係者と情報共有するとともに必

要な協力を得ながら事業を推進  

・AI や ICT 等のデジタル技術を

用いたトンネル切羽評価手法の開

発等によるデジタルトランスフォ

ーメーション（DX）の推進やカー

ボンニュートラルに資する取組を

評価する試行工事の実施をはじめ

とする環境負荷の低減 

整備計画路線のうち未着工区間

については、線区の状況を踏まえ、

国土交通省や地方公共団体とも連

携して必要な調査を適切に実施す

る。特に、北陸新幹線（敦賀・新大

阪間）については、環境影響評価

手続きを進めるとともに、従来、

工事実施計画の認可後に行ってい

た調査も含め、施工上の課題を解

決するための調査等を、引き続き

先行的・集中的に行うことに加え、

情報発信や沿線地域の理解促進に

 

 

-工程・事業費について、両者の状

況を同時に把握するための指標の

導入を含め、一体的な管理の徹底

を図ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

-国や地方公共団体等の関係者と

工事の進捗状況や発生している事

象等について密に情報を共有する

ことで事業の透明性を確保すると

ともに、必要な協力を得ながら進

めたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分し、北海道新幹線における課題

対応にあたる体制を整えた。 

・工程と事業費について、事業総合

管理委員会を6回開催(北海道新幹

線：5回、北陸新幹線：1回)し、理

事長のトップマネジメントの下、

一体的な管理の徹底を図った。 

・北海道新幹線においては、事業の 

進捗状況の継続的なモニタリング

を行い、工程と事業費を一体的に

把握するための指標（EVM）を用い

ながら事業を管理した。〔図 3-1-1-

3〕 

・北海道新幹線については、令和 7

年 3 月に取りまとめられた「北海

道新幹線（新函館北斗・札幌間）の

整備に関する報告書」を基に、事業

費の精査を進め、令和 7 年 12 月

に、機構から国土交通省へ、現時点

での想定では最大 1．2兆円の事業

費の増加のおそれがあることが見

込まれる旨を報告した。これを受

け、国土交通省が 4回開催した「北

海道新幹線(新函館北斗・札幌間)

の整備に関する有識者会議」にお

いて、当該有識者会議の求めに応

じて資料を提供した。 

・北海道庁が 2 回開催した「北海

道新幹線札幌延伸推進会議」にお

いて、沿線自治体等の関係者へ工

事の進捗状況及び事業費の精査状

況を情報共有した。また、沿線地区

毎に設置された地域連携チームを

通じて、各地域とより丁寧かつ正

確な情報共有等を行った。 

 

 

○工程・事業費の一体的管理 

 工程・事業費については、事業総

合管理委員会の実施や EVM の運用

により、工程と事業費の一体的な

管理の徹底及び状況の把握を図っ

た。 

 

 

 

 

 

○関係者との情報共有 

 北海道新幹線では、「北海道新幹

線(新函館北斗・札幌間)の整備に

関する有識者会議」、「北海道新幹

線札幌延伸推進会議」、「地域連携

チーム」等を通じて、国土交通省を

はじめとする、関係者と工事の進

捗状況等を情報共有するととも

に、関係者から必要な協力を得な

がら事業を進めた。 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

取り組む。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-デジタル技術の利活用による DX

の推進や最新の入札契約制度の導

入などによる生産性の向上に取り

組んだか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-環境負荷の低減に積極的に取り

組んだか。 

 

 

 

・令和 6 年度に引き続き、工事月

報を公表し、令和 7 年度から新た

に「軌道工事進ちょく状況」を追加

するとともに、「橋りょう、高架橋

等の工事」に進捗率（先月比）を追

加した。また、工事が難航している

工区を中心に、工事の状況を説明

する動画を作成・公開し、一般の方

にも工事の状況が分かりやすくご

理解いただけるように努めた。 

・北海道新幹線においては、DX の

推進のため、BIM/CIMを土木工事20

工区(うち令和 7 年度新規 2 工区)

で導入し、工事説明会、関係機関協

議や施工計画等に活用した。〔図 3-

1-1-4〕 

・遠隔臨場を土木工事 40 工区(う

ち令和 7年度新規 5工区)で実施し

た。このうち渡島トンネル(上二股

工区）においては、衛星ブロードバ

ンドを活用した坑内の通信エリア

化を行い、坑内での音声通話やデ

ータ通信の環境改善を図ったこと

により、スムーズな遠隔臨場が実

現可能となり、受発注者の双方で

生産性が大幅に向上した。 

・八雲保守基地において、鉄道盛土

における効率的な ICT施工（土工）

の施工管理方法を検討した。〔写真

3-1-1-1、写真 3-1-1-2〕 

・環境負荷の低減を積極的に図る

ため、北海道新幹線の土木・軌道工

事 27 工区(うち令和 7 年度新規 1

工区)において、工事成績評定時に

カーボンニュートラルに資する取

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○デジタル技術の利活用等 

 北海道新幹線において、工事現

場の情報を組織的に共有・伝達し、

業務の効率化・高度化を図るため、

BIM/CIM の導入による図面の三次

元データ管理や遠隔臨場の導入に

よる遠隔地における工事検査の効

率化等、生産性の向上に取り組ん

だ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○環境負荷の低減 

 北海道新幹線の土木・軌道工事

において、カーボンニュートラル

試行工事を導入し、環境負荷低減

に寄与した。 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-安全確保に万全を期したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組を加点対象とするカーボンニュ

ートラル試行工事を導入した。そ

のうち 23 工区(うち令和 7 年度新

規 8 工区)では、実際に現場におい

て環境負荷の低い重機や、ソーラ

ーパネルによる発電を導入する等

して、カーボンニュートラルに資

する取組が実施された。〔写真 3-1-

1-3〕 

・本社で定めた工事安全推進の基

本方針に基づき、各地方機関にお

いて基本方針を、各建設事務所に

おいては自箇所に適した重点項目

をそれぞれ策定して、受注者に周

知、徹底した。 

・(一社)日本建設業連合会(以下

「日建連」という。)と立ち上げた

ワーキンググループにおける議論

を踏まえ、駅新築工事における安

全設備の標準化や切羽照明の一定

以上の照度確保等のルールを制定

した。 

・発生した事故内容から重大事故

につながるリスクを洗い出し、注

意喚起情報の発出や担当者会議で

の取組実績の確認を実施するとと

もに、事故報告書のデータをイン

トラに掲載し、広く情報共有する

ことで同種事故の再発防止に活用

した。 

・踏切支障事故防止、営業線近接工

事に関する知識の習得・拡充を図

るため、踏切講習及び営近講習を

計 9 回実施した。 

・機構本社職員と地方局職員によ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○安全推進 

 本社から各建設事務所まで一丸

となり、工事安全推進に係る各種

取組を行った。特に安全設備の標

準化等の新たなルールの制定や、

機構内外における課題の共有等を

通じて、事故の発生及び再発防止

に寄与した。 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

・以下に記載の必要な取組を行

い、北海道新幹線（新函館北斗・

札幌間）について、事業の着実な

進捗を図ったか。（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る安全ミーティングを8回開催し、

機構の安全推進の方針や課題の共

有と議論の促進を図った。 

 

こうした取組を行いながら、建

設中の北海道新幹線について、以

下のとおり着実に事業を進めた。 

・事業費や工事進捗状況等につい

て、事業総合管理委員会において

継続的なモニタリングを行った。 

・地質不良が続いている渡島トン

ネルにおいて、前方の地質状況を

早期に把握するため、トンネル切

羽から水平方向に 300～600ｍ程度

のボーリングを実施したほか、工

事が遅延している工区において

は、主に以下に示す工程短縮策を

実施した。 

(トンネル工区） 

- 2切羽施工（通常は 1台の重機

で１方向に掘削しているが、2

台の重機を用いて二方向同時

に掘削し工程短縮を図る） 

- 工区境変更（工事が進んでい

る工区と遅れている工区の境

を変更することで、全体とし

ての工期短縮を図る） 

(明かり工区） 

- 冬季施工（通常、品質管理の観

点から冬季に施工は行わない

が、雪覆いやヒーターによる

吸熱などの養生を行いながら

高架橋のスラブなどの施工を

実施し、工期短縮を図る） 

〔写真 3-1-1-4、写真 3-1-1-5〕 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・円滑な工事の実施に向け、特に生

コンクリートの需給が逼迫してい

る北渡島地区において、令和 5 年

度に、生コンクリート協同組合や

公共工事発注機関、沿線自治体等

に参画を求めて設置した「北海道

新幹線(北渡島地区)資材調達連絡

協議会」を活用して(令和 7年度は

6 回開催)、生コンクリートの安定

供給に向け、300m3以上の大量打設

時の日程や、骨材の追加調達、地域

外プラントからの供給等の実施に

ついて関係者との調整を実施し

た。 

・建設発生土受入地の確保に係る

協議を着実に進め、発生土量のう

ち約 96％の受入地を確保した。残

りの受入地については、関係地方

公共団体等と情報共有を図りなが

ら、確保に向けた調整を行った。 

・全延長の約 8 割を占めるトンネ

ル工事については、全 40工区中 26

工区(うち令和 7 年度新規 6 工区)

で掘削が完了し、トンネル総延長

に対する掘削済み延長の割合は約

91％となった。 

・高架橋工事（うち令和 7 年度新

規 8 工区）については、全 20工区

で桁・床板工事に着手しており、こ

のうち 1 工区（市渡高架橋他）で

本体工事を完了し、施工基面完了

延長は 9.2kmとなった。 

・駅舎については、新八雲(仮称）、 

長万部、倶知安、新小樽(仮称)の 4

駅において、関係地方公共団体の
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・整備計画路線のうち未着工区間

について、線区の状況を踏まえ、

以下の取組を行ったか。 

-国土交通省や地方公共団体とも

連携して必要な調査を適切に実施

したか。 

デザイン推薦案に基づき、設計を

進めたほか、昇降機などの設備に

ついても設計を進めた。札幌車両

基地では、令和 6 年度に実施した

「札幌車両基地壁面デザイン検討

会」における有識者のご助言やオ

ープンハウスにおける市民の方々

からのご意見を踏まえ、壁面デザ

インを決定し、公表した。また、令

和 7年 10月より鉄骨建方工事に着

手した。札幌駅については北海道

旅客鉄道(株)(以下「JR北海道」と

いう。)に委託の上、土木工事を進

めており、令和 7 年度からは建築

工事も着手した。〔図 3-1-1-5、図

3-1-1-6〕 

・軌道工事については、軌道敷設工

事を 2 件契約した。また、線路の

品質向上、レール溶接における技

術者不足への対応及び工事工程の

短縮を目的に、九州の製鉄所から

長万部まで長さ150mのレールを貨

物鉄道で輸送した。輸送の実現に

当たっては、レール輸送用貨車の

確保や青函トンネル通過の安全

性、輸送障害発生時の対応法の検

討などをクリアして実現に漕ぎつ

けた。〔写真 3-1-1-6〕 

 

・北陸新幹線(敦賀・新大阪間)につ

いて、北陸新幹線事業推進調査と

して、用地関係調査、地質関係調

査、発生土受入地事前協議、地下水

関係調査、鉄道施設概略設計、道

路・河川等管理者との事前協議を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇未着工区間の調査等 

国土交通省や地方公共団体と情

報共有を行いながら、北陸新幹線

事業推進調査を実施するととも

に、ホームページ・SNSによる情報

発信や沿線地域の理解促進に努め
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

-地質状況など線区固有の特性を

可能な限り調査・把握したか。 

実施した。 

・与党整備新幹線建設推進プロジ

ェクトチーム北陸新幹線敦賀・新

大阪間整備委員会によるルート再

検証の状況も踏まえ、国土交通省

や地方公共団体とも連携して、施

工上の課題や懸念に対する対応に

ついて、ホームページ・SNSによる

情報発信や沿線地域の理解促進と

して、自治体・経済団体・関係組合

等への個別説明を実施した。また、

京都府内の水文・水環境、地下水へ

の影響に対する地元からの懸念を

払拭するため、「京都府内三次元水

循環解析と河川水・地下水の成分

分析に関する委員会報告書」をホ

ームページに公表するとともに、

記者レクを実施した。 

た。 

 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成している

と考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

令和 6 年度業務実績評価において

主務大臣から示された「指摘事項、

業務運営上の課題及び改善方策」

※１で指摘いただいた事項を踏ま

えつつ、以下のとおり対応し、引き

続き取り組んでまいりたい。 

・北海道新幹線に関して、クリティ

カルとなっている 3 トンネルを中

心に、工事進捗状況、事業費の精査

状況等について、各関係者と随時

情報共有を行った。 

・計 5 回実施した事業総合管理委

員会の審議結果等を国土交通省へ

報告した。 

 

※１「北海道新幹線に関しては、工

事の進捗状況やリスクの発現状況

等について随時情報共有された

い。」 

 

 

 

 ②機構の技術力を活用した鉄道

整備 

機構が都市鉄道利便増進法の

枠組みを活用して整備主体とな

る場合又は鉄道事業者等からの

委託を受けて鉄道に関する工事

②鉄道建設業務に関する技術力を

活用した工事の実施 

機構がこれまでに培ってきた鉄

道建設に係る総合的技術力、中立

性を活かして社会に貢献する観点

から、都市鉄道利便増進法の枠組

②鉄道建設業務に関する技術力を

活用した工事の実施 

 受託工事の着実な進捗のため

に、以下の施策を実施する。 

・協定に基づく工事完成予定時期

及び受託業務費の管理の徹底  

＜評価の視点＞ 

・受託工事について、協定に基づ

く工事完成予定時期及び受託業務

費の管理を徹底しつつ、コスト縮

減に最大限努めながら工事を着実

に推進したか。 

＜主要な業務実績＞ 

・中央新幹線については、橋りょ

う・高架橋工事の新規発注に向け、

構造物の詳細設計を実施した。既

契約の橋りょう・高架橋工事では、

品質を確保するとともに、渇水期

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

中央新幹線については、事業費

と工程の適切な管理を行い、関係

者と連携・調整を図りながら、橋り
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

を実施する場合には、これまで培

ってきた鉄道建設の経験と技術

力を駆使して、品質の確保やコス

ト縮減に最大限努めながら、関係

者と連携して工事を着実に推進

する。 

また、神奈川東部方面線（相鉄・

東急直通線）の開業後の残工事に

ついて、安全かつ確実に事業を遂

行する。 

 

【困難度：高】 

鉄道建設事業は、工事期間中に

おいては、地盤の状況や希少野生

動植物種への対応、予期せぬ災害

の発生への対応など他律的な制

約が多く、また、工事の各段階に

おいては、地方公共団体、鉄道事

業者、地権者など調整すべき関係

者が多数存在することに加え、そ

れぞれの現場の状況に応じて多

様な工程・業務を輻輳的に積み上

げていく必要があることから、困

難度は高い。 

みを活用して整備主体となる場合

又は機構の技術力の活用が必要と

され鉄道事業者等からの委託を受

けた場合に工事を実施する。 

受託工事については、協定に基

づく工事完成予定時期及び受託業

務費の管理を徹底しつつ、コスト

縮減に最大限努めながら当該工事

を着実に推進する。なお、鉄道事

業者等から新たな工事の受託要請

があった場合は、外部有識者から

なる「鉄道工事受託審議委員会」

において審議し、同委員会の意見

を踏まえつつ、受託の可否につい

て決定する。 

また、神奈川東部方面線（相鉄・

東急直通線）の開業後の道路復旧

等の残工事について、安全かつ確

実に事業を遂行する。 

・新たな工事の受託要請があった

場合は、外部有識者からなる「鉄

道工事受託審議委員会」において

審議し、同委員会の意見を踏まえ

つつ、受託の可否について決定  

 

中央新幹線については、関係者と

の連携・調整を図りながら、橋り

ょう・高架橋工事及びトンネル工

事の品質を確保しつつ、着実に推

進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施工工程を遵守し、工事を着実に

進めた。また、用地買収状況を踏ま

え、関係機関と連携・調整し、新規

の高架橋・橋りょう工事を 2 件契

約した。山岳トンネル工事では、機

構の技術力や専門家のアドバイス

を踏まえ、先進調査ボーリングを

併用したトンネル掘削を行うこと

で品質確保や安全管理に努め、工

事の着実な推進を図った。用地業

務については、用地取得等の支援

業務を実施した。〔図 3-1-2-1、写

真 3-1-2-1、写真 3-1-2-2、写真 3-

1-2-3〕 

 

・多摩都市モノレール(株)から多

摩都市モノレールの延伸(上北台

～箱根ヶ崎間)について電気関係

工事業務の受託要請があったた

め、「鉄道工事受託審議委員会」に

おける審議を踏まえ、機構の保有

する新線建設の技術力の活用が期

待できることから、受託すること

を決定した。 

 

ょう・高架橋工事及びトンネル工

事の品質を確保しつつ、工事を着

実に進めた。 

 

また、多摩都市モノレールの延

伸については、鉄道事業者からの

工事の受託要請に対し、適切に受

託手続きを行った。 

 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成している

と考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

 ③機構の技術力を活用した支援

の充実 

自然災害の発生時において、鉄

道建設に係る総合的な技術力や

ノウハウを有する公的主体とし

て、職員を現地に派遣して鉄道施

設の被害状況調査を実施するな

ど、国土交通省等と連携して、被

災した鉄道の復旧支援に新たに

取り組む。 

③鉄道建設業務に関する技術力を

活用した支援 

(a) 自然災害からの復旧支援 

自然災害の発生時において、こ

れまでの鉄道建設や復旧支援の経

験を活かし、被災状況調査をはじ

めとする被災した鉄道施設の復旧

支援に取り組む。 

また、復旧支援を迅速かつ円滑

に実施できるよう機構内の体制を

③鉄道建設業務に関する技術力を

活用した支援 

(a) 自然災害からの復旧支援 

被災した鉄道の復旧に係る迅

速・円滑な支援のため、①鉄道災

害調査隊（RAIL-FORCE）の運用、②

ノウハウ・経験の蓄積・共有、③

優れた機材・システムの導入・活

用が必要であることから、以下の

施策を実施する。 

＜評価の視点＞ 

・派遣候補者の事前選任等により

調査隊を速やかに編成・派遣した

か。 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

(a)自然災害からの復旧支援 

・自然災害により被災した鉄道施

設の早期復旧を支援するため、令

和 5 年度に発足した鉄道災害調査

隊(RAIL-FORCE)(以下「調査隊」と

いう。)について、被災調査支援活

動員を事前任命するとともに、派

遣要請を想定した訓練を行った。

国土交通省から派遣要請はなかっ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠： 

 調査隊の機能強化が国土強靭化

施策に位置づけられたことも踏ま

え、ドローンの操縦の技能向上と

安定的な運用を図るため、必要な

研修や実地訓練を実施した。具体

的には、飛行スキルを向上させる

ために、新たに実際の現地調査を
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

また、鉄道施設の長寿命化や保

全・改修等に関して、地域鉄道事

業者等からの技術的な相談を受

け付け、遠隔臨場等のデジタル技

術も活用しつつ、きめ細やかに技

術的助言等の支援を行うととも

に、地域鉄道が抱える施設・設備

の老朽化や技術者不足といった

課題に対して、機構としてより踏

み込んだ対応を行えるよう、機構

の技術力等の活用のあり方、必要

となる能力やその習得・蓄積の方

策について検討を進める。 

さらに、利用しやすく高質な鉄

道ネットワークの構築や社会的

ニーズに対応した鉄道整備の推

進を図る観点から、国や地方公共

団体等が行う鉄道整備計画策定

等の検討に積極的に参画し、その

実現に向けた調査等に協力する。 

 

＜指標＞ 

・機構職員向け災害対応に係る研

修等の受講者数 

・鉄道事業者等からの要請に基づ

く技術支援等の実施件数（前中期

目標期間実績：平成３０年度から

令和３年度までの実績 ５１件） 

・鉄道協会等主催の各種会議での

技術情報等の提供数（前中期目標

期間実績： 

平成３０年度から令和３年度ま

での実績 ２３件） 

 

【重要度：高】 

整備するとともに、人材の育成、

ノウハウの蓄積を図る。 

さらに、こうした復旧支援で得

られた知見については、鉄道施設

の強靱化に資するよう機構の鉄道

建設業務や鉄道事業者等への技術

的支援等において広く活用する。 

(b) 施設の老朽化などの社会的課

題に対する支援等 

鉄道施設の長寿命化や保全・改

修等に係る技術的な事項につい

て、鉄道事業者等の要請に応じ、

遠隔臨場等のデジタル技術も活用

しながら、効率的・効果的かつき

め細やかに技術的支援を行う。 

また、この支援の取組をより広

く地方公共団体や鉄道事業者等に

活用してもらうよう、地方鉄道協

会等が開催する委員会等に積極的

に参加するなど PRに努める。 

さらに、鉄道事業者等の懸案と

なっている設備の老朽化や技術者

不足といった課題への対応とし

て、機構の技術力等の活用のあり

方、必要となる能力やその習得・

蓄積の方策について整理・検討を

行う。 

(c) 鉄道ネットワークに係る計画

策定等への支援 

利用しやすく高質な鉄道ネット

ワークの構築や新たな社会的ニー

ズに対応した鉄道整備の推進を図

る観点から、都市鉄道利便増進法

の枠組み等の情報提供を地方公共

団体及び鉄道事業者に対して実施

・①関係：鉄道災害調査隊（RAIL-

FORCE）への派遣候補者の事前選任

等による調査隊の速やかな編成・

派遣。また、災害協定等を活用し

た活動拠点確保や関係機関との情

報交換等  

・②関係：被災調査や災害復旧に

関する外部との意見交換や、災害

調査経験者を招いた職員研修等  

・③関係：様々な環境下で鉄道

施設の被災状況を簡便・安全・迅

速に記録するカメラ類や被災調査

地と本社間で被災状況をリアルタ

イムで共有する ICT 機器類を導入

の上、習熟訓練・講習  

さらに、復旧支援で得られる知

見や関係者との交流を鉄道建設業

務や技術的支援等へ幅広く活用す

るため、以下の施策を実施する。  

・調査隊活動の反省、記録の編纂  

・調査隊活動結果の広報、投稿等  

・鉄道建設現場での実証試験、検

証等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・災害協定等を活用し、関係機関

との情報交換等に取り組んだか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・被災調査や災害復旧に関する外

部との意見交換や職員研修等に取

り組んだか。 

 

 

 

 

 

 

たものの、警戒体制を整え大雨や

台風により被災した鉄道事業者の

情報を国土交通省等から収集する

とともに調査隊に係る関係部署と

情報共有を図りながら派遣要請に

備えた。〔図 3-1-3-1、写真 3-1-3-

1〕 

・令和 6 年 1 月 1 日の能登半島地

震で被災したのと鉄道(株)の早期

復旧を支援するため、被災直後の 1

月 9 日～10日に派遣した調査隊の

活動が評価され、令和 7年 12月 10

日に石川県知事から感謝状を授与

された。〔写真 3-1-3-2〕 

・災害協定等を活用し、関係機関 

(近畿地方整備局、北陸地方整備

局)や鉄道事業者((株)ハピライン

ふくい、IRいしかわ鉄道(株))と防

災に関係した取組や ICT を活用し

た取組等の意見交換や情報交換を

実施した。〔写真 3-1-3-3〕 

・被災した当該地域鉄道の迅速な

災害復旧等を連携して進めるた

め、関係業界団体(北陸地質調査業

協会、関西地質調査業協会)との災

害協定を締結した。〔写真 3-1-3-4〕 

・(公財)鉄道総合技術研究所(以下

「鉄道総研」という。)と意見交換

を実施し、災害復旧支援に関する

連携の具体的な方法について確認

した。 

・人材育成については、第１次国土

強靭化実施中期計画（令和 7 年 6

月 6 日閣議決定、計画期間：令和 8

～12 年度）において、令和 10年度

想定した実地訓練として目視外飛

行等の実践的な操縦訓練を実施し

た。加えて、安定的な運用を図るに

あたっての体制を構築するため、

ドローンの管理者としての運航・

安全管理に必要な知識を得るため

の講習を受講した。このように ICT

技術を導入し、活用に向けた研修

の充実を通じて調査隊の活動員 3

名が、令和 8 年度において計画し

ていた二等無人航空機操縦士の国

家資格を取得する等、国土強靭化

施策に位置づけられた取組(令和 8

～10年度：訓練・研修・講習等へ

の参加約 50 人)を前倒しし、年間

3人程度（令和 5～7年度合計 9人）

を想定していたところ、令和 7 年

度までに 13人(26％)を達成し、調

査隊の機能強化に大きく貢献し

た。 

令和 7 年度は調査隊の派遣要請は

なかったものの、令和 6 年 1 月の

能登半島地震で被災したのと鉄道

(株)への調査隊の派遣活動が評価

され、令和 7年 12 月に石川県知事

から感謝状が授与された。 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

自然災害の激甚化・頻発化や施

設老朽化の進行等、鉄道事業を取

り巻く状況を踏まえ、災害対応の

強化、インフラの強靱化や老朽化

対策への対応といった政策課題

に対して、公的な鉄道整備主体で

ある機構の能力の一層の活用 

が求められているため、重要度は

高い。 

するとともに、国や地方公共団体

等が行う都市鉄道や地域鉄道を含

めた交通ネットワークに係る計画

策定等の検討に関し、積極的にア

プローチし、その特性に応じた調

査協力等の支援を実施することを

目指す。 

また、鉄道事業者等からの要請

に対応して、機構が有する鉄道建

設に係る技術力等を活用し、鉄道

計画に関する受託調査を実施す

る。 

その他、全国新幹線鉄道整備法

に位置づけられた基本計画路線を

含む幹線鉄道ネットワーク等の今

後のあり方に関し、国の調査等に

対し技術的な提案等の協力を行

う。 

加えて、機構の調査機能を十分

に発揮できる体制を構築した上

で、更なる調査能力の向上を目的

に、学識経験者及び外部調査機関

等と連携し、社会的ニーズに対応

した新たな交通ネットワークのあ

り方を検討するとともに、その社

会的意義や整備効果、整備手法に

ついての調査研究を進め、その成

果を関係する鉄道事業者等と共有

することなどを通じて知見の獲得

に努めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・鉄道施設の被災状況を記録する

ICT機器類を導入の上、習熟訓練・

講習に取り組んだか。 

 

 

 

 

までに約50人の育成目標が位置づ

けられている。本件に関連し以下

の取組を実施した。 

- 災害対応時における実践的な

ノウハウの獲得を目的に関係

機関(東日本旅客鉄道(株)(JR

東日本)、鉄道総研)へ出向し

ている当該業務に従事する職

員と意見交換を実施した。 

- ドローンを飛行させるための

技能向上及びドローンの安定

的な運用を図るため、調査隊

の活動員 3名が、二等無人航空

機操縦士の国家資格を取得し

た。〔写真 3-1-3-5〕 

- 災害対応に係る研修の受講等

（計 101名） 

ドローン飛行資格研修:2名 

民間ドローン研修:4名 

ドローン飛行訓練:6名 

ドローン二等資格講習:4名 

リモートセンシング講習

会:1名 

鉄道総研防災研修:1名 

鉄道総研維持管理研修:3名 

3次元測量技術研修:2名 

〔表 3-1-3-1〕 

災害研修:78名 

・調査隊活動において、現地の状況

を簡便・安全・迅速に 3 次元測量

データとして取得でき、現地調査

の効率化等が期待できる測量機器

を導入した。今後の調査隊活動に

おいて活用できるように関係職員

で実習を行った。〔写真 3-1-3-6〕 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 施設の老朽化などの社会的課

題に対する支援等 

地域鉄道事業者が抱える鉄道施

設等に係る社会的課題（老朽化、

技術者不足、維持コスト、安全確

保等）に対しては、①鉄道事業者

の支援ニーズを把握するととも

に、②施設の維持管理の実態を把

握・分析し、③デジタル技術等も

活用しながら支援することが必要

である。④また、合わせて支援す

る機構職員のノウハウや技術力を

高めることも必要である。このた

め具体的に以下の施策を実施す

る。 

・①関係：地域鉄道事業者や地方

運輸局等への個別面談、地方鉄道

・調査隊活動の反省、記録の編纂、

広報、投稿等及び鉄道建設現場で

の実証試験、検証等に取り組んだ

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・鉄道ホームドクター制度、受託

調査業務において、維持管理、修

繕等の支援を適切に行うための基

礎資料として、鉄道施設の状況、

維持管理体制、経営状況等につい

ての定量分析に取り組んだか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・調査隊関係職員による派遣要請

を想定した訓練や活動振り返りを

実施し、今後の活動の留意点を共

有するとともに、これまでの調査

隊活動の記録を取りまとめた。 

・調査隊による被災調査支援の取

組について、関係協会誌等へ投稿、

関係シンポジウムにおける発表、

及び調査隊の機能強化が国土強靭

化施策に位置づけられたことに関

する取材への対応等により、積極

的に部外に発信した。 

・被災調査支援で活用する技術を

幅広く活用するため、鉄道建設に

伴う掘削土受入地において、現地

巡回も兼ねたドローンの飛行訓練

を実施した。〔写真 3-1-3-7〕 

 

(b)施設の老朽化など社会的課題

に対する支援等 

・「鉄道ホームドクター制度※２」

による鉄道事業者等への技術的支

援を 20件実施した。 

具体的には、①設備更新計画、維

持修繕計画策定や事前防災・予防

保全型老朽化対策への助言、②既 

存設備の維持・改良方法について

の助言、③路線活性化、コスト縮減

策の事例紹介などについて、鉄道

施設の各分野に精通した機構内の

各部署が相談・協力しながら鉄道

事業者等のニーズに応えた。 

※２「鉄道ホームドクター制度」と

は、機構が有する鉄道建設に関す

る豊富な経験や総合技術力等を活

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉄道ホームドクター制度や受託

による技術的支援を前年度比 2 割

多い計 30件実施した。これらの取

組を通じ、機構の知見を活用し、維

持管理に多く課題を抱える地域鉄

道の老朽化対策に大きく貢献し

た。 

さらに、新たに運輸総研と連携

するとともに、地方運輸局、鉄道協

会や地域鉄道事業者との協働をさ

らに深め、鉄道事業者のニーズ掘

り起こしに積極的に努めた。 

特に、運輸総研と連携して実施

した調査・研究においては、鉄道事

業者へのヒアリングで、人手不足

に伴う維持管理の現状を把握する

とともに、運輸総研の知見を活か
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

協会が開催する委員会等の会合に

機構幹部が積極的に出向いて、技

術的支援への要望・課題を把握  

・②関係：鉄道ホームドクター制

度、受託調査業務において、維持

管理、修繕等の支援を適切に行う

ための基礎資料として、鉄道施設

の状況、維持管理体制、経営状況

等についての定量分析 

・③関係：鉄道施設の維持管理費

の縮減を図るため、CBTC（無線式

列車制御システム）等のデジタル

技術の導入や設備合理化策につい

て、鉄道事業者や国土交通省等と

連携して実現可能性を検討  

また、老朽化対策や構造物の健

全度支援に有効な検査・測量機器

（設計ソフト含む）等の導入につ

いて検討  

・④関係：鉄道総研等が実施する

老朽化対策等の外部研修に参加す

るとともに、外部からの専門家の

招聘について検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・老朽化対策や構造物の健全度支

援に有効な検査・測量機器（設計

ソフト含む）等の導入の検討につ

いて取り組んだか。 

 

 

 

 

用し、鉄道事業者、地方公共団体等

の要請に応じて、簡易な技術的な

助言や事例紹介等を行うことで、

鉄道事業者等の課題解決を支援す

る制度。〔写真 3-1-3-8、表 3-1-3-

2〕 

・鉄道事業者等からの支援の相談

のうち、鉄道ホームドクターの枠

を超える、専門的調査や分析が必

要な作業を要するものについて

は、技術的支援を受託した。 

 この技術的支援について、令和 7

年度は、設備修繕計画の策定支援

や、地域鉄道の活性化検討支援等、

計 10 件を受託した（このうち 5件

は、国土交通省の補助事業（地域鉄

道メンテナンス体制強化事業）を

活用しており、全国における補助

実績の 4割超を占める）。 

 上記のとおり、技術的支援の受

託及び鉄道ホームドクターによ

り、多数の鉄道事業者等からの

様々な支援ニーズに的確に対応し

た。〔表 3-1-3-3〕 

・これらの結果、鉄道ホームドクタ

ー及び受託による支援実績は、30

件となった。 

・老朽化対策や構造物の健全度を

確認するために有効な検査・測量

機器等として、狭隘部の飛行が可

能な小型ドローンや、現地調査の

効率化等が期待できる 3 次元測量

機器、土構造物の安定性を確認で

きる円弧滑り計算ソフトを導入し

た。 

して、交通分野における人手不足

に対する連携・協力の取組事例を

把握することができた。 

加えて、業務報告会及び鉄道総

研の研修により、技術的支援を実

施できる職員のスキルアップを図

った。 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地域鉄道事業者、地方運輸局、

地方鉄道協会が開催する委員会等

の積極的に出向いて、技術的支援

への要望・課題の把握に取り組ん

だか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後の地方鉄道支援の充実を図

る目的で鉄道局及び鉄道総研等関

係機関と「地方鉄道支援に関する

情報交換会」(R7.6.19)を開催し 

鉄道局を含む各関係者から活動報

告を受けるとともに意見交換を実

施し、関係者間の連携強化を図っ

た。〔写真 3-1-3-9〕 

・地方鉄道協会などの各種団体が

主催する委員会等の場で、機構が 

行う地域鉄道への技術支援の取組

を説明し、機構を活用した老朽化

対策等の課題解決を PR した。〔表

3-1-3-4、図 3-1-3-2、写真 3-1-3-

10〕 

また、地方運輸局等との間で、地

域鉄道事業者における維持管理の

課題を共有するなどして、鉄道事

業者の実態把握に取り組んだ。 

・近畿運輸局及び関東運輸局と協

働して、地域鉄道事業者から、施設

保守の実態や技術力の低下などの

課題を聴取し、以下の認識を共有

のうえ、これらの運輸局との協力

態勢を深めた。 

- 地域鉄道事業者が有する施設

の状態や修繕計画の妥当性に

ついての適切な判断など、機構

が有する技術力を十分に活か

した支援が期待されている。 

- 機構の技術支援は、鉄道施設

の維持管理に係る事業費の削

減を通じて、補助金の効率的な

執行にも資するため、更なる推

進が期待されている。〔写真 3-
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 鉄道ネットワークに係る計画

策定等への支援 

国や地方公共団体が行う都市鉄

道や地域鉄道を含めた交通ネット

ワークに係る計画策定等の検討に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・CBTC(無線式列車制御システム)

のデジタル技術の導入について、

鉄道事業者等と連携し取り組んだ

か。 

 

 

 

 

 

 

 

・鉄道総研等が実施する老朽化対

策等の外部研修に参加するととも

に、外部からの招聘に取り組んだ

か。 

 

 

 

 

 

・都市鉄道等利便増進法の枠組み

等の情報提供を地方公共団体及び

鉄道事業者に対して実施したか。 

 

 

1-3-11〕 

・(一財)運輸総合研究所(以下「運

輸総研」という。)と連携・強化に

関する覚書を締結し、地域鉄道支

援に係る調査研究を実施した。具

体的には、鉄道施設の状況、維持管

理体制、経営状況等の定量分析を

行うとともに、鉄道事業者 9 社に

対するヒアリングを行い、支援ニ

ーズを把握した。 

・CBTC(無線式列車制御システム)

の導入による将来的な維持管理費

の削減可能性については、国土交

通省が開催する「地方鉄道向け無

線式列車制御システム技術評価検

討会」に出席し情報収集を行った。

また、鉄道事業者や信号機器メー

カーと意見交換を実施するととも

に、ケーススタディ路線を選定し

導入に係る実現可能性を検討し、

課題を整理した。 

・鉄道総研への出向経験職員によ

る業務報告会を開催し、実務で経

験した鉄道施設の維持管理ノウハ

ウの共有を図った。また、鉄道総研

が実施する維持管理に係る研修を

受講した。 

‐鉄道総研維持管理研修:3 名

〔再掲〕〔写真 3-1-3-12〕 

 

(c)鉄道ネットワークに係る計画

策定等への支援 

・鉄道ネットワークの計画策定に

関する調査協力等の支援として、

関係自治体、鉄道事業者等に対し、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉄道を含む交通ネットワークの

計画策定に関する調査協力等の支

援として、都心部・臨海地域地下鉄

構想や埼玉高速鉄道線の延伸につ

いて調査を実施するなど、地方公



 

- 19 - 

 

Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

関し、関係する地方公共団体及び

鉄道事業者へ積極的にアプローチ

して調査協力等の支援を実施する

ため、以下の施策を実施する。  

・地方公共団体等に対し、都市鉄

道等利便増進法（平成１７年法律

第４１号）の枠組み等に係る情報

提供や、鉄道に関わる交通ネット

ワークの現状・課題等について鉄

道事業者等と意見交換  

・鉄道事業者等からの要請に基づ

き、機構が有する鉄道建設に係る

技術力等を活用した鉄道計画等に

関する受託調査  

・全国新幹線鉄道整備法（昭和４

５年法律第７１号）に位置づけら

れた基本計画路線を含む幹線鉄道

ネットワーク等の今後のあり方に

関し、提案可能な分野、項目を整

理した上での、国の調査等に対す

る技術的な提案等の協力  

また、上記の業務を円滑かつ迅

速に進めるため、調査部門の拡充

を図るとともに、学識経験者及び

外部調査機関との勉強会等を通じ

て連携し、調査能力の向上に努め

る。 

 

 

・国や地方公共団体が行う交通ネ

ットワークに係る計画策定等の検

討に関し、積極的にアプローチし、

調査協力等の支援を実施したか。 

 

 

・鉄道事業者等からの要請に対応

して、鉄道計画に関する受託調査

を実施したか。 

 

 

 

 

・幹線鉄道ネットワーク等の今後

のあり方に関し、国の調査等に対

し技術的な提案等の協力を行った

か。 

 

 

 

 

 

・社会的ニーズに対応した新たな

交通ネットワークのあり方を検討

するとともに、その整備手法等に

ついての調査研究を進めその成果

を関係する鉄道事業者等と共有す

ることなどを通じて知見の獲得に

努めたか。 

都市鉄道等利便増進法について情

報提供を行った。 

・(一社)日本民営鉄道協会主催の

地方交通委員会等において、地域

鉄道事業者との間で、交通ネット

ワークの現状や機構における地域

鉄道支援の取組等について意見交

換を実施した。 

・鉄道事業者等の要請に基づき、都

心部・臨海地域地下鉄構想や埼玉

高速鉄道線の延伸に係る調査業務

など、計 6件の受託調査を実施し、

それぞれの事業において調査の深

度化を図った。〔表 3-1-3-5、図 3-

1-3-3〕 

・国が実施する幹線鉄道ネットワ

ーク等のあり方調査については、

国からの依頼に基づき、在来線の

高速化に関する資料の収集・提供

等の技術的な協力を行うととも

に、国の調査等に対する技術的な

提案として機構において実施した

幹線鉄道に関する調査結果を国と

共有した。 

・鉄道を含む交通ネットワークの

計画策定等に積極的にアプローチ

し支援するため、学識経験者との

間で、鉄道建設プロジェクトの事

業評価に関する勉強会、同プロジ

ェクトの評価手法マニュアル改訂

に関する調査検討委員会に参画

し、調査スキルの向上に努めた。 

 

 

 

共団体等からの要請に対応して、

鉄道計画に関する受託調査を実施

した。 

 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を上回る成果を

得られたものと考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 ④鉄道建設に係る業務の質の向

上に向けた取組 

業務の効率化や情報の組織的

な共有・伝達、技術の承継の観点

から、鉄道建設等業務における 

DXを計画的に推進するほか、鉄道

建設工事において働き方改革の

推進を図る観点も踏まえ、他の公

共事業で採用されている最新の

入札契約制度や施工管理手法に

ついて、必要に応じて導入を進

め、外部の知見を適切に活用する

ことを含めて、生産性及び品質の

向上を図る。 

技術力や専門性の維持・向上の

ための人材育成に取り組むとと

もに、今後の事業展開に応じて要

求される既存の鉄道インフラの

改修等に係る知見等についても、

関係機関との人材交流等を通じ

て計画的にその習得に努める。 

各種技術基準類の整備等に加

えて、鉄道建設等に係る技術開発

を推進し、その中で、施設の長寿

命化、営業開始後のメンテナンス

の低コスト化や、カーボンニュー

トラルを含む環境負荷低減とい

った課題に対しても積極的に取

り組む。技術開発の成果について

は各種学会での発表等を通じて

社会に還元する。 

また、鉄道建設工事における安

全管理を徹底し、鉄道建設現場に

おけるデジタル技術の活用を工

事の安全性向上の観点からも積

④鉄道建設等に係る業務の質の向

上に向けた取組 

(a) DX の推進、新たな契約・入札

方式等の導入 

現場の情報を組織的に共有・伝

達し、業務の効率化・高度化や技

術承継を図るため、関係者との連

携の上、デジタル技術を積極的に

活用して DXを推進するとともに、

鉄道建設工事において働き方改革

の推進を図る観点も踏まえ、最新

の契約・入札方式や施工管理手法

について、機構の鉄道建設業務に

おいて有効なものは導入を進め、

生産性及び品質の向上に積極的に

取り組む。また、良質な鉄道を効

率的に建設するため、社会的要請

に対応した技術基準類の整備を進

める。 

(b) 技術開発の推進・公表 

事業の推進に資する調査・設計・

施工手法に係る技術開発を推進す

る。技術開発にあたっては、外部

研究機関との連携の強化を図り、

品質の確保や建設コストの削減の

みならず、施設の長寿命化や技術

者の減少、脱炭素化の推進といっ

た社会経済環境の変化に対応する

課題にも取り組む。なお、その成

果について、鉄道建設への取り込

みはもちろんのこと、機構部外で

も活用されるよう建設技術に係る

各種学会等において発表する。 

(c) 人材育成 

鉄道建設等業務の遂行に必要な

④鉄道建設等に係る業務の質の向

上に向けた取組 

(a) DXの推進、新たな契約・入札

方式等の導入等 

業務効率化・高度化、技術承継、

生産性向上及び品質向上を図るた

めに、建設 DXビジョンロードマッ

プに基づき、以下の施策を実施す

る。  

・ICT を用いた施工管理等の検討

（ICT施工、BIM/CIMを活用した設

計法の検討等）  

・財産・技術データ管理システム

の改良  

また、業務高度化、生産性向上

及び品質向上を図るために、以下

の施策を実施する。  

・新技術の活用を促進する工事契

約方式の整備  

加えて、良質な鉄道を効率的に

建設するために、以下の施策を実

施する。  

・技術基準類について、本社と鉄

道技術センターとの間で連携のう

え整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・デジタル技術を積極的に活用し

て DXを推進し、業務の効率化・高

度化や技術承継を図れたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

（a）DXの推進、新たな契約・入札

方式の導入等 

建設工事現場の情報を組織的に

共有・伝達し、鉄道建設工事におけ

る業務の効率化・高度化、技術承継

を図るため、以下の取組を実施し

た。 

・令和 6 年 4 月に策定・公表した

建設DXビジョンロードマップに基

づき項目ごとに下記に代表される

複数の取組を推進するとともに、

ロードマップを一部見直し、令和 7

年度の取組結果を公表した。 

・ICT 活用工事(土工)について、更

なる管理手法の効率化に向けて、

北海道新幹線の盛土工事において

現地試験を実施した上で、施工管

理基準案の作成や課題の整理を行

った。また、BIM/CIMを活用した設

計法の検討を実施し、鉄道特有の

構造物の設計に活用可能な 3 次元

モデルの作成方法等を整理した。

〔図 3-1-4-1〕 

・トンネル工事における AI等を活

用した切羽評価や 3 次元計測技術

を用いた出来形計測の試行を実施

した。〔図 3-1-4-2、図 3-1-4-3〕 

・鉄道建設工事の特性をふまえて

BIM/CIM や 3 次元計測技術を用い

た出来形管理の基準類を策定・改

定した。 

・財産・技術データ管理システムに

ついて、開業線区の財産・技術デー

タの OCR 化を実施するとともに、

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠： 

DXの推進や最新の契約・入札方

式の導入等については、着実に取

り組んだ。 

DXの推進については、建設 DXビ

ジョンロードマップに基づき、各

項目の具体的な取組を推進し、そ

の取組結果を公表した。 

ICT活用工事(土工)について、更

なる管理手法の効率化に向けた現

地試験を実施し、施工管理基準案

の作成や課題の整理を行ったほ

か、BIM/CIMを活用した設計法の検

討を実施し、鉄道特有の構造物の

設計に活用可能な 3 次元モデルの

作成方法等を整理した。その他、工

事現場及び機構業務のDX推進によ

る効率化のため、トンネル工事に

おける新たな ICT 技術の現場適用

に向けた現場試験による検証のほ

か、鉄道建設業務の特性を考慮し

たBIM/CIMガイドラインの改正や、

建設発生土受入地における 3 次元

計測技術を用いた出来形管理に関

するルールの策定など、ICT技術を

導入した業務推進・施工管理に向

けた基準類を策定・改定するとと

もに、財産・技術データ管理システ

ムの改良にも取り組んだ。 

鉄道建設工事において生産性及

び品質の向上を図る観点から、発

注者支援業務(土木)における「一

般競争入札(総合評価方式)」の適

 



 

- 21 - 

 

Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

極的に推進して、さらなる安全推

進の取組を進める。 

 

＜指標＞ 

・関係者との協議や施工手順の工

夫等によるコスト縮減額 

・遠隔臨場を実施する工区数 

・建設現場における脱炭素化の取

組件数 

・機構職員向け技術研修の受講者

数（前中期目標期間実績：平成３

０年度から令和３年度までの実

績 ２，２４３人） 

・学会等への応募・発表数（前中

期目標期間実績：平成３０年度か

ら令和３年度までの実績 ４７２

件） 

・機構による業務成果を公表する

場の開催数（前中期目標期間実

績：平成３０年度から令和３年度

までの実績 ２４件） 

技術力の向上及び承継のため、講

習や資格取得の支援等を行うとと

もに、職員に求められるスキルの

習得状況を可視化する取組を進め

るほか、今後の事業展開に応じて

要求される技術力等に関しても、

必要に応じて鉄道事業者等との連

携を図りつつ、計画的にその習得

に向けた取組を行う。 

(d) 鉄道建設工事における安全推

進工事関係事故防止については、

理事長のトップマネジメントの

下、年度ごとに基本方針を定め、

その方針に基づいた安全管理、安

全環境整備の徹底などの安全推進

の取組を、受注者と十分に連携し

つつ進めていく。 

 また、安全推進の体制を強化す

るとともに、研修内容の充実を図

ることで、職員への安全推進に係

る意識及びスキルの向上を図って

いく。 

さらに、工事の施工時において、

デジタル技術の活用を図り、一層

の安全性の向上に努めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 技術開発の推進・公表 

事業の推進に資する調査・設計・

施工手法に係る技術開発を推進す

るため、本社と鉄道技術センター

との間で連携のうえ、以下の施策

 

 

・最新の契約・入札方式や施工管

理手法の導入を進め、生産性及び

品質の向上に積極的に取り組んだ

か。 

 

 

・社会的要請に対応した技術基準

類の整備を進めたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・以下に記載の必要な取組を行

い、事業の推進に資する調査・設

計・施工手法に係る技術開発を推

進したか。 

-技術開発にあたって、外部研究機

AI を用いた検索機能導入の方針を

決定した。 

・新たな契約・入札方式等として、

発注者支援業務(土木)に係る「一

般競争入札(総合評価方式)」の制

度導入や、新技術活用促進等工事

に係る実施要領の一部改正等を実

施した。 

・事業の円滑な推進につなげられ

るよう、例年、建設関係業界団体と

の意見交換会を実施している。令

和 6 年度に日建連と共に立ち上げ

た「働き方改革推進委員会」におけ

る成果として、受注者との間で、建

設 DX の取組の共有と方向性確認、

書類削減・施工管理の効率化に関

する意見交換と対応策のとりまと

め、「工事円滑化・工事関係書類ス

リム化等ガイドライン」の周知・運

用と浸透状況調査などの施策を実

施した。〔図 3-1-4-4〕 

・本社と鉄道技術センターとの間

で連携のうえ、「土木工事標準示方

書」をはじめとした各工事／設計

等に関する標準示方書・仕様書の

改正や、品質管理・施工監理等鉄道

建設に係る技術基準類の整備を 19

件実施し、講習会等を通じて関係

者に周知、徹底した。 

 

(b)技術開発の推進・公表 

・技術開発マネジメント会議を計

3回開催するとともに、土木、軌道、

機械、建築、電気の分野ごとの分科

会を設け、開発テーマの抽出から

用拡大及び配置技術者の要件緩

和、並びに新技術活用促進等工事

に係る実施要領の一部改正等、最

新の契約・入札方式の導入等につ

いて、着実に取り組んだ。 

また、「働き方改革推進委員会」

において、受注者との間で、建設

DX、施工管理等効率化、工事安全推

進に関する 3 つのワーキンググル

ープを設置し各種施策を実施し、

受発注者双方が効率的に業務を遂

行できるよう、生産性及び品質の

向上に取り組んだ。 

加えて、標準示方書・仕様書の改

正や、品質管理・施工監理等鉄道建

設に係る技術基準類の整備を着実

に進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術開発の推進・公表について

は、多様な社会課題を踏まえたテ

ーマを積極的に採用し、令和 7年

度には今中期計画期間中で最高の

テーマ数(34件)に取り組んだ。ま
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

を実施する。  

・技術開発マネジメント会議にお

いて、技術分野ごとに新規課題を

選定  

・技術開発に当たって、品質の確

保や建設コストの削減のみなら

ず、施設の長寿命化や技術者の減

少といった社会経済環境の変化を

踏まえて計画的に取り組むととも

に、新たな設計・施工法を公募す

る等、必要により民間技術を有効

活用  

・技術開発成果の機構工事への活

用状況について、引き続きフォロ

ーアップ  

また、技術開発が部外でも活用

されるように、本社と鉄道技術セ

ンターとの間で連携のうえ、以下

の施策を実施する。  

・これまで開発した技術のデータ

ベース化  

・建設技術に係る各種学会等や、

本社における技術研究会等を通じ

た発表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関との連携の強化を図ったか。 

-技術開発にあたって、品質の確保

や建設コストの削減のみならず、

社会経済環境の変化に対応する課

題に取り組んだか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発、施工現場での活用に至るま

で一貫した技術開発を推進した。

※令和 7 年度の技術開発テーマ：

34 件(うち新規で取り組んだ技術

開発テーマ：12件、令和 6年度以

前から継続して取り組んだ技術開

発テーマ：22件)〔表 3-1-4-1〕 

・具体的には、北海道新幹線（新函

館北斗・札幌間）等の建設中の線区

や今後建設予定の北陸新幹線（敦

賀・新大阪間）等の事業推進に向

け、品質確保や建設コストの縮減、

その他社会経済環境の変化への対

応に寄与する観点で開発テーマを

抽出するとともに、技術者の減少

を見据えた建設DXの推進（BIM/CIM

構築、トンネルにおける AIや三次

元計測技術の活用）やプレキャス

ト化による高架橋付帯構造物の合

理化の推進、工事等における環境

負荷低減の検討（駅舎等の建築物

における木材利用の検討）及び長

寿命化によるライフサイクルコス

ト低減の検討（青函トンネルの長

寿命化に向けた新たな列車火災検

知装置設置の開発）などを行った。

〔表 3-1-4-2、図 3-1-4-5、図 3-1-

4-6〕 

また、これまで開発した技術に

ついて、活用状況を確認の上、コス

ト縮減や品質の向上等の評価を行

うとともに、今後の活用拡大に向

け、開発した技術をデータベース

化し、ホームページにて概要を公

開した。 

た、従前に開発した技術につい

て、北海道新幹線（新函館北斗・

札幌間）等の実施中の事業におい

て活用しているほか、北陸新幹線

（敦賀・新大阪間）等の今後予定

されている事業の推進に向けた技

術開発にも取り組んでいる。技術

開発成果については、各種学会等

における論文の投稿や発表を 132

件実施したが、これらの論文の発

表に対し、今中期計画期間中で最

高の 7 件の優秀賞等を受賞した。

更に開発した技術をデータベース

化し公表する等、機構が開発した

技術を広く社会でも活用してもら

うための取組を従前にもまして積

極的に実施した。 

これら技術を活用した機構の建

設事業について、鉄道建築分野に

おける世界最高峰と称されるワト

フォード会議ブルネル賞優秀賞を

含む計 5件を組織として受賞した

ほか、計 4名の個人のこれまでの

功績に対し科学技術分野の文部科

学大臣表彰・創意工夫功労者賞等

を受賞するなど、対外的に高い評

価を受けた。 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、民間企業等が開発した

技術の新幹線や鉄道建設等への適

用可能性について評価する技術公

募の取組を令和元年度から実施し

ているところであるが、今後の取

組方針を検討・整理するため、過去

6 年間の応募者へアンケートを実

施し、当時評価した技術の他機関

も含めた事業等への活用状況、追

加の改良検討状況等を確認すると

ともに、公募の取組方法（募集期

間、テーマの設定及び技術評価）に

ついて意見を募った。 

・技術開発成果の活用状況につい

ては以下の通り。 

- 大深度・長距離トンネルにお

けるシールド技術  

用地の確保や経済性の観点

からトンネルが大深度化、長距

離化する傾向にある中で、大深

度・長距離シールドトンネルの

技術的課題への対応事例を調

査し、対応策（ビット(地盤を

掘削する刃物)の摩耗や高水圧

対応等）を整理した上で、外部

の有識者で構成される委員会

で議論した。 

委員会における議論を踏ま

え、シールドトンネル設計施工

指針を改訂し、大深度・長距離

トンネルにおける上記の対応

策を反映した。 

- 高速化に対応する電車線路設

備の調査研究 

整備新幹線における現状の
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-それらの成果を鉄道建設へ取り

込むとともに、部外においても活

用されるように建設技術に係る各

種学会等において発表したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高速シンプル架線で 260km/h

超での走行に対応した金具類

(新規コネクタ)を開発した。実

用化に向けた評価検証として、

整備新幹線の営業区間に仮設

し、実フィールドでの列車通過

時の共振やトロリ線のひずみ

への影響の測定、320km/hまで

の走行シミュレーションを実

施し、走行に問題ないことを確

認した。今後、北海道新幹線の

電車線に適用するほか、既開業

区間の設備更新や今後の整備

新幹線の建設予定区間に適用

する。 

・技術開発成果については、主だっ

たものを機構の技術研究会(土木

学会認定CPDプログラム)にて発表

したほか、各種学会等への論文投

稿や発表などを通じ、機構部外に

おいても活用されるよう取り組ん

だ。論文発表について、（一社）日

本鉄道電気技術協会の最優良賞や

（公社）コンクリート工学会の年

次論文奨励賞をはじめ、各種学会

等から計 7件の賞を受賞した。〔表

3-1-4-3、表 3-1-4-4、表 3-1-4-5、

表 3-1-4-6、表 3-1-4-7、写真 3-1-

4-1〕 

また、機構の建設プロジェクト

や建設技術について、各種学会等

から高い評価を受け、鉄道建築分

野で世界最高峰と称されるワトフ

ォード会議ブルネル賞優秀賞（長

崎駅）・奨励賞（嬉野温泉駅）をは
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 人材育成 

鉄道建設等業務の遂行に必要な

技術力の向上及び承継のために、

以下の施策を実施する。  

・施工監理講習等研修  

・令和５年度から導入した職員に

求められるスキルを提示し、習得

状況を可視化する「スキルアップ

プログラム」の取組の浸透  

・業務に関連する技術士等の資格

取得の促進  

・今後の事業展開に応じて要求さ

れる技術力等に関して、鉄道事業

者等との連携を図りつつ、国や他

の独立行政法人、業界団体との勉

強会・講演会等へ参加する等、そ

の習得に向けた取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・職員に求められるスキルの習得

状況を可視化する取組を進めた

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・講習や資格取得の支援等を行っ

たか。 

 

 

・事業展開に応じて要求される技

術力等について、鉄道事業者等と

じめ、日本の土木分野における代

表的な表彰制度である土木学会技

術賞、鋼構造技術の向上に貢献し

たものを表彰する日本鋼構造協会

業績賞など計 5 件を組織として受

賞したほか、計 4 名の個人のこれ

までの功績に対し科学技術分野の

文部科学大臣表彰・創意工夫功労

者賞（1名）、（公社）土木学会の技

術功労賞（1 名）、鉄道施設協会の

技術賞（2名）を受賞した。〔表 3-

1-4-8、表 3-1-4-9、写真 3-1-4-2〕 

 

(c)人材育成 

・各職員に業務上求められるスキ

ルを提示し、その習得状況を可視

化する「スキルアッププログラム

(SUP)」により、組織の技術力の底

上げを図った。また、育成者・被育

成者を対象としたアンケートや育

成担当者会議を行い、課題や対象

者の所感を把握することで、SUPの

継続的な機能改善に努めた。具体

的には、都市部の開削工法やその

事業調整に関するスキルを階層・

目標化した「開削トンネル」スキル

の新設や、各系統間の意見交換、各

系統の業務実態に合わせた更新を

行った。〔図 3-1-4-7〕 

・面接指導等各種受験に関する支

援を通じて、技術士等、業務関連資

格の取得促進を図った。〔表 3-1-4-

10〕 

・若手職員を管理職クラスがフォ

ローする形で、(独)都市再生機構

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人材育成については、SUPの運用

により、組織の技術力の底上げを

図るとともに、SUP の継続的な機能

改善のため、育成者・被育成者を対

象としたアンケートや育成担当者

会議を行い、課題や対象者の所感

を把握した上で改善を図った。ま

た、今後の事業展開に応じて要求

される技術力等に関しても、他法

人との勉強会を実施するなど、そ

の習得に向けた取組を行った。 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d) 鉄道建設工事における安全推

進 

鉄道建設工事の安全推進のため

に以下の施策を実施する。  

・幹部職員による毎月の安全講話  

・事故防止監査  

・本社と地方機関が連携した安全

推進活動  

・事故データベースを活用した事

故原因分析のレベルアップ、再発

防止対策の策定・実施  

・安全概論研修、学習管理システ

ムによる講習  

・ICTを用いた安全対策の検討  

・外部団体と連携した安全推進 

の連携を図り、計画的にその習得

に向けた取組を行ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

・安全推進の取組を、受注者と十

分に連携して進めたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・安全推進体制の強化及び研修内

容の充実を図ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(UR)との間で令和 5・6年度に引き

続き駅とまちづくりに関する勉強

会を実施し、鉄道整備とまちづく

りの関係について新たな視点を得

るべく、グループワーク、現地調

査、班で設定したテーマを基にし

たケーススタディを行った。〔表 3-

1-4-11、写真 3-1-4-3〕 

 

(d)鉄道建設工事における安全推

進 

・機構全体の安全推進の基本方針

を基に、各地方機関等においても

基本方針及び重点項目を策定し、

工事受注者に周知、徹底した。 

・主要建設会社で構成される日建

連と協力して、工事安全推進の講

義を日建連会員向けに１回、機構

職員向けに１回実施した。 

・役職員の安全意識の向上・醸成の

ため、毎月の安全集会において、幹

部からの安全講話、工事安全推進

に関わる情報を全国に配信した。

また、安全表彰(受注者・建設所)に

より、事故防止に対する意欲の高

揚を図った。〔写真 3-1-4-4〕 

・事故防止監査を各地方機関に対

し上期及び下期の年 2 回実施し、

PDCA サイクルを意識した自主的か

つ積極的な工事安全推進活動の取

組内容を確認した。〔写真 3-1-4-5〕 

・機構内で毎月開催している「工事

安全推進担当者会議」において事

故・推奨事例の情報共有、工事安全

推進に関する意見交換等を実施し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全推進の取組については、各

地方機関への事故防止監査を確実

に実施したほか、工事安全推進担

当者会議では各地方機関との意見

交換において、事故・ヒヤリハット

の分析事例の深度化や推奨事例の

水平展開を図るなどして、安全推

進活動の質的向上を図った。 

次に、従来からの座学中心の教

育に加えて、実践的な要素も取り

入れるため、VR機材を活用した疑

似体験型の安全教育を全国規模で

展開した。これにより、機構職員の

安全意識や危険感受性の向上が確

認されるなど、先進的な安全教育

手法の導入として顕著な成果を上

げた。 

また、業界団体と連携して、過去

10年間(約 220件)の事故を分析し

重症災害の多い事故分類(墜落・転

落、激突され)を抽出、さらに安全

装置の導入状況の実態調査によ

り、事故防止効果の高い ICT を活

用した安全設備を選定し、今後の

工事において標準化することを定

めて、より一層の工事の安全性向
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・工事の施工時において、デジタ

ル技術の活用を図ったか。 

た。また、本社と関東甲信工事局が

共同で事故対策本部設置・運営訓

練を実施した。〔写真 3-1-4-6〕 

・過去に発生した事故等のデータ

ベースを更新し、事故の再発防止

策や事故原因分析のレベルアップ

に活用した。 

・役職員の安全推進に係るスキル

の向上を図るため、階層別研修や

安全概論研修(安全エキスパート

基礎、応用)の研修内容の更新や e

ラーニングコンテンツの拡充を行

った。〔写真 3-1-4-7〕 

・新たに機器をリースした VR教材

を使用し、疑似体験型の安全教育

を全国で 273人に実施した。また、

アンケート結果からもVR教育の効

果が確認できた。 

・日建連と共同で令和 6 年度に立

ち上げた「工事安全推進ワーキン

ググループ」において計 3 回の議

論を重ね、以下の施策を含め、成果

を取りまとめた。 

 - 今後発注する北海道新幹線の

駅新築工事において、安全設

備を標準化（重機接触防止装

置の設置、定点カメラ映像の

安全教育への活用等） 

 - 今後発注するトンネル工事に

おいて切羽照明の照度を 150

ルクス以上確保 

・外国人労働者の安全対策として、

約20言語に翻訳した工事安全に関

する資料を新たに作成のうえ、受

注者に提供し、外国人労働者へ周

上に努めた。 

加えて、機構工事における外国

人労働者の実態調査を行ったとこ

ろ、約 20言語が話されており、多

い工区では外国人労働者が 30%超

を占めることがわかった。そこで、

約20言語に対応した安全対策リー

フレットを機構で作成し受注者に

展開することで、外国人労働者に

対する直接的な注意喚起を講じる

ことで、安全意識の向上に努めた。 

 これらを通じて、従来の取組の

着実な実施に加え、安全推進の取

組を受注者と十分に連携して進

め、安全推進体制の強化及び研修

内容の充実を図り、施工時におけ

る安全設備のデジタル技術を活用

して、鉄道建設工事の安全推進の

さらなる向上に努めた。 

 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を上回る成果を

得られたものと考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

知した。 

 ⑤我が国鉄道技術の海外展開に

向けた取組 

我が国は鉄道分野について世

界に誇れる高い技術力を有して

おり、機構は、その中で唯一の公

的な新幹線建設主体である。機構

が有する土木、軌道、電気、機械

等に関する同分野の技術力やノ

ウハウ、それらの要素間を全体と

して調整する機能を広く総合的

に活用し、国土交通省の関連施策

との連携を図りながら、海外イン

フラ展開法及び同法に基づく基

本方針に従い、関係府省、我が国

事業者等と協力し、新幹線鉄道の

技術が活用され、又は活用される

ことが見込まれる海外の高速鉄

道に関する事業性等の調査、測

量、鉄道構造物や電気、機械設備

等の設計、工事管理、試験及び研

究（以下「海外高速鉄道調査等業

務」という。）を行い、課題解決に

向けた改善策を提言し、海外社会

資本事業への我が国事業者の参

入の促進を図る。また、円滑な海

外高速鉄道調査等業務の実施の

ため必要な場合は適切に出資を

行う。出資を行った事業について

は、その事業の進捗状況や資金収

支等を把握・評価するとともに、

必要な場合には、国土交通省等と

連携して、事業の改善に向けた措

置を講じることにより、出資金の

毀損の回避を図る。なお、海外高

（２）我が国鉄道技術の海外展開

に向けた取組 

機構が有する土木、軌道、電気、

機械等に関する鉄道分野の技術力

やノウハウ、それらの要素間を全

体として調整する機能を広く総合

的に活用し、海外社会資本事業へ

の我が国事業者の参入の促進に関

する法律（平成３０年法律第４０

号）及び同法に基づく基本方針に

従い、関係府省、我が国事業者等

と相互に連携を図りながら協力

し、新幹線鉄道の技術が活用され、

又は活用されることが見込まれる

海外の高速鉄道に関する事業性等

の調査、測量、鉄道構造物や電気、

機械設備等の設計、工事管理、試

験及び研究（以下「海外高速鉄道

調査等業務」という。）を行い、課

題解決に向けた改善策を提言す

る。また、円滑な海外高速鉄道調

査等業務の実施のため必要な場合

は適切に出資を行う。出資を行っ

た事業については、その事業の進

捗状況や資金収支等を把握・評価

するとともに、必要な場合には、

国土交通省等と連携して、事業の

改善に向けた措置を講じることに

より、出資金の毀損の回避を図る。

インド高速鉄道計画については、

国土交通省等関係者との緊密な連

携の下で技術協力を行っていく。 

また、国等が進める我が国鉄道

技術の海外展開に向けた取組に対

（２）我が国鉄道技術の海外展開

に向けた取組 

我が国鉄道技術の海外展開を推

進するために、機構が有する土木、

軌道、電気、機械等に関する鉄道

分野の技術力やノウハウ、それら

の要素間を全体として調整する機

能を広く総合的に活用し、海外社

会資本事業への我が国事業者の参

入の促進に関する法律（平成３０

年法律第４０号）及び同法に基づ

く基本方針に従い、以下の施策を

実施する。  

・関係府省、我が国事業者等と相

互に連携を図りながら協力し、新

幹線鉄道の技術が活用され、又は

活用されることが見込まれる海外

の高速鉄道に関する事業性等の調

査、測量、鉄道構造物や電気、機

械設備等の設計、工事管理、試験

及び研究（以下「海外高速鉄道調

査等業務」という。）を行い、課題

解決に向けた改善策を提言  

・円滑な海外高速鉄道調査等業務

の実施のため必要な場合は適切に

出資を実施。 出資を行った事業に

ついては、その事業の進捗状況や

資金収支等を把握・評価するとと

もに、必要な場合には、国土交通

省や利害関係者等と連携して、出

資金の毀損の回避を図るため、事

業の改善に向けた措置を実施  

・インド高速鉄道計画について、

国土交通省等関係者との緊密な連

＜評価の視点＞ 

・海外インフラ展開法及び同法に

基づく基本方針に従い、関係府省、

我が国事業者等と相互に連携を図

りながら海外高速鉄道調査等業務

を行い、課題解決に向けた改善策

を提言したか。 

・円滑な海外高速鉄道調査等業務

の実施のため、必要な場合は適切

に出資を行ったか。 

・出資を行った事業について、進

捗状況や資金収支等を把握・評価

し、必要な場合には改善に向けた

措置を講じ、出資金の毀損の回避

を図ったか。 

・インド高速鉄道計画について、

国土交通省等関係者との緊密な連

携の下で技術協力を行ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国等が進める我が国鉄道技術の

海外展開に向けた取組に対し協力

＜主要な業務実績＞ 

【海外高速鉄道調査等業務】 

海外インフラ展開法及び同法に

基づく基本方針に従い、関係府省、

我が国事業者等と相互に連携を図

りながら、以下のとおり海外高速

鉄道調査等業務を適切に行った。 

・東日本旅客鉄道(株)及び(株）海

外交通・都市開発事業支援機構と

の共同出資により令和 3 年度に設

立した日本高速鉄道電気エンジニ

アリング(株）（「JE」という。）に対

し、その事業の進捗状況や資金収

支等の把握及び分析を行い、海外

高速鉄道調査等業務に係る出資に

関する第三者委員会（委員長：竹内

健蔵 東京女子大学教授）に諮問

を行うなど、適切にモニタリング

を実施し、出資金の毀損の回避を

図った。 

・国土交通省からインド高速鉄道

事業の現地の環境・ニーズへの適

応に係る調査業務を受注し、検測

機能を有する新幹線車両のインド

現地における運用に向けた改造作

業等に関する調査を実施した。 

・（一社）海外鉄道技術協力協会（以

下「JARTS」という。）からの要請に

基づき、講師として職員を派遣し、

インド軌道建設業界への教育訓練

等を実施した。〔図 3-2-1、図 3-2-

2〕 

・日本コンサルタンツ(株）へ職員

を出向させ、技術支援を実施した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

海外インフラ展開法及び同法を

根拠とした基本方針に基づく業務

のうち、JEへの出資事業について

は、同社の事業の進捗状況や資金

収支等を把握し、分析・評価を行っ

たうえで、株主間及び国土交通省

と密接に連携し、適切なモニタリ

ングの実施に寄与した。 

インド高速鉄道プロジェクトに

ついては、日本側関係者との緊密

な連携の下、様々な個別具体的な

業務において、各方面から機構の

技術力を前提とした要請を受け、

その都度ふさわしい職員を派遣

し、同事業の推進に寄与した。 

また、スウェーデンの交通イン

フラ整備計画については、同国側

の関心が高いスラブ軌道に関する

技術について提言を行い、同国が

これを自国の高速鉄道に適用する

ための検討に寄与した。〔図 3-2-3〕 

その他、各国との間で専門家派

遣及び研修員受入を実施し、我が

国の鉄道技術の海外展開に貢献し

た。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成している

と考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

速鉄道調査等業務等の実施が民

業圧迫にならないよう配慮する。

インド高速鉄道計画については、

国土交通省等関係者との緊密な

連携の下で技術協力を行う。 

また、我が国の鉄道システムの

海外展開に向けた国、関係団体等

による取組に対して、機構の技術

力や経験を活用し、海外への専門

家の派遣や各国の研修員の受入

れ等、積極的に協力を行う。 

さらに、海外高速鉄道調査等業

務等の遂行に必要な技術力や経

験の向上及び承継のため、必要な

人材の確保や育成に向けた取組

を行う。 

 

＜指標＞ 

・我が国事業者の参入を目指して

機構が行った海外高速鉄道調査

等の受注額（前中期目標期間実

績：平成３０年度から令和３年度

までの実績 ２．８億円） 

・機構が海外高速鉄道調査等業務

を行った結果参入した我が国事

業者による鉄道システムの受注

額（前中期目標期間実績：平成３

０年度から令和３年度までの実

績 なし） 

・専門家派遣数（前中期目標期間

実績：平成３０年度から令和３年

度までの実績 ７６ 人（１５カ

国・地域）） 

・研修員等受入数（前中期目標期

間実績：平成３０年度から令和３

し協力し、海外への専門家派遣、

各国の要人や研修員受入れ等の人

的支援を行う。 

さらに、海外高速鉄道調査等業務

等の遂行に必要な技術力や経験の

向上及び承継のため、研修の実施

や国際業務を行う機関との人事交

流を図ること等、必要な人材の確

保や育成に向けた取組を行う。 

携の下で技術協力を行うことに加

え、他国の高速鉄道に関する調査、

設計、工事管理等の業務について

も、受注を目指した取組を推進  

・海外高速鉄道調査等業務等の遂

行に必要な技術力や経験の向上及

び承継のため、研修の実施や国際

業務を行う機関との人事交流を図

ること等、必要な人材の確保や育

成に向けた取組を推進  

また、国等が進める我が国鉄道技

術の海外展開に向けた取組に対し

協力し、海外への専門家派遣や各

国の研修員の受入れ、鉄道分野に

おける国際規格に関する日本原案

の作成への協力、海外の鉄道建設

関係の機関との技術交流等を行

う。 

し、海外への専門家派遣、各国の

要人や研修員受入れ等の人的支援

を行ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・JE へ職員を出向させ、また、同

社と補強契約を締結することによ

り、技術支援を実施した。 

 

【国際協力業務】 

・令和 7 年度も前年度に引き続き

海外への専門家派遣及び海外から

の研修員受入を実施した。〔表 3-2-

1、表 3-2-2〕 

・国際学術会議等に役職員が参加

した。〔表 3-2-3〕 

・国際規格策定の国際標準化機構

／鉄道分野専門委員会（以下「ISO

／TC269」という。）の国内委員会・

国内作業部会、国際電気標準会議

／鉄道用電気設備とシステム専門

委員会（以下「IEC／TC9」という。）

の国内委員会・国内作業部会に職

員が委員として前年度に引き続き

参画した。国際規格に関する日本

原案の作成等に貢献した。〔表 3-2-

4、表 3-2-5〕 

・機構の技術力や経験を活用し、ス

ウェーデン、タイ、イギリス及びオ

ーストラリアと技術交流を行っ

た。スウェーデンとの間では、スラ

ブ軌道に関する意見交換を実施し

た。また、日瑞鉄道協力会議に出席

し、構造計画/設計/施工に関する

事例を紹介した。タイとの間では、

(独）国際協力機構（以下「JICA」

という。）の要請に基づき、JICA国

別研修の一環としてタイ運輸省鉄

道局及びタイ鉄道技術研究開発機

構に対し、整備新幹線の建設技術
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

年度までの実績 ８２０ 人（２２

カ国・地域）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・海外高速鉄道調査等業務等の遂

行のため、必要な人材の確保や育

成に向けた取組を行ったか。 

等について説明した。イギリスと

の間では、令和 7年 12月に東京で

開催された日英鉄道協力会議に出

席し、日英双方が抱える鉄道に関

する課題や展望についての情報を

収集するとともに、同会議に付帯

する日英鉄道調達セミナーにおい

て、機構が実施する国際調達につ

いて説明した。オーストラリアと

の間では、令和 7 年 8 月にシドニ

ーで開催された高速鉄道セミナー

に出席し、「難しい地形における高

速鉄道の建設可能性」について講

演を行い、現地鉄道関係者とネッ

トワーキングを実施した。 

 

【人材確保、育成】 

海外高速鉄道調査等業務等の遂

行に必要な技術力や経験の向上及

び承継のため、研修及び国際業務

実施機関との人事交流を実施し、

必要な人材の確保や育成に努め

た。 

令和 7 年度に実施した主な研修及

び国際業務実施機関との人事交流

の実績は以下のとおりである。 

○研修（部外団体開催） 

- 海外インフラ展開人材養成プ

ログラム（JARTS開催） 

- 海外インフラ展開人材養成研

修（（一社）国際建設技術協会開

催） 

- 海外インフラの契約実務への

理解度向上を目的とした国際

業務に従事する職員向けの英
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

文契約書研修（OCAJI開催） 

○人事交流 

- 国土交通省、JICA、JARTS及び運

輸総研へ出向 

 

 ⑥鉄道施設の貸付け・譲渡等 

機構が建設した鉄道施設につ

いて、鉄道事業者に対して適切に

貸付け又は譲渡を行うとともに、

鉄道事業者の経営状況や財務状

況のモニタリングを行い、貸し付

けている又は譲渡した鉄道施設

に係る貸付料又は譲渡代金を適

切に徴収する。 

機構が保有している青函トン

ネルについては、海底下の長大ト

ンネルという過酷な環境下にあ

ることを踏まえ、日常の維持管理

を行っている北海道旅客鉄道株

式会社とも連携して、長期的な施

設の安全性を確保する。 

北陸新幹線（高崎・長野間）の

鉄道施設について、令和９年９月

３０日までとなっている現行の

貸付期間が終了した後において

も、国及び営業主体である東日本

旅客鉄道株式会社と協議の上、適

切に対応する。 

整備新幹線の並行在来線が貨物

列車の走行実態に応じた適正な

線路使用料を確保することがで

きるよう、日本貨物鉄道株式会社

に対して貨物調整金を適正に交

付する。 

（３）鉄道施設の貸付け・譲渡の

業務等 

鉄道事業者に対して貸付け又は

譲渡した鉄道施設について、貸付

料及び譲渡代金の徴収状況を定量

的に把握・分析するとともに、モ

ニタリング機能を強化し、毎年度、

事業者ごとに当該貸付料及び譲渡

代金の計画的かつ確実な徴収を図

る。 

なお、償還期間の変更を実施又

は経営状況の悪化が認められる事

業者については、毎年度、年度決

算及び中間決算終了後に経営状況

等の把握を図り、償還確実性を検

証する。 

建設した鉄道施設について、完

成後、営業主体に対して貸付けを

行う。 

また、主要幹線及び大都市交通

線で本中期計画期間において国土

交通大臣が指定する貸付期間が経

過する以下の区間について、貸し

付けている鉄道事業者に対して譲

渡を行い、その譲渡代金を徴収す

る。 

・令和７年度 

譲渡区間：京葉線（都川・蘇我

間） 

京葉線（西船橋・千葉貨物ター

（３）鉄道施設の貸付け・譲渡の

業務等 

鉄道事業者に対して貸付け又は

譲渡した鉄道施設について、事業

者ごとに当該貸付料及び譲渡代金

を計画的かつ確実に徴収するた

め、以下の施策を実施する。  

・貸付料及び譲渡代金の徴収状況

の定量的な把握・分析  

・研修等による人材育成等を通じ

たモニタリング機能の強化  

・償還期間の変更を実施した、又

は経営状況の悪化が認められる事

業者について、令和６年度決算及

び令和７年度中間決算終了後に経

営状況等の把握を図り、償還確実

性を検証  

また、主要幹線及び大都市交通

線で国土交通大臣が指定する貸付

期間が経過する以下の区間につい

て、貸し付けている鉄道事業者に

対して譲渡を行い、その譲渡代金

を徴収する。  

・譲渡区間：京葉線（都川・蘇我

間） 京葉線（西船橋・千葉貨物タ

ーミナル間） 小金線（新鶴見起点

97k017m77・新鶴見起点 97k337m68

間）  

・鉄道事業者：東日本旅客鉄道

株式会社  

＜評価の視点＞ 

・毎年度、事業者ごとに貸付料及

び譲渡代金の徴収状況を定量的に

把握・分析するとともに、モニタ

リング機能を強化し、貸付料及び

譲渡代金の計画的かつ確実な徴収

を図ったか。 

・年度決算及び中間決算終了後に

経営状況等の把握を図り、償還確

実性を検証したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・鉄道施設の完成後又は貸付期間

の経過後、各営業主体に対して貸

付け又は譲渡を行ったか。 

＜主要な業務実績＞ 

【鉄道施設の貸付・譲渡】 

・鉄道事業者別かつ線区別に債権

管理表等を作成のうえ徴収状況、

残高等を可視化することで、債権

の把握漏れを防ぐとともに、各期

の要徴収額及び徴収済額を定量的

に把握・分析した。 

・財務分析研修等による人材育成

等を通じてモニタリング機能を強

化した。 

・国土交通大臣が指定する譲渡代

金の償還期間（25 年間）が変更さ

れた事業者等について、令和 6 年

度決算終了後ヒアリング及び令和

7 年度中間決算終了後ヒアリング

等により経営状況等の把握を図

り、償還確実性を適切に検証した。 

・上記の結果、貸付料については新

幹線 40件、主要幹線及び大都市交

通線 14 件、神奈川東部方面線 12

件並びに津軽海峡線 1件の計 67件

（鉄道事業者：7 者）、譲渡代金に

ついては民鉄線65件及び都市鉄道

線 4 件の計 69件（鉄道事業者：10

者）の要徴収額全額を計画的かつ

確実に徴収した。 

・主要幹線及び大都市交通線で国

土交通大臣が指定する貸付期間

（40 年）が経過した京葉線（都川・

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

貸付料及び譲渡代金について、

136 件（鉄道事業者：17 者）の要

徴収額全額を計画的かつ確実に徴

収した。 

過去に譲渡代金の償還期間が変

更された事業者等については、年 2

回経営状況等の把握を図り、償還

確実性を検証した。 

 主要幹線及び大都市交通線で国

土交通大臣が指定する貸付期間が

経過した区間については、貸し付

けていた東日本旅客鉄道(株)と譲

渡契約を締結し、国土交通大臣か

ら認可を受けた譲渡代金を全額回

収した。 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

ミナル間） 

小金線（新鶴見起点 

97k017m77・新鶴見起点 

97k337m68 間） 

鉄道事業者：東日本旅客鉄道株

式会社 

青函トンネルについては、海底

下の長大トンネルという過酷な環

境下にあることを踏まえ、日常の

維持管理を行っている北海道旅客

鉄道株式会社と連携し、トンネル

の機能を維持するための調査・測

定や改修工事等を計画的に行い、

長期的な施設の健全性確保に努め

る。 

併せて、整備新幹線で本中期計

画期間において鉄道施設の貸付け

等に係る協定に定める貸付期間が

終了する以下の区間における貸付

期間終了後の貸付財産の貸付け等

の取扱いについて、国及び鉄道事

業者と調整の上、適切に対応する。 

・令和９年度 

対象区間：北陸新幹線（高崎・長

野間） 

鉄道事業者：東日本旅客鉄道株式

会社 

さらに、貨物列車の走行実態に応

じた適正な線路使用料を確保する

ことができるよう、特例業務勘定

から建設勘定への繰入れにより、

日本貨物鉄道株式会社に対して貨

物調整金を交付する。 

 

青函トンネルについては、海底

下の長大トンネルという過酷な環

境下にあることを踏まえ、日常の

維持管理を行っている北海道旅客

鉄道株式会社と連携し、トンネル

の機能を維持するためのトンネル

断面等の調査・測定を行うととも

に、防災施設の改修工事等を行い、

長期的な施設の健全性確保に努め

る。  

また、青函トンネルでは、上記

維持管理に加え、新幹線の高速化

や光・電源ケーブルの敷設等のト

ンネルの利活用面での検討も行わ

れており、令和６年度に設置した

組織横断的な検討体制を活用し、

適時適切な維持管理の必要性や利

活用を含めた青函トンネルに関す

る情報共有や対外的な情報発信、

各種事業間の連携の強化を図る。  

さらに、貨物列車の走行実態に応

じた適正な線路使用料を確保する

ことができるよう、特例業務勘定

から建設勘定への繰入れにより、

日本貨物鉄道株式会社に対して貨

物調整金を交付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・青函トンネルについて、北海道

旅客鉄道株式会社と連携し、トン

ネルの機能を維持するための調

査・測定や改修工事等を計画的に

行い、長期的な施設の健全性確保

に努めたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例業務勘定から建設勘定への

蘇我間）、 京葉線（西船橋・千葉貨

物ターミナル間）及び小金線（新鶴

見起点 97k017m77・新鶴見起点

97k337m68 間）については、貸付先

である東日本旅客鉄道(株)との間

で線区毎に譲渡契約を締結し、譲

渡予定日に鉄道施設を引き渡し

た。また、事前に国土交通大臣から

認可を受けた譲渡代金を全額回収

した。 

 

・青函トンネルの長期的な施設の

健全性確保のため、JR 北海道と連

携し、本坑・斜坑・作業坑・先進導

坑におけるトンネル断面測定や作

業坑・先進導坑の地中変位等の測

定及び火災検知施設、定点消火施

設、揚水ポンプ等の電力施設など

の改修工事を行った。また、令和 7

年度は諸設備の劣化状況等を確認

するなど、新たな改修計画の策定

のための基礎資料を作成すること

を目的とした調査を実施した。 

 さらに、令和６年度に設置した

組織横断的な検討体制を活用し、

適時適切な維持管理の必要性等、

青函トンネルに関する情報の共有

を行った。 

 上記維持管理に加え、新幹線の

高速化や光・電力ケーブルの敷設

等の青函トンネルの利活用の検討

も国にて行われており、資料提供

等の協力を行った。 

 

【貨物調整金の交付】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 青函トンネルについては、長期

的な施設の健全性確保に資する、

測定や改修工事を計画的に実施し

た。 

また、令和６年度に設置した組

織横断的な検討体制を活用し、適

時適切な維持管理の必要性等、青

函トンネルに関する情報の共有を

行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貨物調整金について、国土交通
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（１）（２）（３）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

繰入れにより、日本貨物鉄道株式

会社に対して貨物調整金を適正に

交付したか。 

 並行在来線への支援のための貨

物調整金について、特例業務勘定

から建設勘定への繰入れにより、

国土交通大臣の承認を受けて日本

貨物鉄道株式会社に対して交付し

た。 

大臣の承認を受けた金額を日本貨

物鉄道株式会社に適正に交付し

た。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成している

と考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

３． （４）鉄道助成業務等 

当該項目の重要度、困難度 ①鉄道に関する補助金等の交付等 

― 

②北海道旅客鉄道株式会社及び四国旅客鉄道株式会社からの長期借入金の借

入れ等 

― 

③中央新幹線建設資金貸付け等 

― 

当該事業実施に係る根拠（個別法

条文など） 

①鉄道に関する補助金等の交付等 

機構法第 13条第 2項及び附則第 11条第 3項 

②北海道旅客鉄道株式会社及び四国旅客鉄道株式会社からの長期借入金の借入れ等 

機構法附則第 11条第 1項第 6号及び第 7号、第 9項 

③中央新幹線建設資金貸付け等 

機構法附則第 11条第 1項第 4号 

Ⅱ 主要な経年データ 

 主要なアウトプット（アウトカム）情報 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年度値

等） 

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

補助金審査に係る機構

職員向け研修の受講率 
― 

平成 30年度から令和 4年度

までの実績・100％ 
100％ 100％ 100％   

鉄道事業者等（当該年度

の補助対象事業者）の補

助金実務説明会参加率 

 

― 
平成 30年度から令和 4年度

までの実績・88％ 
100％ 100％ 100％   

 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

予算額（千円） 248,193,276 244,410,809 247,205,761   

決算額（千円） 244,670,049 241,716,393 260,156,793   

経常費用（千円） 170,189,159 178,226,357 168,459,412   

経常利益（千円） 16,035,234 17,977,418 19,831,692   

行政コスト（千円） 1,099,831,568 178,226,357 168,459,694   

従事人員数（人） 20 20 20   

注）・当報告書の 3．（４）が含まれる助成勘定の金額及び人数を記載している。 

・予算額（年度計画額（変更があった場合は変更後））及び決算額は支出額を記載している（人件費等は共通経費分も含めた全体額を計上）。 
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Ⅲ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（４）全体） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 （４）鉄道助成業務等 

 

（４）鉄道助成業務等 

 

（４）鉄道助成業務等 

 

  ＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

各評価単位での評定を踏まえ、

「（４）鉄道助成業務等」としての

評定をＢとした。 

 

評 

Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（４）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 ①鉄道に関する補助金等の交付等 

交通インフラ・ネットワークの

機能拡充・強化に資するため、国の

予算に基づく鉄道に関する補助金

等の交付及び勘定間繰入れを標準

処理期間内に適正かつ効率的に実

施する。 

業務の実施に当たっては、職員

の審査ノウハウの承継やスキルア

ップのための取組を実施するとと

もに、鉄道事業者等に対して助成

制度の趣旨や関係法令等の順守の

徹底について積極的に周知するこ

とにより、補助対象事業の適正か

つ効率的な執行の確保に努める。 

また、ＪＲ本州３社からの既設

新幹線譲渡代金や、都市・幹線鉄道

の整備のために建設勘定に繰り入

れた無利子貸付資金を確実に回収

するとともに、助成勘定から特例

業務勘定への繰入れにより、これ

らの資金に係る債務を確実に償還

する。 

 

①鉄道に関する補助金等の交付等 

交通インフラ・ネットワークの機

能拡充・強化に資するため、整備新

幹線、都市鉄道等、鉄道技術開発及

び鉄道の安全・防災対策に対する補

助等による支援を適正かつ効率的

に実施する。 

勘定間繰入れ・繰戻し及び補助金

交付業務等について、法令その他に

よる基準に基づき確実に処理し、標

準処理期間内（補助金等支払請求か

ら支払まで３０日以内、国の補助金

の受入から給付まで７業務日以内）

に執行できるよう適正かつ効率的

に処理するとともに「鉄道助成業務

の審査等に関する第三者委員会」か

らの改善意見の必要部分を審査業

務の改善に反映させること、及び審

査ノウハウの承継、スキルアップの

ための職員研修を実施すること等

により、業務遂行に係る効率性の向

上等、鉄道助成業務の更なる充実強

化を図る。 

また、鉄道事業者等による補助対

①鉄道に関する補助金等の交付

等 

交通インフラ・ネットワークの

機能充実・強化に資するため、整

備新幹線、都市鉄道等、鉄道技術

開発及び鉄道の安全・防災対策に

対する補助等による支援を適正

かつ効率的に実施する。  

勘定間繰入れ・繰戻し及び補助

金交付業務等について、以下の施

策を実施する。  

・法令その他による基準に基づき

確実に処理し、標準処理期間内

（補助金等支払請求から支払ま

で３０日以内、国の補助金の受入

から給付まで７業務日以内）に執

行できるよう適正かつ効率的に

処理  

・「鉄道助成業務の審査等に関す

る第三者委員会」に助成業務の実

施状況等を報告し、得られた改善

意見の必要部分を審査業務の改

善に反映させること、及び審査ノ

ウハウの承継、スキルアップのた

＜評価の視点＞ 

・補助金交付等に係る全ての受払

について、法令その他による基準

に基づき確実に処理したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・以下の取組を行い、業務遂行に

係る効率性の向上等、鉄道助成業

務の更なる充実強化を図ったか。 

-第三者委員会からの改善意見等

＜主要な業務実績＞ 

【勘定間繰入・繰戻及び補助金交

付業務等の適正な執行】 

勘定間繰入・繰戻及び補助金交

付業務等について、法令その他に

よる基準に基づき確実に処理（交

付決定 1,031億円・73件、額の確

定 1,169億円・66件（うち現地審

査を実施したもの 64 件）すると

ともに、機構外の要因による 1件

を除く 113件について、請求から

支払まで「30 日以内」、国の補助

金受入から給付までについては

全て「7業務日以内」に実施した。 

勘定間繰入・繰戻及び補助金交

付業務等の実施にあたっては、事

前に担当者向け研修を実施する

ことにより誤処理無く適正かつ

効率的に実施した。 

 

【第三者委員会の開催】 

「鉄道助成業務の審査等に関 

する第三者委員会」（委員長：根本

敏則 敬愛大学教授）を 2 回開催

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

補助金交付等に係る全ての受

け払い、譲渡代金や無利子貸付資

金の回収及び債務の償還におい

て、法令や約定に沿って適切に処

理を行った。 

また、第三者委員会からの意見

を踏まえ、審査業務の充実・強化

を図るとともに、審査ノウハウの

承継と職員のスキルアップを図

るための職員研修（受講率 100％）

及び補助対象事業の適正かつ効

率的な執行を支援するための補

助金実務説明会（令和 7年度の補

助対象事業者参加率 100%）を確実

に実施した。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成してい

ると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 



 

- 36 - 

 

＜指標＞ 

・補助金審査に係る機構職員向け

研修の受講率(前中期目標期間実

績：平成３０年度から令和４年度

までの実績 １００％ ） 

・鉄道事業者等（当該年度の補助対

象事業者）の補助金実務説明会参

加率（前中期目標期間実績：平成３

０年度から令和４年度までの実績 

８８％） 

 

象事業の適正かつ効率的な執行を

支援するため、補助金実務説明会等

による周知活動を積極的に推進す

る。 

さらに、既設四新幹線の譲渡代

金、無利子貸付資金について約定等

に沿った確実な回収を図るととも

に、助成勘定から特例業務勘定への

繰入れにより、これらの資金に係る

債務を確実に償還する。 

めの職員研修を効果的に実施す

ること等により、業務遂行に係る

効率性の向上等、鉄道助成業務の

更なる充実強化  

・鉄道事業者等による補助対象事

業の適正かつ効率的な執行を支

援するため、助成制度の趣旨や関

係法令等の順守の徹底について、

補助金実務説明会等による周知

活動を積極的に推進。補助金実務

説明会の開催にあたっては、確実

な周知のため、オンラインとする

こと等により参加しやすい環境

を整備  

・既設四新幹線の譲渡代金（令和

７年度回収見込額７２４億円）、

無利子貸付資金（令和７年度回収

見込額６億円）について約定等に

沿った確実な回収を図るととも

に、助成勘定から特例業務勘定へ

の繰入れにより、これらの資金に

係る債務を確実に償還 

の必要部分を審査業務の改善に

反映したか。 

 

 

 

 

 

 

 

-審査ノウハウの承継、スキルア

ップのための職員研修を実施し

たか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・補助対象事業の適正かつ効率的

な執行を支援するための周知活

動を推進したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（7月、10月）し、鉄道助成業務

の実施状況等を審議していただ

くとともに、委員会資料及び議事

要旨をホームページで公表した。 

また、審査業務のさらなる充

実・強化のため、第三者委員会か

らの意見を業務の改善に反映し

た。 

 

【審査ノウハウの承継と職員の

スキルアップ】 

審査ノウハウの承継と職員の

スキルアップのための職員研修

について、受講者の理解度に応じ

た事後フォローを行い、効果的に

実施した（職員研修全 10回・受講

率 100%）。 

また、全国の地方運輸局と連携

を図り、補助金審査での指摘事例

を情報共有することで、鉄道助成

業務の更なる充実強化につなげ

た。 

 

【補助対象事業の適正かつ効率

的な執行を支援するための周知

活動】 

補助対象事業者に補助事業の

実施に係る基本的な考え方及び

留意事項について文書にて通知

するとともに、「補助金実務説明

会」を全 2回開催し（7月）、助成

制度の趣旨や関係法令等の遵守

の徹底について周知した。開催は

全てオンラインとして参加しや

すい環境を整え、確実な周知を行

った（補助対象事業者参加率

100％）。 

また、説明会の終了後に理解度

確認テストを実施し、より知識の

定着を促すとともに、説明会の内
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・約定等に沿った確実な回収を実

施するとともに、債務を確実に償

還したか。 

容を YouTubeで動画配信し、時期

を問わず確認できるようにする

ことで、周知活動の一層の充実強

化を図った。 

 

【新幹線譲渡代金等の確実な回

収と債務の償還】 

既設四新幹線（東海道、山陽、

東北（東京・盛岡間）、上越）の譲

渡代金、建設勘定への無利子貸付

資金について、約定等に基づき令

和 7年度の債権を全て回収した。

（譲渡代金：724 億円、無利子貸

付資金の償還額：6億円） 

特例業務勘定に対する債務につ

いて、法令に基づき償還した。（償

還額：936億円） 

 ②北海道旅客鉄道株式会社及び四国

旅客鉄道株式会社からの長期借入金

の借入れ等 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設

整備支援機構法（平成１４年法律第

１８０号）附則第３条第１１項の規

定による繰入れに必要な費用に充て

るとともに、北海道旅客鉄道株式会

社及び四国旅客鉄道株式会社（以下

「旅客会社」という。）の経営の安定

を図るため、同法附則第１１条第１

項第６号及び第７号の規定に基づ

き、旅客会社から長期借入金を借り

入れるとともに、当該長期借入金に

係る利子の支払を確実に実施する。 

②北海道旅客鉄道株式会社及び四

国旅客鉄道株式会社からの長期借

入金の借入れ等 

独立行政法人鉄道建設・運輸施

設整備支援機構法（平成１４年法

律第１８０号。以下「機構法」と

いう。）附則第３条第１１項の規定

による繰入れに必要な費用に充て

るとともに、北海道旅客鉄道株式

会社及び四国旅客鉄道株式会社

（以下「旅客会社」という。）の経

営の安定を図るため、同法附則第

１１条第１項第６号及び第７号の

規定並びに同条第９項により国土

交通大臣が定める事項その他国土

交通省の指示に基づき、旅客会社

から長期借入金を借り入れるとと

もに、当該長期借入金に係る利子

の支払を確実に実施していく。 

 

②北海道旅客鉄道株式会社及び

四国旅客鉄道株式会社からの長

期借入金の借入れ等 

独立行政法人鉄道建設・運輸施

設整備支援機構法（平成１４年法

律第１８０号。以下「機構法」と

いう。）附則第３条第１１項の規

定による繰入れに必要な費用に

充てるとともに、北海道旅客鉄道

株式会社及び四国旅客鉄道株式

会社（以下「旅客会社」という。）

の経営の安定を図るため、同法附

則第１１条第１項第６号及び第

７号の規定並びに同条第９項に

より国土交通大臣が定める事項

その他国土交通省の指示に基づ

き、以下の施策を実施する。  

・旅客会社から長期借入金の借入

れ  

・当該長期借入金に係る利子の確

実な支払 

＜評価の視点＞ 

定められた利率により、利子の支

払を確実に実施したか。 

＜主要な業務実績＞ 

長期借入金の借入及び当該長

期借入金に係る利子の支払につ

いて、法律の規定及び国土交通大

臣が定める事項その他国土交通

省の指示に基づき、確実かつ遅滞

なく実施した。 

- 長期借入金の借入 

四国旅客鉄道(株）（JR四国）

から 450億円 

- 利子の支払 

JR北海道 2件、JR四国 2件 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

定められた利率により、利子の

支払を確実に実施した。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成してい

ると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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 ③中央新幹線建設資金貸付け等 

中央新幹線の建設主体に貸し付け 

ている中央新幹線建設資金貸付金に 

ついて、引き続き建設主体の財務状 

況、貸付けを行った事業の進捗状況 

等のモニタリングを行うことにより 

償還確実性を検証するとともに、必 

要な情報を国と共有し、債権の保全 

及び利子等の確実な回収を図る。 

③中央新幹線建設資金貸付け等 

貸付金の償還が行われるまで、 

継続的に償還確実性を検証する必 

要があることから、貸付対象事業 

者の財務状況、貸付対象事業の進 

捗状況等を毎年度把握するととも

に、必要な情報を国と共有し、債 

権の保全及び利子等の確実な回収

を図る。 

③中央新幹線建設資金貸付け等 

貸付金の償還が行われるまで、 

継続的に償還確実性を検証する 

必要があることから、貸付対象事 

業者の財務状況、貸付対象事業の 

進捗状況等を把握するとともに、 

必要な情報を国と共有し、債権の 

保全及び利子等の確実な回収を

図る。 

＜評価の視点＞ 

・債権の保全及び利子等の確実な 

回収を図ったか。 

 

＜主要な業務実績＞ 

貸付金の償還が行われるまで、

継続的に償還確実性を確認する

必要があることから、貸付対象事

業者(建設主体)の財務状況や貸

付対象事業の進捗状況等を把握

するとともに、必要な情報を国と

共有し、約定に沿った貸付利息の

確実な回収（10件）を実施した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

貸付対象事業者（建設主体）の

財務状況や貸付対象事業の進捗

状況等を把握するとともに、情報

を国と共有し、約定に沿った貸付

利息の回収（10 件）が行われた。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成してい

ると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

３． （５）船舶共有建造等業務 

当該項目の重要度、困難度 ①船舶共有建造業務を通じた政策効果の高い船舶の建造促進 

重要度：「高」（内航海運及び国内旅客船は国民生活や経済活動を支える基幹

的輸送インフラとして極めて重要な役割を担っている。しかし、これらを支

える海運事業者は資力が乏しいため、船舶共有建造制度を通じ、国内海運政

策に寄与する政策的意義の高い船舶の建造を促進する必要があることから、

重要度は高い。） 

困難度：「高」（船舶建造は、景気の変動に伴う国内輸送量の増減等社会経済

状況に応じて建造量が大きく変動するなど、外部要因が強く影響するため、

困難度は高い。） 

②船舶建造等における技術支援 

重要度：「高」（国内海運政策に資する船舶の建造や維持に当たっては発注者

として高度な技術的知見を有している必要がある。貨物船・旅客船問わず、

十分な技術的知見を有しない内航事業者への技術支援は必要であり、機構は、

長年培ってきた専門的な知見を活かした技術支援を通じた重要な役割を果た

すことを引き続き求められている。特に、離島航路に就航する船舶の建造に

当たっては航路改善に係る協議等、計画、設計段階から広範かつ専門的な知

見を要するところ、離島航路を運営する専門技術等に乏しい地方公共団体等

への技術支援を行うことの重要度は高い。） 

③船舶共有建造業務における財務内容の改善 

― 

当該事業実施に係る根拠（個別法

条文など） 

①船舶共有建造業務を通じた政策効果の高い船舶の建造促進 

機構法第 13条第 1項第 7号及び第 8号 

②船舶建造等における技術支援 

機構法第 13条第 1項第 8号 

③船舶共有建造業務における財務内容の改善 

機構法第 13条第 1項第 7号 

Ⅱ 主要な経年データ 

 主要なアウトプット（アウトカム）情報 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年度値

等） 

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

船舶共有建造業務を通

じて建造する船舶の政

策要件該当延べ件数 

本中期目標期間中に

おいて 150件以上 

― 

年度計画の達成目標 

30件以上 30件以上 
令和 5年度からの累計で 

90 件以上 
  

実績値 

34件 30件 
令和 5年度からの累計で 

100件（令和 7年度 36件） 
  

離島航路の新造船建造

における計画、設計段階

の技術支援件数 

本中期目標 期間中

において 26件以上 
― 7件 7件 9件   
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繰越欠損金の縮減額 本中期目標期間中に

20億円程度 
― 6億円 11億円 10億円   

 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

予算額（千円） 58,940,630 56,770,384 66,096,667   

決算額（千円） 41,006,620 47,946,963 52,544,988   

経常費用（千円） 24,567,082 22,921,600 22,862,590   

経常利益（千円） 615,343 1,075,870 1,039,484   

行政コスト（千円） 24,567,082 22,921,600 22,863,229   

従事人員数（人） 59 59 59   

注）・当報告書の３．（５）が含まれる海事勘定の金額及び人数を記載している。 

・予算額（年度計画額（変更があった場合は変更後））及び決算額は支出額を記載している（人件費等は共通経費分も含めた全体額を計上）。 

・予算額と決算額に１．１倍以上の乖離がある主な理由は、船舶取得費が予定を下回ったことによる。 

 

Ⅲ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（５）全体） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 （５）船舶共有建造等業務 

 

（５）船舶共有建造等業務 

 

（５）船舶共有建造等業務 

 

  ＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

各評価単位での評定を踏まえ、

「（５）船舶共有建造等業務」とし

ての評定をＢとした。 

 

 

評 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（５）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 ①船舶共有建造業務を通じた政策

効果の高い船舶の建造促進 

機構は、船舶共有建造制度の強

みを活かし、内航海運のカーボン

ニュートラルの推進、船員労働環

境の改善及び離島航路整備等、今

後の国内海運政策の実現に寄与す

る船舶の建造を一層促進する。 

その際は、船舶共有建造業務の

財務改善に必要な事業量を確保し

つつ、民業圧迫にならないよう配

慮する。 

 

＜定量的目標＞ 

・船舶共有建造業務を通じて建造

する船舶の政策要件該当延べ件数

を本中期目標期間中において１５

０件以上とする。 

 

＜目標水準の考え方＞ 

政策要件該当延べ件数について

は、過去の建造船舶の１隻あたり

の政策要件該当延べ件数に、外部

要因の影響を加味した年間建造見

込隻数を乗じた２８．４件を基に

５年間で１４２件となることを踏

まえ、本中期目標期間において１

５０件と設定した。 

 

＜想定される外部要因＞ 

景気の変動に伴う国内輸送量の減

少や鋼材・燃料油価格の高騰等、

社会経済状況の変化に応じて船舶

建造に対する需要が大きく変動

し、目標の達成に影響が生じる場

①船舶共有建造業務を通じた政策

効果の高い船舶の建造促進 

船舶共有建造業務として、海運

事業者や荷主に対し、政策効果の

高い船舶の効果及び利点を分かり

やすく適切に周知し、併せて地域

課題を解決するために関係機関と

の連携の機会を活かしつつ、国内

海運政策の実現に寄与する船舶建

造を促進する。 

具体的には、物流効率化に資す

る船舶、地域振興に資する船舶、

船員雇用対策に資する船舶、事業

基盤強化に資する船舶、グリーン

化に資する船舶等を掲げ、本中期

計画期間において政策要件該当延

べ件数１５０件を目指すこととす

るが、社会経済状況に応じて建造

量は大きく変化することに十分留

意する。 

また、内航海運のカーボンニュ

ートラルの推進を始めとした国の

政策の方向性を踏まえ、高い政策

効果を実現する船舶に係る政策要

件等については、最新の知見等を

もって、必要に応じて見直しを検

討する。 

①船舶共有建造業務を通じた政策 

船舶共有建造業務を通じて建造

する船舶の政策要件該当延べ件数

について、本中期目標期間中にお

いて１５０件以上となっていると

ころ、令和５年度からの累計で９

０件以上となるよう、以下の施策

を実施する。 

・個別訪問等により、政策効果の

高い船舶の効果及び利点を分かり

やすく適切に周知  

・地域課題の解決に向けて関係機

関と積極的に連係 

 

（参考：政策要件に該当する船舶） 

○物流効率化に資する船舶  

・内航フィーダーの充実に資する

船舶（京浜港・阪神港に就航し、

外国貿易用コンテナを輸送するも

の）  

・高度モーダルシフト船（輸送力

を増強するもの等）  

○地域振興に資する船舶  

・離島航路の整備に資する船舶  

・生活航路に就航する船舶のうち

高度バリアフリー化要件を満たす

船舶  

・国内クルーズ船（旅行客等観光

向けのもの）  

○船員雇用対策に資する船舶  

・若年船員（３５歳未満の者）を

計画的に雇用する事業者の船舶  

・労働環境改善船（船員の労働負

担軽減、居住環境改善及び荷役・

船員作業負担軽減設備を設置する

＜評価の視点＞ 

・以下の取組を行い、国内海運政

策の実現に寄与する船舶建造を促

進したか。 

-海運事業者や荷主に対し、政策効

果の高い船舶の効果及び利点を分

かりやすく適切に周知したか。 

-関係機関との連携の機会を活か

したか。 

・船舶に係る政策要件等につい

て、高い政策効果が実現されるよ

う、最新の知見等をもって、必要

に応じて見直しを検討したか。 

＜主要な業務実績＞ 

【政策効果の高い船舶の効果及び

利点の周知】 

・内航海運事業者に対する個別訪

問を実施した。また、10月には今

治と松山の 2 会場で、内航海運事

業者からの個別相談に対応できる

よう小規模な説明会を開催した。 

・内航海運の課題解決に資する最

新の技術情報を提供する「内航船

舶技術支援セミナー」を 11月に小

倉（オンライン併用）で開催し、

前年度より先進二酸化炭素低減化

船の要件に組み入れた連携型省エ

ネ船の普及を図るため、海運事業

者をはじめ造船所、舶用メーカー

等の内航海運の関係事業者に向

け、内航船の省エネ・自動化・労

働環境改善の現況に関する情報発

信を行うとともに、船舶共有建造

制度の説明を実施した。〔写真 3-

5-1-1〕〔写真 3-5-1-2〕 

・(一社)船舶整備共有船主協会と

連携して船舶共有建造制度に対す

る業界及び事業者からの要望を収

集し、それらを踏まえた制度見直

しを検討したうえで令和 8 年度よ

り代表者の連帯保証を原則不要と

するなどの改正を実施することと

した。 

 

【関係機関との連携】 

・離島航路を多く抱える沖縄地方

を対象として、内閣府沖縄総合事

務局財務部及び運輸部と連携の

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠： 

内航海運事業者に対する個別訪

問や各地域における説明会を通じ

て、制度内容や制度利用のメリッ

トを分かりやすく丁寧に周知する

とともに、業界及び事業者からの

制度に対する要望を収集し、制度

見直しの検討を進めた。 

関係機関と連携して開催した離

島航路セミナーでは、関係団体に

対して船舶共有建造制度や技術支

援に係る概要説明を実施し、建造

情報の収集につなげた。 

上記取組により国内海運政策の

実現に寄与する船舶建造を促進

し、着実な案件形成を図った結果、

令和 7 年度に建造内定した船舶の

政策要件該当延べ件数は 36 件で

あり、令和 5年度からの累計で 100

件（対計画値の 111％）の実績とな

ったことで、年度計画における数

値目標（令和 5 年度からの累計で

90件以上）を達成することができ

た。〔図 3-5-1〕 

船舶に係る政策要件等の見直し

について、技術調査による最新の

技術動向の情報収集やワーキング

グループの開催、検討会への参加

を通じて内航海運政策の意思決定

プロセスの議論に貢献した。 

以上のことから、困難度が「高」

と設定されている中、年度計画等

における所期の目標を達成してい

評 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（５）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

合がある。 

 

【重要度：高】 

内航海運及び国内旅客船は国民生

活や経済活動を支える基幹的輸送

インフラとして極めて重要な役割

を担っている。しかし、これらを

支える海運事業者は資力が乏しい

ため、船舶共有建造制度を通じ、

国内海運政策に寄与する政策的意

義の高い船舶の建造を促進する必

要があることから、重要度は高 

い。 

 

【困難度：高】 

船舶建造は、景気の変動に伴う

国内輸送量の増減等社会経済状況

に応じて建造量が大きく変動する

など、外部要因が強く影響するた

め、困難度は高い。 

もの）  

○事業基盤強化に資する船舶  

・船舶管理事業者と管理契約を締

結する事業者の船舶  

・合併をする事業者の船舶  

○グリーン化に資する船舶  

・スーパーエコシップ（電気推進

システムを採用し、エネルギー効

率向上の措置が図られたもの）  

・LNG燃料船（LNGを燃料として運

航するもの）  

・先進二酸化炭素低減化船（従来

より二酸化炭素排出量が１８％以

上軽減されるもの）  

・高度二酸化炭素低減化船（従来

より二酸化炭素排出量が１２％以

上軽減されるもの）  

・二重船殻構造を有する油送船及

び特殊タンク船（海難事故発生時

に油等が流出しないように側面と

底面が二重になっているもの）  

○特定船舶導入計画の認定を受け

た船舶 

上、「離島航路の維持・活性化の取

組支援に関する説明会（Web セミ

ナー）」を 6月に開催し、海運事業

者や地方公共団体等に対して船舶

共有建造制度や技術支援に係る概

要説明を行った。 

 

【船舶に係る政策要件等の見直し

の検討】 

・「先進二酸化炭素低減化船」にお

ける二酸化炭素低減率の計算対象

となる省エネ機器や各機器に適用

される低減率の将来的な見直しの

検討に資するよう、今年度の技術

調査において最新の技術動向の情

報収集を行った。 

・令和 6 年に技術委員会（理事長

の諮問機関として共有船舶建造に

係る技術基準を審議する既設の委

員会）の下に政策要件の技術的観

点からの中長期的な見直しを検討

するべく設置したワーキンググル

ープにおいて、カーボンニュート

ラル燃料船への対応や SES の技術

的な再整理、その他最新技術動向

に関する調査、及びそれらを踏ま

えた制度改正に向けた技術的観点

の整理検討に着手しており、令和

7 年度は同ワーキンググループを

2回開催した。 

・内航海運分野の脱炭素化に向け

た検討の場として令和 3 年 4 月に

国土交通省海事局に設置された

「内航カーボンニュートラル推進

に向けた検討会」に内航分野の技

ると考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（５）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

術知見に係る有識者として、さら

には共有船主を含む内航業界の代

表として参加した。 

 ②船舶建造等における技術支援 

共有建造する船舶の計画、設計、

建造、就航後の各段階での効果的

な技術支援を実施し、内航海運の

カーボンニュートラルの推進、船

員労働環境の改善、離島航路の整

備等、国内海運政策の実現に寄与

する良質な船舶を建造する。 

 

【重要度：高】 

国内海運政策に資する船舶の建造

や維持に当たっては発注者として

高度な技術的知見を有している必

要がある。貨物船・旅客船問わず、

十分な技術的知見を有しない内航

事業者への技術支援は必要であ

り、機構は、長年培ってきた専門

的な知見を活かした技術支援を通

じた重要な役割を果たすことを引

き続き求められている。 

特に、離島航路に就航する船舶

の建造に当たっては航路改善に係

る協議等、計画、設計段階から広

範かつ専門的な知見を要するとこ

ろ、離島航路を運営する専門技術

等に乏しい地方公共団体等への技

術支援を行うことの重要度は高

い。 

 

＜定量的目標＞ 

・離島航路の新造船建造における

計画、設計段階の技術支援件数を

②船舶建造等における技術支援 

 技術支援に係る研修、交流、マ

ニュアルの充実等により、技術支

援に係わる職員の技術力の維持・

向上、ノウハウの体系的な蓄積と

承継を図り、計画、設計、建造、就

航後の各段階での技術支援を的確

に実施し、国内海運政策の実現に

資する良質な船舶の建造に寄与す

る。 

特に、離島航路等に就航する船

舶の建造にあたっては、航路改善

に係る協議等、広範かつ専門的な

知見を要するが、地方公共団体等

に技術的な知見が十分でないこと

から、経済合理性の観点からの助

言も含め、基本仕様策定等の計画

段階からの支援を行う必要があ

る。 

このため、関係機関との連携の

機会を活かしつつ、新船建造に早

期から関与し、本中期計画期間に

おける技術支援件数２６件を目指

すこととする。 

また、内航海運の諸課題、事業

者のニーズや社会的要請等に対応

するため、技術のシーズを持つ企

業等と内航事業者との橋渡しを行

う「内航ラボ」や、船陸間通信を

始めとする労働環境改善等の新た

な技術利用に関しての技術調査を

実施するほか、内航海運のカーボ

②船舶建造等における技術支援 

共有建造する船舶の計画、設計、

建造、就航後の各段階での効果的

な技術支援を実施し、内航海運の

カーボンニュートラルの推進、船

員労働環境の改善、離島航路の整

備等、国内海運政策の実現に寄与

する良質な船舶を建造するため、

以下の施策を実施する。  

・技術支援に係る研修、交流、マ

ニュアルの充実等による、技術支

援に係わる職員の技術力の維持・

向上、ノウハウの体系的な蓄積・

承継  

・技術のシーズを持つ企業等と内

航事業者との橋渡しを行う「内航

ラボ」や、船陸間通信を始めとす

る労働環境改善等の新たな技術利

用に関しての技術調査  

・内航海運のカーボンニュートラ

ルの推進を始めとした国の政策に

即して開催される各種委員会への

参加を通じた最新技術動向等の調

査・収集、セミナー等での情報発

信等  

特に、離島航路の新造船建造に

おける計画、設計段階の技術支援

件数について、本中期目標期間中

において２６件以上となるよう、

以下の施策を実施する。 

・地方公共団体等が運営する離島

航路等に就航する船舶の建造にあ

＜評価の視点＞ 

・技術支援に係る研修、交流、マ

ニュアルの充実等を図ったか。 

・計画、設計、建造、就航後の各

段階での技術支援を的確に実施し

たか。 

・離島航路等に就航する船舶の建

造にあたっては、広範かつ専門的

な知見を活かし、地方公共団体等

に対し、経済合理性の観点からの

助言も含め、基本仕様策定等の計

画段階からの支援を行ったか。 

・内航ラボ、技術調査、各種委員

会への参加を通じて最新技術動向

等を調査・収集し、セミナー等で

情報発信等を行ったか。 

＜主要な業務実績＞ 

【技術支援の的確な実施】 

・良質な船舶の建造に寄与するた

め、計画段階における船舶の性能

予測精度向上に取り組むほか、計

画、設計、建造、就航後の各段階

での技術支援を的確に実施した。

〔図 3-5-2-1〕 

・船舶建造に関するノウハウが少

ない地方公共団体等が運営する離

島航路等に就航する船舶の建造に

あたり、要望に応じて航路改善協

議会や建造に係る委員会に 18 回

参加し、航路調査、基本仕様策定

等の建造初期段階からの技術支援

を 9件実施した。〔写真 3-5-2〕 

 

【最新技術動向の情報発信等】 

・労働環境改善等に向けた新たな

技術利用に関しての「技術調査」

（連携型省エネ船の普及に向けた

技術的課題に関する調査、船舶に

おけるバイオディーゼル燃料の活

用に向けた潤滑特性等に関する調

査の 2件）を実施した。 

・「内航ラボ」では、これまで実用

可能性調査を実施してきた遮熱ア

ルミシートの船舶安全法による型

式承認の支援を行った。また、ジ

ャトロファ種子から精製されるバ

イオ燃料について、令和 7 年 5 月

に桜島フェリー（鹿児島市）にお

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

離島航路の新船建造における計

画、設計段階の技術支援件数につ

いて、第５期中期目標期間中に 26 

件以上とすることとしているとこ

ろ、航路調査及び基本仕様策定等

9 件（令和 5 年度からの累計で 23

件）の技術支援を実施し、航路に

適した船舶の建造につなげた。 

「内航ラボ」を通じて支援した

遮熱アルミシートの型式承認によ

り、より多様な省エネ技術の実用

化に貢献した。 

外部研修や部内勉強会の開催

等、技術支援に係る研修等の充実

により、職員の技術力の維持・向

上を実現した。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成している

と考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（５）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

本中期目標期間中において２６件

以上とする。 

 

＜目標水準の考え方＞ 

「離島航路の新造船建造における

計画、設計段階の技術支援」とは、

以下の４項目と定義。 

・基礎調査 

・新造船基本計画作成支援 

・最新事例調査 

・プロポーザル実施支援 

 

技術支援件数については、過去

の年間平均実績６．５件を基に昨

今の建造隻数の減少傾向を考慮に

入れると５年間で２６件となるこ

とを踏まえ、本中期目標期間にお

いて２６件以上と設定した。 

ンニュートラルの推進を始めとし

た国の政策に即して開催される各

種委員会への参加を通じて最新技

術動向等を調査・収集し、セミナ

ー等で情報発信等を行う。 

たり、関係機関との連携の機会も

活かして新船建造に早期から関与

し、経済合理性の観点からの助言

も含め、基本仕様策定等の計画段

階からの支援 

いて船舶での実証トライアルを行

った。〔図 3-5-2-2〕 

・11 月に小倉で開催した「内航船

舶技術支援セミナー」において、

連携型省エネ船の普及に向けた最

新技術等の情報発信を行った。 

・内航カーボンニュートラルに向

けた取組の一つとして注目されて

いるバイオ燃料の活用について、

令和 5 年に内航業界団体等と発足

させた連絡協議会を通じ、内航船

舶から生じる廃食油を回収し、バ

イオ燃料の製造及び活用を図るた

めの取組を行っており、令和 8 年

3 月に廃食油回収・バイオ燃料活

用に関するセミナーを実施した。 

・ホームページにおいて、技術調

査・内航ラボ等の機構の取組につ

いて情報発信を行うとともに、関

係業界団体の会合において、機構

の取組の紹介を行った。 

 

【技術支援に係る研修、交流、マ

ニュアルの充実等】 

・職員の技術革新や基準改正に対

応できる知見の習得と職務遂行能

力の養成のため、造船技術研修等

（外部研修 8件）を実施したほか、

職員間での技術支援勉強会を 9

回、離島航路勉強会を 6 回実施し

た。 

 

 ③船舶共有建造業務における財務

内容の改善 

未収金の発生防止、債権管理及

③船舶共有建造業務における財務

内容の改善 

未収金の発生防止、債権管理及

③船舶共有建造業務における財務

内容の改善 

繰越欠損金の縮減額について、

＜評価の視点＞ 

・以下の取組を行い、財務内容の

改善を進めたか。 

＜主要な業務実績＞ 

【的確な審査による必要な事業量

の確保】 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（５）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

び回収の強化等の取組を行うとと

もに、機構の収益の確保に努める

ことにより、財務内容の改善を進

める。 

 また、「独立行政法人改革等に関

する基本的な方針」（平成２５年１

２月２４日閣議決定）を踏まえ、

的確な予兆管理に努めながら、未

収金の発生防止、債権管理、回収

の強化及び一定の事業量の確保等

に留意した繰越欠損金削減計画に

より繰越欠損金の縮減を図るほ

か、未収金残高についても引き続

き縮減に努める。 

さらに、海事勘定における財務

改善の状況については、特に、繰

越欠損金について、事業年度ごと

にその要因を含めホームページ等

において国民に分かりやすく公表

する。 

 

＜定量的目標＞ 

・本中期目標期間中に繰越欠損金

削減計画により２０億円程度の繰

越欠損金の縮減を図る。 

 

＜目標水準の考え方＞ 

繰越欠損金については、これまで

の繰越欠損金削減計画における水

準を踏まえ、本中期目標期間中に

おいて２０億円程度を縮減するこ

ととした。なお、具体的な縮減額

については、別途繰越欠損金削減

計画によることとする。 

 

び回収の強化等の観点から、引き

続き内航事業者への的確な審査の

実施等の取組を行うとともに、機

構の収益の確保に努めることによ

り、財務内容の改善を進める。 

具体的には、「独立行政法人改革

等に関する基本的な方針」（平成２

５年１２月２４日閣議決定）を踏

まえ、一定の事業量の確保を図り

つつ、未収金の発生防止、債権管

理といった予兆管理に留意して機

構が策定する繰越欠損金削減計画

により本中期計画期間において２

０億円程度の繰越欠損金の縮減を

図るほか、未収金残高についても

引き続き縮減に努める。 

また、海事勘定における財務改

善の状況については、特に、繰越

欠損金について、事業年度ごとに

その要因を含めホームページ等に

おいて国民に分かりやすく公表す

る。 

本中期目標期間中において２０億

円程度（機構で策定した令和５年

度から令和９年度における「繰越

欠損金削減計画」（令和５年３月）

より）とするために、以下の施策

を実施する。 

・財務内容の改善に必要な事業量

の確保 

・重点管理先に係るモニタリング

手法の検証及び制度化を通して、

未収金発生防止及び債権管理等の

取組を強化 

・繰越欠損金について、その要因

を含めホームページ等において国

民に分かりやすく公表 

-内航事業者への的確な審査の実

施等の取組を行ったか。 

-機構の収益の確保に努めたか。 

・繰越欠損金について、事業年度

ごとにホームページ等において国

民に分かりやすく公表したか。 

・審査にあたっては、組織内にお

ける牽制機能確保のための運用方

針を定めつつ、必要な債権保全策

を検討し、輸送需要に応じた共有

期間の短縮、関係機関に対する支

援体制構築の要請を行うなど、的

確な審査を実施しながら事業量の

確保に努めた。また、過去事例を

基にした勉強会を行い、審査担当

者の能力向上を図った。 

 

【未収金発生防止及び債権管理等

の取組強化】 

・事業者へ直接ヒアリングを行う

等重点管理先のモニタリング実施

に注力するとともに、収益が悪化

した事業者に対しては、財務状況

や実態の正確な把握に努め、資金

繰り表等を提出させるなど対応を

強化することにより、未収金の発

生防止に努めた。また、私的再生

を目指す事業者に対しては、事業

再生計画に基づく弁済計画を確実

に実施するために経営状況の把握

に努め、また、バンクミーティン

グ等において、他の債権者との情

報共有及び協調に努めるなどモニ

タリングの強化を図ることで、回

収の確実性を高めた。 

 

【繰越欠損金に係る情報の適切な

周知】 

・ホームページにおいて、令和 6

年度財務諸表（海事勘定）及び決

算等説明会資料を公表した。公表

的確な審査を実施しながら事業

量の確保に努めるとともに、審査

担当者の能力向上のため過去事例

を基にした勉強会を行った。 

重点管理先のモニタリングを実

施するとともに、収益が悪化した

事業者や私的再生を目指す事業者

に対して、積極的な情報収集を実

施することを通じて、未収金発生

防止及び債権管理等の取組を強化

した。 

繰越欠損金については、第５期

中期目標期間中に 20 億円程度の

縮減を図るとしているところ、上

記取組による財務改善に努めた結

果、10億円（令和 5年度からの累

計 27億円）の縮減となった。 

ホームページにおいて、令和 6

年度財務諸表（海事勘定）及び決

算等説明会資料を公表し、国民の

理解促進につなげた。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成している

と考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（５）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

にあたっては、純資産変動計算書

等で令和 6 年度末時点の繰越欠損

金残高を明示するとともに、決算

等説明会資料で前年度からの繰越

欠損金の縮減状況を説明するな

ど、分かりやすい表示に努めた。 

※「未収金」とは、共有契約にお

いて定められた期日に共有事業者

が支払うべき船舶使用料・船舶譲

渡代金と、実際に支払われた金額

との差額をいう。 

※未収金を大別すると次のとお

り。 

‐リスケジュール計画が策定済み

であり、計画的な回収が見込まれ

るもの。 

‐会社更生手続き、民事再生手続

き等により更生計画、再生計画が

認可済み等であり、計画的な回収

が見込まれるもの、又は、これら

の手続きにより回収が行われたも

のの、清算手続き等最終的な処理

が終了していないもの。 

‐その他のもの（リスケジュール

計画策定に向けて事業者と協議中

のもの、法的手続き中のもの等） 

※中期計画及び年度計画における

未収金の範囲は、計画的な回収が

見込まれるものを除いた「その他

のもの」のみとしている。 
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

３． （６）地域公共交通出融資業務等 

当該項目の重要度、困難度 ①地域公共交通出資及び貸付け 

― 

②物流出融資 

― 

当該事業実施に係る根拠（個別法

条文など） 

①地域公共交通出資及び貸付け 

機構法第 13条第 1項第 9号 

②物流出融資 

機構法第 13条第 1項第 10号 

Ⅱ 主要な経年データ 

 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

予算額（千円） 41,006,878 70,025,617 44,732,464   

決算額（千円） 14,918,447 50,693,480 17,283,614   

経常費用（千円） 3,793,230 3,967,170 4,454,318   

経常利益（千円） 65,466 67,276 53,931   

行政コスト（千円） 3,793,230 3,967,170 4,454,410   

従事人員数（人） 13 13 13   

注）・当報告書の３．（６）が含まれる地域公共交通等勘定の金額及び人数を記載している。 

・予算額（年度計画額（変更があった場合は変更後））及び決算額は支出額を記載している（人件費等は共通経費分も含めた全体額を計上）。 

・予算額と決算額に１．１倍以上の乖離がある主な理由は、事業の進捗が予定を下回ったことによる。 

 

Ⅲ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（６）全体） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 （６）地域公共交通出融資業務等 

 

（６）地域公共交通出融資業務等 

 

（６）地域公共交通出融資業務等 

 

  ＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

各評価単位での評定を踏まえ、

「（６）地域公共交通出融資業務

等」としての評定を Bとした。 

 

評 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（６）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 ①地域公共交通出資及び貸付け 

地域交通法第２９条の２の規定

に基づき、地域公共交通の活性化

及び再生に寄与するため、認定軌

道運送高度化事業等の実施に必要

な資金の出資及び貸付けを行う。 

(a) 地域公共交通出融資 

認定軌道運送高度化事業等（バス、

タクシー、鉄道等の交通 DX・交通 

GX を含み、(b)に該当する事業を

除く。）の実施に必要な資金の出資

及び貸付けを国土交通大臣の認可

を受けた業務基準に従い適切に行

う。 

また、出資及び貸付けを行った

事業について、事業の進捗状況、

事業者の財務状況の把握等のモニ

タリングを通じて、当該事業が適

切に遂行されるよう努め、公的資

金を活用した出資の場合において

は毀損を生じさせないこと、貸付

けの場合においては約定に沿った

債権の確実な回収を通じて元本・

利息延滞及び償還条件変更の新規

発生ゼロを目指す。 

(b) 都市鉄道融資 

認定地域公共交通利便増進実施

計画に定められた都市鉄道に係る

鉄道施設の建設に必要な資金の貸

付けを国土交通大臣の認可を受け

た業務基準に従い適切に行う。 

また、貸付けを行った事業につ

いて、事業の進捗状況、事業者の

財務状況の把握等のモニタリング

を通じて、当該事業が適切に遂行

①地域公共交通出資及び貸付け 

地域交通法第２９条の２の規定

に基づき、認定軌道運送高度化事

業等の実施に必要な資金の出資及

び貸付けを行う。 

(a) 地域公共交通出融資 

認定軌道運送高度化事業等（バ

ス、タクシー、鉄道等の交通 DX・

交通 GXを含み、(b)に該当する事

業を除く。）の実施に必要な資金の

出資及び貸付けを行う。 

出資及び貸付けを行うに当たっ

ては、国土交通大臣の認可を受け

た業務基準に従い、出資等を行う

か否かの決定に際し、政策的意義

を踏まえてリスクを適切に評価す

るとともに、公的資金を活用する

場合にあっては中長期的な収益性

が見込まれること等を確認し、適

切に業務を行う。 

また、毎年度、出資及び貸付対

象事業の進捗状況、出資及び貸付

対象事業者の財務状況の把握等の

モニタリングを通じて、当該事業

が適切に遂行されるよう努め、出

資及び貸付資金の効率的な使用及

び適切な回収を図る。 

これらにより、地域公共交通の

活性化及び再生に寄与するととも

に、公的資金を活用する場合にあ

っては、出資については毀損を生

じさせないこと、貸付けについて

は約定に沿った債権の確実な回収

を通じて元本・利息延滞及び償還

条件変更の新規発生ゼロを目指

①地域公共交通出資及び貸付け 

地域公共交通の活性化及び再生

に関する法律（平成１９年法律第

５９号）第２９条の２の規定に基

づき、認定軌道運送高度化事業等

の実施に必要な資金の出資及び貸

付けを行う。 

また、研修等による人材育成等

を通じて業務体制の強化を図りつ

つ、適切に業務を行う。 

さらに、出資及び貸付けの業務

に関する情報をホームページに掲

載する等、地域公共交通の活性化

及び再生に向けた主体的な取組に

対する支援効果が最大となるよう

努める。 

(a)地域公共交通出融資 

認定軌道運送高度化事業等（バ

ス、タクシー、鉄道等の交通 DX・

交通 GX を含み、(b)に該当する事

業を除く。）の実施に必要な資金の

出資及び貸付けの申込みに対し

て、国土交通大臣の認可を受けた

業務基準に従い、出資等を行うか 

否かの決定に際し、政策的意義

を踏まえてリスクを適切に評価す

るとともに、公的資金を活用する

場合にあっては中長期的な収益性

が見込まれること等を確認し、適

切に業務を行う。  

また、出資及び貸付対象事業の

進捗状況、出資及び貸付対象事業

者の財務状況の把握等のモニタリ

ングを通じて、当該事業が適切に

遂行されるよう努め、出資及び貸

＜評価の視点＞ 

（地域公共交通出融資） 

・出資及び貸付けを行うに当たっ

ては、政策的意義を踏まえてリス

クを適切に評価したか。 

・公的資金を活用する場合にあっ

ては、中長期的な収益性が見込ま

れること等の確認を適切に実施し

たか。 

・モニタリングを通じて、出資及

び貸付対象事業が適切に遂行され

るよう努め、資金の効率的な使用

及び適切な回収を図ったか。 

・公的資金を活用する場合にあっ

ては、出資については毀損を生じ

させず、貸付けについては元本・

利息延滞及び償還条件変更の新規

発生ゼロを図ったか。 

（都市鉄道融資） 

・貸付対象事業を適切に評価し、

償還確実性等を確認した上で貸付

けの判断を行ったか。 

・モニタリングを通じて、貸付対

象事業が適切に遂行されるよう努

め、元本・利息遅延及び償還条件

変更の新規発生ゼロを図ったか。 

＜主要な業務実績＞ 

(a) 地域公共交通出融資 

・交通 DX・GXを通じた利便性向上

と経営力強化を図る取組に対する

出融資制度において、計画的な人

材育成等による体制整備・強化に

取り組み、新規貸付け 2 件（伊予

鉄道(株)、伊予鉄バス(株)）を適

切に実行した。 

・伊予鉄道については、令和 6 年

度に引き続き、カーボンニュート

ラルへの貢献及びバリアフリー適

合により利便性向上に資する省エ

ネ車両の導入に要する費用を支援

するため、令和 7年 12月に 6.3億

円の貸付けを実行した。〔写真 3-

6-1-1〕 

・伊予鉄バスについては、令和 5・

6 年度に引き続き、省エネ性能に

優れ、カーボンニュートラルへの

貢献や運行経費削減に資する EV

バスの導入に要する費用を支援す

るため、令和 7年 12月に 3.1億円

の貸付けを実行した。〔写真 3-6-

1-2〕 

・上記のとおり、地域公共交通事

業者による交通 DX・GXの取組への

支援（貸付け）を着実に実施した。

なお、貸付けを行うに当たっては、

政策的意義を踏まえて、リスクを

適切に評価し償還確実性を確認し

たうえで実施した。 

・既存の出資（(株)ハピラインふ

くい、IRいしかわ鉄道(株)）につ

いては、出資対象事業の遂行状況

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

交通 DX・GXを通じた利便性向上

と経営力強化を図る取組に対する

出融資制度において、計画的に人

材育成等による体制整備・強化に

取り組み、着実に支援の実績を積

み重ねることで、人手不足・環境

問題といった社会課題解決に向け

た地域交通事業者の取組に貢献し

た。 

また、都市鉄道融資制度におい

て、認定地域公共交通利便増進実

施計画に定められた都市鉄道に係

る鉄道施設の建設に必要な資金の

貸付けを行った。 

さらに、モニタリングを通じて、

出資の場合においては毀損を生じ

させないこと、貸付けの場合にお

いては元本・利息延滞等の新規発

生ゼロを目指すという期初の目標

も達成した。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成している

と考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（６）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

されるよう努め、約定に沿った債

権の確実な回収を通じて元本・利

息延滞及び償還条件変更の新規発

生ゼロを目指す。 

す。 

(b) 都市鉄道融資 

認定地域公共交通利便増進実施

計画に定められた都市鉄道に係る

鉄道施設の建設に必要な資金の貸

付けを行う。 

貸付けを行うに当たっては、国

土交通大臣の認可を受けた業務基

準に従い、貸付対象事業を適切に

評価し、償還確実性等を確認した

上で貸付けの判断を行う。 

また、毎年度、貸付対象事業の

進捗状況、貸付対象事業者の財務

状況の把握等のモニタリングを通

じて、当該事業が適切に遂行され

るよう努め、約定に沿った債権の

確実な回収を通じて元本・利息延

滞及び償還条件変更の新規発生ゼ

ロを目指す。 

 

付資金の効率的な使用及び適切な

回収を図る。 

(b)都市鉄道融資 

認定地域公共交通利便増進実施

計画に定められた都市鉄道に係る

鉄道施設の建設に必要な資金の貸

付けの申込みがあった際には、国

土交通大臣の認可を受けた業務基

準に従い、貸付対象事業を適切に

評価し、償還確実性等を確認した

上で貸付けの判断を行う。  

また、貸付対象事業の進捗状況、

貸付対象事業者の財務状況の把握

等のモニタリングを通じて、当該

事業が適切に遂行されるよう努

め、約定に沿った債権の確実な回

収を図る。 

等の確認を通じて適切にモニタリ

ングを行い、毀損が生じていない

ことを確認した。 

・既存の貸付けについては、貸付

対象事業の遂行状況等の確認を通

じて適切にモニタリングを実施

し、約定に沿った債権回収 14 件

（伊予鉄バス 5 件、(株)デジタル

テクノロジー四国 2 件、茨城交通

(株)2 件、伊予鉄道 3 件、広島電

鉄(株)2件）を行った。 

 

(b) 都市鉄道融資 

・東急多摩川線の矢口渡駅から蒲

田駅を経由して京急蒲田駅間を結

ぶ、新空港線（第一期整備区間）

建設事業に要する資金として、整

備主体である羽田エアポートライ

ン(株)（HAL）に対して令和 8年 3

月に 0.1 億円の貸付けを実行し

た。 

 当該事業は都市鉄道利便増進事

業として実施されるものであり、

事業費は国・地方・整備主体が 1/3

ずつ負担するが、本件貸付けは整

備主体である HAL の負担分に充当

される。 

なお、貸付けを行うにあたって

は、政策的意義を踏まえて、リス

クを適切に評価し償還確実性を確

認したうえで実施した。 

・既存の貸付けについては、貸付

対象事業の遂行状況等の確認を通

じて適切にモニタリングを実施

し、約定に沿った債権回収 24 件
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（６）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

（関西高速鉄道(株)8 件、大阪市

10 件、(株)大阪港トランスポート

システム 4 件、東京地下鉄(株)2

件）を行った。 

 ②物流出融資 

物効法第２０条の２の規定に基

づき、流通業務の総合化及び効率

化の促進に寄与するため、物流施

設、物流 DX・物流 GX 関連設備整

備の認定総合効率化事業実施に必

要な資金の出資及び貸付けを国土

交通大臣の認可を受けた業務基準

に従い適切に行う。 

また、出資及び貸付けを行った

事業について、事業の進捗状況、

事業者の財務状況の把握等のモニ

タリングを通じて、当該事業が適

切に遂行されるよう努め、出資の

場合においては毀損を生じさせな

いこと、貸付けの場合においては

約定に沿った債権の確実な回収を

通じて元本・利息延滞及び償還条

件変更の新規発生ゼロを目指す。 

 

②物流出融資 

物効法第２０条の２の規定に基

づき、物流施設、物流 DX・物流 GX

関連設備整備の認定総合効率化事

業実施に必要な資金の出資及び貸

付けを行う。 

出資及び貸付けを行うに当たっ

ては、国土交通大臣の認可を受け

た業務基準に従い、出資及び貸付

対象事業を適切に評価し、出資を

行うに当たっては中長期的な収益

性が見込まれること等を、貸付け

を行うに当たっては償還確実性等

を確認した上で適切に業務を行

う。 

また、毎年度、出資及び貸付対

象事業の進捗状況、出資及び貸付

対象事業者の財務状況の把握等の

モニタリングを通じて、当該事業

が適切に遂行されるよう努め、出

資については毀損を生じさせない

こと、貸付けについては約定に沿

った債権の確実な回収を通じて元

本・利息延滞及び償還条件変更の

新規発生ゼロを目指す。 

②物流出融資 

流通業務の総合化及び効率化の

促進に関する法律（平成１７年法

律第８５号）第２０条の２の規定

に基づき、物流施設及び物流 DX・

物流 GX 関連設備整備の認定総合

効率化事業実施に必要な資金の出

資及び貸付けを行う。  

出資及び貸付けの申込みがあっ

た際には、国土交通大臣の認可を

受けた業務基準に従い、出資及び

貸付対象事業を適切に評価し、出

資を行うに当たっては中長期的な

収益性が見込まれること等を、貸

付けを行うに当たっては償還確実

性等を確認した上で適切に業務を

行う。  

出資及び貸付対象事業の進捗状

況、出資及び貸付対象事業者の財

務状況の把握等のモニタリングを

通じて、当該事業が適切に遂行さ

れるよう努め、出資の場合におい

ては毀損を生じさせないこと、貸

付けの場合においては約定に沿っ

た債権の確実な回収を図る。  

また、研修等による人材育成等

を通じて業務体制の強化を図りつ

つ、適切に業務を行う。  

さらに、出資及び貸付けの業務

に関する情報をホームページに掲

＜評価の視点＞ 

・出資及び貸付対象事業を適切

に評価し、出資を行うに当たって

は中長期的な収益性が見込まれる

こと等を、貸付けを行うに当たっ

ては償還確実性等を確認した上で

出資及び貸付けの判断を行った

か。 

・モニタリングを通じて、出資及

び貸付対象事業が適切に遂行され

るよう努め、出資については毀損

を生じさせず、貸付けについては

元本・利息延滞及び償還条件変更

の新規発生ゼロを図ったか。 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

・物流 DX・GXを通じた生産性向上

と環境負荷低減を図る取組に対す

る融資制度において、計画的に人

材育成等による体制整備・強化に

取り組み、新規貸付け 2 件（(株)

沼尻 HLDGS、五洋建設(株)）を適切

に実行した。 

・沼尻 HLDGSについては、医薬品・

医療機器の安定供給と更なる物流

効率化に貢献するためのメディカ

ル専用の物流拠点である、つくば

メディカルロジスティクスセンタ

ー（第２期）の整備に要する費用

を支援するため、令和 7 年 8 月に

5億円の貸付けを実施した。〔写真

3-6-2-1〕 

・五洋建設については、従来台船

により行っていた国内洋上風力発

電のケーブル敷設作業を、気象海

象条件の厳しい外洋においても大

容量で効率的かつ安全に施工する

ことで、物流の効率化及びカーボ

ンニュートラルに資する大型の自

航式ケーブル敷設船（CLV）の導入

に要する費用を支援するため、令

和 8 年 3 月末に 90 億円の貸付け

を実施した。〔写真 3-6-2-2〕 

・上記のとおり、物流事業者によ

る物流施設整備及び物流 DX・GXの

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

物流 DX・GXを通じた生産性向上

と環境負荷低減を図る取組に対す

る出融資制度において、計画的に

人材育成等による体制整備・強化

に取り組み、着実に支援の実績を

積み重ねることで、人手不足・環

境問題といった社会課題解決に向

けた物流事業者の取組に貢献し

た。 

また、モニタリングを通じて、

出資の場合においては毀損を生じ

させないこと、貸付けの場合にお

いては元本・利息延滞等の新規発

生ゼロを目指すという期初の目標

も達成した。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成している

と考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（６）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

載する等、流通業務の総合化及び

効率化に向けた主体的な取組に対

する支援効果が最大となるよう努

める。 

取組への支援（貸付け）を着実に

実施した。なお、貸付けを行うに

あたっては、政策的意義を踏まえ

て、リスクを適切に評価し償還確

実性を確認したうえで実施した。 

・ 既 存 の 出 資 (Sustainable 

Shared Transport(株)）について

は、出資対象事業の遂行状況等の

確認を通じて適切にモニタリング

を行い、毀損が生じていないこと

を確認した。 

・既存の貸付けについては、貸付

対象事業の遂行状況等の確認を通

じて適切にモニタリングを実施

し、約定に沿った債権回収 12 件

（日本自動車ターミナル(株)2

件、ヤマトホールディングス(株)4

件、丸加海陸運輸(株)2件、五洋建

設(株)2件、沼尻 HLDGS2件）を行

った。 

・令和 5 年度に貸付けを実行した

NEXT Logistics Japan(株)から、

元本債務の全額を期限前弁済した

い旨の申し出があったので、承諾

し、令和 7 年 9月に期限前弁済を

受けた。 
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

３． （７）特例業務（国鉄清算業務） 

当該項目の重要度、困難度 ① 旧国鉄職員に係る年金費用等の適切な支払等 

― 

② 会社の経営自立のための措置等 

― 

当該事業実施に係る根拠（個別法

条文など） 

① 旧国鉄職員に係る年金費用等の適切な支払等 

機構法附則第 11条第 2項第 1号 

日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律（平成 10 年法律第 136 号）第 

13条第 1項第 1号及び第 2号 

② 会社の経営自立のための措置等 

機構法附則第 11条第 2項第 3号及び第 4号 

債務等処理法第 13条第 2項及び第 3項、債務等処理法第 27条第 4項、附則第 4条第

1項第 2 号、附則第 5条第 1項第 1号、第 2号及び第 3号、附則第 6条、附則第 7条、

附則第 8 条第 3項 

Ⅱ 主要な経年データ 

 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

予算額（千円） 135,354,460 188,417,334 110,143,265   

決算額（千円） 121,976,081 173,011,256 115,499,530   

経常費用（千円） 47,315,084 49,807,821 56,493,541   

経常利益（千円） △20,417,114 △24,679,176 △38,581,575   

行政コスト（千円） 47,315,103 49,821,499 56,494,497   

従事人員数（人） 39 39 39   

注）・当報告書の３．（７）が含まれる特例業務勘定の金額及び人数を記載している。 

・予算額（年度計画額（変更があった場合は変更後））及び決算額は支出額を記載している（人件費等は共通経費分も含めた全体額を計上）。 

 

Ⅲ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（７）全体） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 （７）特例業務（国鉄清算業務） 

 

（７）特例業務（国鉄清算業務） 

 

（７）特例業務（国鉄清算業務） 

 

  ＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

各評価単位での評定を踏まえ、

「（７）特例業務（国鉄清算業務）」

としての評定をＢとした。 

 

評 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（７）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 ①旧国鉄職員に係る年金費用等の

適切な支払等 

日本国有鉄道清算事業団の債務

等の処理に関する法律（平成１０

年法律第１３６号。以下「債務等

処理法」という。）に基づき、旧国

鉄職員及びその遺族に対する恩給

及び年金の給付に要する費用等に

ついて、適切な資金管理を行いつ

つ、円滑かつ確実に支払を実施す

る。 

北海道旅客鉄道株式会社、四国

旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄

道株式会社（以下「会社」という。）

の株式については、各社の今後の

経営状況の推移等を見極めつつ、

適切な処分方法の検討等を行う。 

 

① 旧国鉄職員に係る年金費用等

の適切な支払等 

旧国鉄職員及びその遺族に対す

る恩給及び年金の給付に要する費

用、旧国鉄時代に発生した業務災

害に係る業務災害補償費等の各年

度における必要負担額について、

適切な資金管理を行いつつ、円滑

かつ確実に支払を実施する。 

北海道旅客鉄道株式会社、四国

旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄

道株式会社（以下「会社」という。）

の株式については、国等の関係者

と連携を図りつつ、各社の今後の

経営状況の推移等を見極めなが

ら、適切な処分方法の検討等を行

う。 

① 旧国鉄職員に係る年金費用等

の適切な支払等 

旧国鉄職員及びその遺族に対す

る以下の年金費用等について、適

切な資金管理を行いつつ、円滑か

つ確実に支払を実施する。  

・恩給及び年金の給付に要する費

用  

・旧国鉄時代に発生した業務災害

に係る業務災害補償費等  

北海道旅客鉄道株式会社、四国

旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄

道株式会社（以下「会社」という。）

の株式については、国等の関係者

と連携を図りつつ、各社の今後の

経営状況の推移等を見極めなが

ら、以下の施策を実施する。  

・株式市場に関する情報収集を行

う等適切な処分方法の検討  

・会社の企業価値の向上に向けた

取組 等 

＜評価の視点＞ 

・適切な資金管理を行いつつ、円

滑かつ確実に支払を実施したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

【恩給及び年金の給付に要する費

用の支払】 

 旧国鉄職員及びその遺族（以下

「旧国鉄職員等」という。）に対す

る恩給及び年金の給付に要する費

用については、関係法令に則り、

適切な資金管理を行いつつ、以下

のとおり、円滑かつ確実に支払を

実施した。 

・旧国鉄職員等の恩給の給付に要

する費用については、国に対して

約 0.6億円を支払った。（給付は総

務省政策統括官（恩給担当）が実

施） 

・旧国鉄職員等の年金の給付に要

する費用については、日本鉄道共

済組合に対して、約 323 億円を支

払った。 

 

【業務災害補償】 

 旧国鉄時代に発生した業務災害

に係る業務災害補償（アスベスト

対策を含む）については、適切な

資金管理を行いつつ、旧国鉄職員

等に対して約 23 億円を円滑かつ

確実に支払った。アスベスト対策

として健康診断、業務災害補償（遺

族救済を含む）を実施した。その

際、新聞広告等への掲載（全国紙

3紙、地方紙 45紙及び日本鉄道Ｏ

Ｂ会報）により周知を図った。 

 

【JR 北海道・四国・貨物株式の売

却等】 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

適切な資金管理を行いつつ、円

滑かつ確実に年金費用等の支払を

実施した。 

株式について、適切な処分方法

の検討等を行ったほか、会社の企

業価値の向上に向け、株主議決権

行使等の方針を策定し、株主とし

ての継続的な取組として会社との

対話等を実施した。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成している

と考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（７）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

・北海道旅客鉄道株式会社、四国

旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄

道株式会社（以下「会社」という。）

の株式について、適切な処分方法

の検討等を行ったか。 

会社の株式について、国等の関

係者と連携を図りつつ、株主総会

等を通じ各社の今後の経営状況の

推移を見極めながら、株式市場に

関する情報収集を行うなど株式の

適切な処分方法の検討等を行った

ほか、会社の企業価値の向上に向

け、株主議決権行使等の方針を策

定し、株主としての継続的な取組

として会社との対話等を実施し

た。 

 

 ②会社の経営自立のための措置等 

債務等処理法に基づき、会社の

経営自立のため、各社の中期経営

計画等に基づく取組に応じて、会

社等に対する助成金の交付、会社

に対する生産性の向上に資する施

設等の整備・管理に必要な資金の

出資等の支援を、経営の改善状況

を随時フォローしながら適切に実

施するとともに、青函トンネル及

び本州四国連絡橋に係る改修費用

を適正に負担する。 

また、会社の経営安定を図るた

め、特別債券に係る利払いを着実

に実施するとともに、貨物調整金

に係る特例業務勘定から建設勘定

への繰入れを引き続き適切に実施

する。 

これらの支援等に当たっては、

適切な資金管理を行いつつ、法令

その他の基準を遵守し、誤処理な

く適正にかつ効率的に実施する。 

②会社の経営自立のための措置等 

日本国有鉄道清算事業団の債務

等の処理に関する法律（平成１０

年法律第１３６号）に基づき、会

社の経営自立のため、各社の中期

経営計画等に基づく取組に応じ

て、会社等に対する助成金の交付、

会社に対する生産性の向上に資す

る施設等の整備・管理に必要な資

金の出資等の支援を、経営の改善

状況を随時フォローしながら適切

に実施するとともに、青函トンネ

ル及び本州四国連絡橋に係る改修

費用を適正に負担する。 

また、会社の経営安定を図るた

め、特別債券に係る利払いを着実

に実施するとともに、貨物調整金

に係る特例業務勘定から建設勘定

への繰入れを引き続き適切に実施

する。 

これらの支援等に当たっては、

適切な資金管理を行いつつ、法令

その他の基準を遵守するととも

②会社の経営自立のための措置等 

日本国有鉄道清算事業団の債務

等の処理に関する法律（平成１０

年法律第１３６号）に基づき、会

社の経営自立のため、各社の中期

経営計画等に基づく取組に応じ

て、以下の施策を実施する。 

・会社等に対する助成金の交付、

会社に対する生産性の向上に資す

る施設等の整備・管理に必要な資

金の出資等の支援 

・青函トンネル及び本州四国連絡

橋に係る改修費用の適正な負担 

会社の経営安定を図るため、以

下の施策を実施する。 

・特別債券に係る着実な利払い  

・貨物調整金に係る特例業務勘定

から建設勘定への適切な繰入 

これらの支援等に当たっては、

適切な資金管理を行いつつ、法令

その他の基準を遵守するととも

に、会社のモラルハザードを防止

し、誤処理なく適正にかつ効率的

＜評価の視点＞ 

 

・会社に対する助成金や出資等の

支援について、経営の改善状況を

随時フォローしながら適切に実施

したか。 

 

 

 

 

・青函トンネル及び本州四国連絡

橋に係る改修費用を適正に負担し

たか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特別債券に係る利払いを着実に

実施したか。 

＜主要な業務実績＞ 

【会社に対する支援措置】 

債務等処理法に基づき、会社の

経営自立を支援するため、各社の

中期経営計画等に基づく取組に応

じて、以下に記載の支援を適切に

実施した。〔写真 3-7-2-1、写真 3-

7-2-2、写真 3-7-2-3〕 

1）助成金の交付 

JR北海道：286億円 

2）青函トンネル及び本州四国連絡 

橋の費用負担見直しに係る支援 

青函トンネル：4億円、本州四

国連絡橋：27億円 

3）出資 

JR四国：140億円 

4）無利子貸付 

JR貨物：94億円 

5）利子補給 

JR北海道：1億円、JR四国：3

億円 

6）鉄道建設・運輸施設整備支援機 

構特別債券の利子の支払い 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

助成金の交付等を適切に実施し

た。 

貨物調整金に要する費用につい

て、特例業務勘定から建設勘定へ

の繰入れを適切に実施した。 

会社のモラルハザードを防止

し、誤処理なく適正にかつ効率的

に実施した。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成している

と考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅳ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価（３．（７）評価単位別） 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

に、会社のモラルハザードを防止

し、誤処理なく適正にかつ効率的

に実施する。 

に実施する。  

 

 

 

・貨物調整金に係る特例業務勘定

から建設勘定への繰入れを適切に

実施したか。 

JR北海道：15億円、JR四国：

21億円 

※利率は、国土交通大臣が定める利率で

ある 

【並行在来線の支援措置】 

並行在来線の貨物調整金に要す

る費用に充てるため、特例業務勘

定に係る業務の運営に支障のない

範囲内の金額として国土交通大臣

の承認を受けた金額について、特

例業務勘定から建設勘定へ 181 億

円の繰入れを実施した。 

 

なお、これらの支援に当たって

は、適切な資金管理を行いつつ、

各種交付要綱等を遵守するととも

に、交付審査業務等について適切

な業務執行体制の措置を講ずるこ

とにより会社のモラルハザードを

防止し、誤処理なく適正かつ効率

的に実施した。 
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

４． （１）組織の見直し 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

Ⅱ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 （１）組織の見直し 

機能を重視した組織体制となる

よう戦略的な計画を策定し、業務

の質的・量的な変化を把握した上

で、整備新幹線等の大規模プロジ

ェクトを含む業務を確実に遂行で

きる組織体制を弾力的に整備す

る。 

（１）組織の見直し 

今後の事業展開やそれに伴う業

務の質的・量的な変化を踏まえ、

最大限の業務成果を上げるべく、

内部組織の所在地ごとの機能の最

適化を含め、機能を重視した組織

のあり方に係る戦略的な計画を策

定した上で、機動的に組織を編成

するとともに、運営の効率化を実

現していく。 

（１）組織の見直し 

組織体制については、令和７年

度組織改正計画に基づき、業務の

進捗等に対応した機動的な組織の

編成を行うとともに、以下のとお

り組織を見直し、運営の効率化等

を図る。 

・維持管理・財産管理業務に関す

る組織の見直し 

・与信リスク管理業務に関する組

織の見直し 

・用地業務及び設計協議業務に関

する組織の見直し 

・北陸新幹線建設局の組織体制の

見直し 

＜評価の視点＞ 

・業務の質的・量的な変化を把握

した上で、機動的に組織を編成し

たか。 

・業務の状況に対応すべく、機能

を最大限発揮できるよう運営の効

率化を図ったか。 

＜主要な業務実績＞ 

【本社】 

○維持管理・財産管理業務に関す

る組織の見直し 

別個に実施していた維持管理業

務と財産管理業務について、その

業務上の関連に鑑み、これらの業

務を段階的に集約することとし

て、令和 7 年度においては鉄道技

術センターで実施していた維持管

理業務を施設管理部に移管すると

ともに、同センター維持管理課を

施設管理部に移管した。また、同

センターで実施していた財産管理

業務を施設管理部に移管し、同部

鉄道施設貸付課において所掌する

こととした。 

これにより、業務の効率化を図

った。 

 

○与信リスク管理業務に関する組

織の見直し 

別個に実施していた地域公共交

通等に対する出融資業務と譲渡線

に係る債権管理業務について、そ

の業務内容の親和性に鑑み、これ

らの業務を集約することとして、

施設管理部で実施していた譲渡線

に係る債権管理業務を審査部に移

管するとともに、施設管理部鉄道

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

「令和 7 年度組織改正計画」に

基づき、維持管理・財産管理業務、

与信リスク管理業務、用地・設計

協議業務をそれぞれ集約すること

で、機構が持つ技術力を最大限発

揮できるよう組織運営の効率化を

図った。 

また、地方機関においては令和

7 年度組織改正計画に基づくほ

か、年度途中においても業務の進

捗に応じて組織の見直しを行うな

ど、業務の質的・量的な変化に対

応した機動的な組織編成を行っ

た。 

以上から、中期計画における所

期の目標を達成していると考えら

れる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

評 
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施設譲渡課を審査部に移管した。 

これにより、業務の効率化を図

った。 

 

○用地業務及び設計協議業務に関

する組織の見直し 

別個に実施していた私有地の取

得に係る用地業務と公共施設に対

する補償に係る設計協議業務につ

いて、その業務内容の親和性に鑑

み、これらの業務を集約すること

として、本社においては建設企画

部で実施していた設計協議業務を

用地部に移管するとともに、用地

部に設計協議課を設置し、業務の

効率化を図った。また、各地方機

関においても総務部門で実施して

いた設計協議業務を用地部門等に

移管した。 

 

【地方機関】 

○北陸新幹線建設局の組織体制の

見直し 

 北陸新幹線の事業推進調査に対

応するため、北陸新幹線建設局を

福井市から大阪市に移転するとと

もに、渉外部に北陸渉外課、京都

渉外課及び大阪渉外課を、事業推

進調査部に推進調査第三課を設置

し、機動的な組織編成を行った。 

 

○九州新幹線建設局の組織体制の

見直し 

 九州新幹線(武雄温泉・長崎間)

については、開業後の残工事を確

実に実施、完了させ、これを実施

していた九州新幹線建設局の鉄道

建設所 3 箇所及び計画部技術管理

課を令和 7 年 12 月 1 日付けで廃

止した。 
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

４． （２）情報システムの整備及び管理並びにデジタル技術の活用 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

Ⅱ 主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年度

値等） 

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 （参考情報） 

当該年度までの

累積値等、必要な

情報 

電子決裁率 ― 

66．7％ 

（平成 30年度～令和 3

年度） 

97．3％ 95.5％ 96.2%    

 

Ⅲ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 （２）情報システムの整備及び管

理並びにデジタル技術の活用 

デジタル庁が策定した「情報シ

ステムの整備及び管理の基本的な

方針」（令和３年１２月２４日デジ

タル大臣決定）に則り、情報シス

テムの適切な整備及び管理を行

う。 

また、「政府機関等のサイバーセ

キュリティ対策のための統一基準

群」（令和３年７月７日サイバーセ

キュリティ戦略本部決定）に基づ

き、機構が保有する情報システム

に対するサイバー攻撃への防御能

力強化、攻撃に対する組織的対応

能力の強化等、機構の適切な情報

セキュリティ対策を推進する。 

さらに、業務運営の効率化や業

務プロセスの改善に取り組むた

め、デジタル技術の導入や情報シ

ステムへのクラウドサービスの活

（２）情報システムの整備及び管

理並びにデジタル技術の活用 

デジタル庁が策定した「情報シ

ステムの整備及び管理の基本的な

方針」（令和３年１２月２４日デジ

タル大臣決定）に則り、情報シス

テムの適切な整備及び管理を行

う。 

また、「政府機関等のサイバーセ

キュリティ対策のための統一基準

群」（令和３年７月７日サイバーセ

キュリティ戦略本部決定）に基づ

き、機構が保有する情報システム

に対するサイバー攻撃への防御能

力強化、攻撃に対する組織的対応

能力の強化等、機構の適切な情報

セキュリティ対策を推進する。 

さらに、業務運営の効率化や業

務プロセスの改善に取り組むた

め、機構が策定した「デジタル戦

略」（令和４年６月）に基づき、デ

（２）情報システムの整備及び管

理並びにデジタル技術の活用 

デジタル庁が策定した「情報シ

ステムの整備及び管理の基本的な

方針」（令和３年１２月２４日デジ

タル大臣決定）に則り、情報シス

テムの適切な整備及び管理を行

う。 

また、機構が保有する情報シス

テムに対するサイバー攻撃への防

御能力強化、攻撃に対する組織的

対応能力の強化等、機構の適切な

情報セキュリティ対策を講じるた

め、令和７年度情報セキュリティ

対策推進計画を作成し、推進する。  

さらに、業務運営の効率化や業

務プロセスの改善に取り組むた

め、機構が策定した「デジタル戦

略」（令和４年６月）に基づき、着

実に取組を進める。併せて、デジ

タル関連施策の選択と集中を行

＜評価の視点＞ 

・情報システムの適切な整備及び

管理を行ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・適切な情報セキュリティ対策を

推進したか。 

＜主要な業務実績＞ 

【情報システムの整備及び管理】 

情報システムの適切な整備及び

管理については、「情報システム

の整備及び管理の基本的な方針」

（令和 3 年 12 月 24 日デジタル

大臣決定）に則り、実施した。 

また、PMO（ポートフォリオ・

マネジメント・オフィス）によ

り、各部門の業務で用いる情報シ

ステムに対して、デジタル統括ア

ドバイザーの専門的知見も交えて

実務的な支援を実施した。 

さらに、情報システム総合管理

委員会において、情報システムの

プロジェクトの目的・手段の妥当

性、費用対効果に関して審議を計

11 回実施した。 

 

【情報セキュリティ対策】 

「令和７年度情報セキュリティ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

【情報システムの整備及び管理】 

システム担当課に対して PMO 及

びデジタル統括アドバイザーによ

る支援を実施したほか、情報シス

テム総合管理委員会において情報

システムのプロジェクトの目的・

手段の妥当性、費用対効果に関し

て審議を行うなど、情報システム

の適切な整備及び管理を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

【情報セキュリティ対策】 

経済安全保障への寄与を目的の
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Ⅲ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

用等を確実に実施する。 

 

＜指標＞ 

・電子決裁率（前中期目標期間実

績：平成３０年度から令和３年度

までの実績 ６６．７％ ） 

 

ジタル技術の導入や情報システム

へのクラウドサービスの活用等を

確実に実施する。 

 

い、効率的かつ効果的に以下の施

策を実施する。 

・情報セキュリティ対策推進計画

に基づく対策 

・クラウドストレージサービスへ

の移行・活用 

・デジタル人材・デジタル専門人

材の育成、組織文化の醸成 

・デジタル戦略推進体制の強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・クラウドサービスへの移行・活

用を適切に実施したか。 

 

 

 

 

 

 

・「デジタル戦略」に基づき、デジ

タル技術の導入や情報システムへ

のクラウドサービスの活用等を確

実に実施したか。 

対策推進計画」に則り、業務従事

者に対する研修や訓練、CSIRT メ

ンバーでの勉強会や訓練、情報シ

ステムのマネジメント点検や脆弱

性検査等を実施した。 

情報セキュリティ上の警戒を要

する事象を確認した際には、都度、

業務従事者に対する注意喚起を行

った。 

 

【クラウドサービスへの移行・活

用】 

令和 6 年 4 月から実施している

ファイルサーバーからクラウドサ

ービスである Box へのデータ移行

については、令和 7 年度内に完了

した。 

 

【デジタル人材の育成、デジタル

戦略推進体制の強化等】 

デジタル人材育成の一環とし

て、全役職員を対象としたデジタ

ルツール活用ワークショップを開

催した。 

デジタル戦略推進体制について

は、これまでの取組・課題の洗い

出し、解決策の検討を行うととも

に、要員の拡充を行った。 

また、文書の決裁については電

子的方式によることを原則として

おり、電子決裁率の向上に努めた

結果 96.2％となった。 

 

一つとするサイバーセキュリティ

基本法及び政府統一基準群に基づ

いた取組として「令和 7 年度情報

セキュリティ対策推進計画」にお

いて計画したすべての取組を実施

したほか、業務従事者への注意喚

起を必要に応じて随時実施し、適

切な情報セキュリティ対策を推進

した。 

 

【クラウドサービスへの移行・活

用】 

 Box へのデータ移行は当初の予

定通り令和 7年度内に完了した。 

 

 

 

 

【デジタル人材の育成、デジタル

戦略推進体制の強化等】 

デジタルツール活用ワークショ

ップを開催したほか、これまで利

用者を限定していた生成 AI を全

職員の利用を可能にするなど、人

材育成と環境整備を進め、役職員

のデジタルリテラシー向上が図ら

れた。 

また、デジタル戦略推進体制に

ついては、課題の洗い出しや解決

策の検討を実施するとともに、要

員の拡充による体制強化を行っ

た。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成している

と考えられる。 
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Ⅲ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

４． （３）調達等合理化の取組 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

Ⅱ 主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 （参考情報） 

当該年度までの

累積値等、必要

な情報 

一般競争入札による鉄

道施設に係る建設工事

での総合評価落札方式

実施率 

― 

平成 30年度から令

和 3年度までの実績 

100％ 

100％ 100％ 100％   

 

 

Ⅲ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 （３）調達等合理化の推進 

「独立行政法人における調達等

合理化の取組の推進について」（平

成２７年５月２５日総務大臣決

定）等を踏まえ、公正性・透明性

を確保しつつ、自律的かつ継続的

に調達等の合理化に取り組む。 

毎年度「調達等合理化計画」を

策定・公表し、年度終了後、実施

状況について評価する。 

 

＜指標＞ 

・一般競争入札による鉄道施設に

係る建設工事での総合評価落札方

式実施率（前中期目標期間実績：

平成３０年度から令和３年度まで

の実績 １００％） 

（３）調達等合理化の取組 

「独立行政法人における調達等

合理化の取組の推進について」（平

成２７年５月２５日総務大臣決

定）に基づき、毎年度調達等合理

化計画を策定し、事務・事業の特

性を踏まえ、PDCA サイクルによ

り、公正性・透明性を確保しつつ、

自律的かつ継続的に調達等の合理

化に取り組む。また、入札・契約

の適正な実施について、監事監査

及び契約監視委員会等のチェック

を受ける。 

（３）調達等合理化の取組 

「独立行政法人における調達等

合理化の取組の推進について」（平

成２７年５月２５日総務大臣決

定）に基づき、自律的かつ継続的

に調達等の合理化に取り組むため

に、以下の施策を実施する。 

・「令和７年度調達等合理化計画」

を策定し、事務・事業の特性を踏

まえ、PDCA サイクルにより、公正

性・透明性を確保  

・入札・契約の適正な実施につい

て、監事監査及び契約監視委員会

等のチェックを受ける体制を確保 

＜評価の視点＞ 

・調達等合理化計画を策定し、公

正性・透明性を確保しつつ、自律

的かつ継続的に調達等の合理化に

取り組んだか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

「独立行政法人における調達等 

合理化の取組の推進について」（平 

成 27年 5月 25日総務大臣決定）

に基づき、令和 7 年度独立行政法

人鉄道建設・運輸施設整備支援機

構調達等合理化計画（以下「令和

7 年度調達等合理化計画」とい

う。）を策定し、契約監視委員会に

よる点検を受けた上で公表すると

ともに、国土交通大臣に報告した。 

また、令和 7 年度調達等合理化

計画に定めた重点的に取り組む分

野に掲げる調達の改善及び事務処

理の効率化並びに調達に関するガ

バナンスの徹底等について着実に

実施するとともに、事務・事業の

特性を踏まえつつ、PDCAサイクル

を通じて公正性・透明性を確保し、

自律的かつ継続的に調達等の合理

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

令和 7 年度調達等合理化計画に

基づき、鉄道施設に係る建設工事

における一般競争入札での総合評

価落札方式の実施率 100％を達成

するとともに、従来地方機関で調

達していた情報ネットワーク機器

の調達を本社において一括で調達

するなど、公正性・透明性を確保

しつつ、自律的かつ継続的に調達

等の合理化に取り組んだ。また、

入札・契約の適正な実施について、 

監事監査、契約監視委員会及び入

札監視委員会のチェックを受け

た。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成している

と考えられる。  

評定Ｂ 
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・入札・契約の適正な実施につい

て、監事監査及び契約監視委員会

等のチェックを受けたか。 

 

化に取り組んだ。 

さらに、入札・契約の適正な実

施について、監事監査、第三者機 

関である契約監視委員会及び入札 

監視委員会のチェックを受けた。 

 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

４． （４）人件費管理の適正化 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

Ⅱ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 （４）人件費管理の適正化 

機構の給与水準については、「独

立行政法人改革等に関する基本的

な方針」（平成２５年１２月２４日

閣議決定）を踏まえ、国家公務員

等の給与水準との比較を行いつ

つ、引き続き、事務・事業の特性

等を踏まえた合理的な給与水準と

なるよう厳しく検証するととも

に、給与水準及びその妥当性の検

証結果を毎年度公表する。 

（４）人件費管理の適正化 

機構の給与水準については、「独

立行政法人改革等に関する基本的

な方針」（平成２５年１２月２４日

閣議決定）を踏まえ、国家公務員

等の給与水準との比較を行いつ

つ、引き続き、事務・事業の特性

等を踏まえた合理的な給与水準と

なるよう厳しく検証するととも

に、給与水準及びその妥当性の検

証結果を毎年度公表する。 

（４）人件費管理の適正化 

機構の給与水準については、「独

立行政法人改革等に関する基本的

な方針」（平成２５年１２月２４日

閣議決定）を踏まえ、国家公務員

等の給与水準との比較を行いつ

つ、引き続き、事務・事業の特性

等を踏まえた合理的な給与水準と

なるよう厳しく検証するととも

に、給与水準及びその妥当性の検

証結果を公表する。 

＜評価の視点＞ 

・事務・事業の特性等を踏まえた

合理的な給与水準となるよう厳し

く検証し、その結果を公表したか。 

＜主要な業務実績＞ 

給与水準については、政府にお

ける独立行政法人に係る報酬・給

与等の見直しの取組を踏まえ、比

較的同等と認められる独立行政法

人の給与及び人事院勧告に基づく

国家公務員の給与改定による措置

を参考にしつつ、事務・事業の特

性を踏まえて適正な給与水準とな

るよう厳しく検証し、その検証結

果及び取組状況を公表した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

給与水準について厳しく検証

し、その検証結果及び取組状況を

公表した。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成している

と考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

評 

 

Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

４． （５）一般管理費及び事業費の効率化 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

Ⅱ 主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 （参考情報） 

当該年度までの

累積値等、必要

な情報 

関係者との協議や施工

手順の工夫等によるコ

スト縮減額（再掲） 

― ― ※ ※ ※    

※事業完了時などの段階で記載する。 
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Ⅲ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 （５）一般管理費及び事業費の効

率化 

一般管理費（人件費及び特殊要

因により増減する経費を除く。）に

ついては、中期目標期間の最終年

度（令和９年度）において、前中

期目標期間の最終年度（令和４年

度）比で５％程度に相当する額を

削減する。なお、新規に追加され

るもの及び拡充されるものは翌年

度から効率化を図る。 

事業費については、引き続き、

調達等合理化の取組や技術開発等

による鉄道建設コスト縮減等を推

進し、コスト構造の改善を図る。 

また、運営費交付金を充当する

一般管理費（人件費及び特殊要因

により増減する経費を除く。）及び

業務経費（特殊要因により増減す

る経費を除く。）については、中期

計画において定める運営費交付金

の算定ルールに基づき、中期目標

期間の最終年度（令和９年度）に

おいて、前中期目標期間の最終年

度（令和４年度）比で５％程度に

相当する額を削減する。なお、新

規に追加されるもの及び拡充され

るものは翌年度から上記算定ルー

ルに基づき効率化を図る。 

 

＜指標＞ 

・関係者との協議や施工手順の工

夫等によるコスト縮減額（再掲） 

（５）一般管理費及び事業費の効

率化 

一般管理費（人件費及び特殊要

因により増減する経費を除く。）に

ついては、中期計画期間の最終年

度（令和９年度）において、前中

期計画期間の最終年度（令和４年

度）比で５％程度に相当する額を

削減する。なお、新規に追加され

るもの及び拡充されるものは翌年

度から効率化を図る。 

事業費については、引き続き、

調達等合理化の取組や技術開発等

による鉄道建設コスト縮減等を推

進し、コスト構造の改善を図る。 

また、運営費交付金を充当する

一般管理費（人件費及び特殊要因

により増減する経費を除く。）及び

業務経費（特殊要因により増減す

る経費を除く。）については、運営

費交付金の算定ルールに基づき、

中期計画期間の最終年度（令和９

年度）において、前中期計画期間

の最終年度（令和４年度）比で５％

程度に相当する額を削減する。な

お、新規に追加されるもの及び拡

充されるものは翌年度から上記算

定ルールに基づき効率化を図る。 

（５）一般管理費及び事業費の効

率化 

一般管理費及び事業費の効率化

のために、以下の施策を実施する。  

・一般管理費（人件費及び特殊要

因により増減する経費を除く。）に

ついては、中期計画期間の最終年

度（令和９年度）において、前中

期計画期間の最終年度（令和４年

度）比で５％程度に相当する額の

削減を目指した抑制 

・事業費については、引き続き、

調達等合理化の取組や技術開発等

による鉄道建設コスト縮減等を推

進し、コスト構造を改善 

・運営費交付金を充当する一般管

理費（人件費及び特殊要因により

増減する経費を除く。）及び業務経

費（特殊要因により増減する経費

を除く。）については、中期計画に

おいて定める運営費交付金の算定

ルールに基づき、中期計画期間の

最終年度（令和９年度）において、

前中期計画期間の最終年度（令和

４年度）比で５％程度に相当する

額の削減を目指した抑制 

＜評価の視点＞ 

・一般管理費について、中期計画

期間の最終年度（令和９年度）に

おける前中期計画期間の最終年度

（令和４年度）比の削減率に向け

た実施状況。 

 

 

 

 

・事業費について、鉄道建設コス

ト縮減等によるコスト構造の改善

を図ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運営費交付金を充当する一般管

理費及び業務経費について、中期

計画期間の最終年度（令和９年度）

における前中期計画期間の最終年

度（令和４年度）比の削減率に向

けた実施状況。 

＜主要な業務実績＞ 

・一般管理費（人件費及び特殊要

因（令和 7年度は該当なし。）を除

く。）の令和 7 年度計画予算は 

6,262 百万円であり、令和 4 年度

計画予算 6,556百万円と比べ、294

百万円（△4.5％）を削減した。令

和 9 年度までの中期計画における

所期の目標に向け着実に進捗して

いる。 

・事業費については、令和 7 年度

調達等合理化計画に基づき、公正

性・透明性を確保しつつ、自律的

かつ継続的に調達等の合理化に取

り組むとともに、入札・契約の適

正な実施について、監事監査、第

三者機関である契約監視委員会及

び入札監視委員会のチェックを受

けた。 

また、北海道新幹線における工

事の進捗状況を踏まえ、例えば以

下のコスト縮減に係る取組を実施

している。 

- 建設発生土の新幹線工事内へ

の有効利用 

- 建設発生土の搬出先変更 

- 地盤改良の工法見直し 

・運営費交付金を充当する一般管 

理費（人件費及び特殊要因を除

く。）及び業務経費（特殊要因を除

く。）の令和 7 年度計画予算は 56

百万円であり、令和 4 年度計画予

算 58百万円と比べ、2百万円（△

3.8％）を削減した。また、令和 5

年度に新規に追加・拡充された経

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

一般管理費は令和 4 年度計画予

算と比べ、294百万円（△4.5％）

を削減しており、年度計画等にお

ける所期の目標に向け着実に進捗

していると考えられる。 

事業費は、令和 7 年度調達等合

理化計画に基づく合理化等に努め

た。また、建設発生土の新幹線工

事内への有効利用や建設発生土の

搬出先変更、地盤改良の工法見直

し等、鉄道建設に係るコスト縮減

に努めた。 

運営費交付金を充当する一般管 

理費及び業務経費は、令和 4 年度

計画予算と比べ、2 百万円（△

3.8％）を削減。また、令和 5年度

に新規に追加・拡充された経費の

令和 7 年度予算は、令和 5 年度計

画予算と比べ、1 百万円（△3.6％）

を削減しており、年度計画等にお

ける所期の目標に向け着実に進捗

していると考えられる。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成している

と考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

評 
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Ⅲ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

費の令和 7 年度予算は 21 百万円

であり、令和 5年度計画予算 22百

万円と比べ、1百万円（△3.6％）

を削減した。令和 9 年度までの中

期計画における所期の目標に向け

着実に進捗している。 
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

４． （６）資産の有効活用 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

Ⅱ 主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 （参考情報） 

当該年度までの

累積値等、必要

な情報 

保有宿舎・寮の平均入

居率 ― 

平成 30年度から令和 4

年度上期までの実績・

95.5％ 

96.1％ 94.4% 96.4％    

 

Ⅲ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 （６）資産の有効活用 

宿舎等の保有資産について、効

率的な活用を図る。 

 

＜指標＞ 

・保有宿舎・寮の平均入居率（前

中期目標期間実績：平成３０年度

から令和４年度上期までの実績 

９５．５％） 

（６）資産の有効活用 

宿舎等の保有資産について、効

率的な活用を図る。 

（６）資産の有効活用 

宿舎等の保有資産について、効

率的な活用を図る。 

＜評価の視点＞ 

・保有資産について、効率的な活

用を図ったか。 

＜主要な業務実績＞ 

保有宿舎・寮については、人事

異動に伴う入居者の入替え等によ

り空室となる期間を短くする等、

効率的な活用を図った。 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

保有宿舎・寮について効率的な

活用を図ったことにより、96.4％

と高い入居率を維持できた。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成している

と考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

 

 

  



 

- 67 - 

 

Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

５． （１）予算、収支計画及び資金計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

Ⅱ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 （１）財務運営の適正化 

毎年度、予算、収支計画及び資

金計画を適切に策定し、適正に管

理・執行することを通じて、財務

状況の健全性を確保する。 

独立行政法人会計基準（平成１

２年２月１６日独立行政法人会計

基準研究会策定、令和３年９月２

１日改訂）等を遵守し、適正な会

計処理を実施するとともに、運営

費交付金について、収益化単位と

しての業務ごとに予算と実績を管

理する。 

なお、毎年度の運営費交付金額

の算定については、運営費交付金

債務残高の発生状況にも留意した

上で、厳格に行う。 

 

（１）予算、収支計画及び資金計

画 

別紙のとおり。 

（１）予算、収支計画及び資金計

画 

別紙のとおり。 

＜評価の視点＞ 

・中期計画の予算、収支計画及び

資金計画に基づくとともに、毎年

度の運営費交付金債務残高の発生

状況にも留意して作成した年度計

画の予算、収支計画及び資金計画

について適正に実施したか。 

＜主要な業務実績＞ 

令和 7 年度の予算、収支計画及

び資金計画の計画と実績（別表参

照） 

・機構の収入の実績については、

業務収入として建設勘定の鉄道施

設貸付・譲渡収入が 1,896 億円、

海事勘定の共有船舶使用料収入が

231 億円であり、その他の勘定の

業務収入も含めて合計 3,277 億円

（構成比 50.9％）となった。  

補助金・負担金は、建設勘定の

鉄道建設資金として 434 億円の交

付を受け、助成勘定の鉄道助成業

務費の財源 1,153 億円と合わせて

合計 1,587億円（構成比 24.7％）

の収入を計上した。 

借入金及び機構債の発行による

収入は、建設勘定の借入金償還財

源として 351 億円、海事勘定の共

有船建造費の財源として 279 億

円、地域勘定の地域公共交通融資

業務等の財源として 105 億円、助

成勘定の債務償還業務の財源とし

て 450 億円であり、合計 1,184 億

円（構成比 18.4％）の資金を調達

した。 

・支出の実績については、業務経

費として建設勘定の鉄道建設業務

関係経費が 3,018 億円、海事勘定

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠：  

令和 7年度計画に基づき、適正

に実施（国の補正予算等に伴う令

和 7 年 12 月の予算変更を含む。）

したことから、年度計画等におけ

る所期の目標を達成していると考

えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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の海事業務関係経費が 308 億円、

特例勘定の特例業務関係経費が

924 億円であり、その他の勘定の

業務経費も含めて合計 4,541 億円

（構成比 61.3％）を計上した。  

借入金等償還は、建設勘定が 

1,362 億円、海事勘定が 203億円、

地域勘定が 24 億円であり、合計

1,589 億円（構成比 21.4％）の償

還を行った。 

なお、予算、収支計画及び資金 

計画の計画と実績についての主な

増減要因は、別表注書きを参照。 
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別表 

 

令 和 ７ 年 度 の 予 算 、 収 支 計 画 及 び 資 金 計 画 の 計 画 と 実 績  

 

【建設勘定】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。  

予算

（単位：百万円）

整 備 新 幹 線 事 業 民鉄線等事業 そ の 他 事 業 合 計 整 備 新 幹 線 事 業 民鉄線等事業 そ の 他 事 業 合 計

収入

運営費交付金 -                   -                   21                 21                       -                   -                   21                 21                      

国庫補助金等 42,938           -                   -                   42,938                 43,284           119               -                   43,403                

地方公共団体建設費負担金 42,938           -                   -                   42,938                 43,284           -                   -                   43,284                

地方公共団体建設費補助金 -                   -                   -                   -                        -                   119               -                   119                     ※1

政府出資金 -                   -                   1,000             1,000                  -                   -                   -                   -                        ※2

借入金等 -                   33,800           1,500             35,300                 -                   33,574           1,479             35,053                

財政融資資金借入金 -                   3,200             -                   3,200                  -                   3,200             -                   3,200                  

民間借入金 -                   3,900             1,100             5,000                  -                   3,674             1,079             4,753                  

鉄道建設・運輸施設整備支援機構債券 -                   26,700           400               27,100                 -                   26,700           400               27,100                

業務収入 106,389         58,039           29,049           193,477               105,182         57,787           28,942           191,912               

受託収入 -                   -                   36,575           36,575                 -                   -                   29,650           29,650                ※3

業務外収入 166               1,627             167               1,960                  3,222             1,915             661               5,798                  ※4

他勘定より受入 80,392           11                 22,711           103,114               94,136           157               20,752           115,045               ※5

計 229,884         93,477           91,023           414,385               245,825         93,552           81,505           420,882               

支出

業務経費

鉄道建設業務関係経費 284,361         548               24,649           309,557               279,051         826               21,946           301,823               

受託経費

鉄道建設業務関係経費 -                   -                   34,106           34,106                 -                   -                   27,524           27,524                ※6

借入金等償還 27,376           83,071           25,780           136,226               27,376           83,071           25,780           136,226               

支払利息 3,863             6,112             528               10,504                 3,863             5,660             476               9,999                  

一般管理費 4,171             65                 820               5,056                  3,728             80                 689               4,498                  ※7

人件費 12,795           200               2,516             15,511                 11,998           259               2,035             14,292                

業務外支出 10,336           606               2,805             13,748                 7,196             515               2,412             10,123                ※8

他勘定へ繰入 61                 636               -                   697                     6                   817               -                   823                     ※9

計 342,962         91,239           91,204           525,405               333,219         91,228           80,862           505,309               

※1　民鉄線等事業において、前年度からの繰越があったことに伴う増

［人件費の見積もり］　11,953万円を支出する。 ※2　その他事業において、出資がなかったことによる減

※3　その他事業において、事業の進捗が予定を下回ったことに伴う減

※4　整備新幹線事業において、利息収入及び雑収入が予定を上回ったことに伴う増

※5　整備新幹線事業において、事業の進捗が予定を上回ったことに伴う増

※6　その他事業において、事業の進捗が予定を下回ったことによる減

 ※7　経費の削減による減

※8　消費税納付額が予定を下回ったことによる減

※9　民鉄線等事業において、返還金が予定を上回ったことによる増

　　　　ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当及び休職
　　　　者給与に相当する範囲の費用である。

区　　分
計画 実績

収支計画
（単位：百万円）

整 備 新 幹 線 事 業 民鉄線等事業 そ の 他 事 業 合 計 整 備 新 幹 線 事 業 民鉄線等事業 そ の 他 事 業 合 計

費用の部 252,392 16,528 57,136 326,056 258,737 15,625 53,923 328,284

経常費用 249,358 10,069 56,442 315,869 252,609 9,794 53,427 315,830

鉄道建設業務費 248,216 9,808 54,424 312,447 251,481 9,538 52,095 313,114

受託経費 27 -                   1,703 1,730 -                   -                   585 585 ※1

一般管理費 1,062 250 300 1,612 1,048 238 726 2,013 ※2

減価償却費 53 12 15 80 80 18 21 119 ※3

財務費用 2,918 6,421 531 9,869 3,829 5,817 474 10,120

雑損 116 38 163 318 335 13 19 367 ※4

臨時損失 -                   -                   -                   -                        1,964 -                   3 1,967 ※5

収益の部 252,392 15,719 57,097 325,208 258,737 15,197 54,516 328,450

　運営費交付金収益 -                   -                   19 19 -                   -                   5 5 ※6

鉄道建設業務収入 102,438 9,391 45,782 157,611 102,237 8,781 44,184 155,201

鉄道建設事業費利子補給金収入 -                   11 -                   11 -                   11 -                   11

受託収入 27 -                   1,703 1,730 -                   -                   585 585 ※1

資産見返負債戻入 149,761 6,199 9,426 165,386 153,942 6,001 9,093 169,036

資産見返補助金等戻入 145,365 6,171 1,053 152,589 147,906 5,962 821 154,689

その他 4,396 28 8,373 12,797 6,035 39 8,272 14,347 ※7

財務収益 54 11 -                   65 1,608 331 -                   1,938 ※8

雑益 112 106 167 385 951 74 649 1,674 ※9

臨時利益 -                   -                   -                   -                        -                   -                   0 0

純利益 -                   △ 809 △ 39 △ 848 -                   △ 428 593 166

目的積立金取崩額 -                   -                   -                   -                        -                   -                   -                   -                        

総利益 -                   △ 809 △ 39 △ 848 -                   △ 428 593 166
※1　その他事業において、受託事業の引渡しが予定を下回ったことによる減

※2　費用計上する一般管理費が予定を上回ったことによる増

※3　資産除去債務の計上による増

※4　整備新幹線事業において、雑損が予定を上回ったことによる増

※5　整備新幹線事業において、災害による損失を計上したことによる増

※6　その他事業において、運営費交付金収益が予定を下回ったことによる減

※7　整備新幹線事業において、資産見返負担金戻入が予定を上回ったことによる増

※8　整備新幹線事業において、利息収入が予定を上回ったことによる増

※9　整備新幹線事業において、雑収入が予定を上回ったことによる増

資金計画
（単位：百万円）

整 備 新 幹 線 事 業 民鉄線等事業 そ の 他 事 業 合 計 整 備 新 幹 線 事 業 民鉄線等事業 そ の 他 事 業 合 計

資金支出 519,243 162,009 144,192 825,444 809,671 172,969 151,266 1,133,907

業務活動による支出 314,942 7,541 65,181 387,664 312,364 7,936 60,380 380,680

投資活動による支出 -                   -                   117 117 411,900 69,500 56,632 538,032 ※1

財務活動による支出 27,376 83,688 25,780 136,843 27,376 83,688 25,780 136,843

翌年度への繰越金 176,926 70,781 53,114 300,820 58,031 11,846 8,474 78,351

資金収入 519,243 162,009 144,192 825,444 809,671 172,969 151,266 1,133,907

業務活動による収入 229,719 59,628 88,523 377,870 265,120 60,604 85,656 411,380

受託収入 -                   -                   36,575 36,575 -                   -                   29,660 29,660 ※2

その他の収入 229,719 59,628 51,948 341,295 265,120 60,604 55,996 381,720 ※3

投資活動による収入 166 49 -                   215 478,403 69,715 57,401 605,519 ※4

財務活動による収入 -                   33,800 2,500 36,300 -                   33,574 1,479 35,053

前年度よりの繰越金 289,359 68,532 53,168 411,059 66,148 9,076 6,731 81,955
※1　定期預金の預入があったことによる増

※2　その他事業において、事業の進捗が予定を下回ったことによる減

※3　消費税の還付があったことによる増

※4　定期預金の払戻があったことによる増

区　　分
計画 実績

区　　分
計画 実績
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【海事勘定】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。  

予算

（単位：百万円）

計画 実績

収入

借入金等 40,300 27,900

財政融資資金借入金 30,300 20,100 ※1　船舶取得費が予定を下回ったことに伴う減

民間借入金 10,000 7,800 ※2　船舶取得費が予定を下回ったことに伴う減

業務収入 25,822 26,603

業務外収入 23 70 ※3　雑収入が予定を上回ったことによる増

計 66,145 54,572

支出

業務経費

海事業務関係経費 44,019 30,764 ※4　船舶取得費が予定を下回ったことによる減

借入金等償還 20,256 20,256

支払利息 699 607 ※5　借入額が予定を下回ったことに伴う減

一般管理費 235 210 ※6　経費の節減による減

人件費 809 702 ※7　役職員給与が予定を下回ったことによる減

業務外支出 79 7 ※8　消費税納付額が予定を下回ったことによる減

計 66,097 52,545

［人件費の見積もり］　673百万円を支出する。

区　　　　　　　分

　　　　　ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、
　　　　　超過勤務手当及び休職者給与に相当する範囲の費用である。

収支計画

（単位：百万円）

計画 実績

費用の部 23,287 22,863

経常費用 22,415 22,153

海事業務費 21,254 21,212

一般管理費 1,159 939 ※1　人件費が予定を下回ったことによる減

減価償却費 2 2

財務費用 872 710 ※2　借入額が予定を下回ったことに伴う減

収益の部 23,534 23,902

海事業務収入 22,901 23,268

資産見返負債戻入 0 0

資産見返補助金等戻入 0 0

財務収益 1 9 ※3　利息収入が予定を上回ったことによる増

雑益 632 625

純利益 248 1,039

目的積立金取崩額 - - 

総利益 248 1,039

資金計画
（単位：百万円）

計画 実績

資金支出 70,987 65,005

業務活動による支出 2,451 1,715 ※1　資産保全管理諸費が予定を下回ったことによる減

投資活動による支出 43,423 29,755 ※2　船舶取得費が予定を下回ったことによる減

財務活動による支出 20,256 25,556 ※3　短期借入金の返済があったことによる増

翌年度への繰越金 4,857 7,979

資金収入 70,987 65,005

業務活動による収入 23,079 23,338

投資活動による収入 2,579 3,356 ※4　船舶売却金が予定を上回ったことによる増

財務活動による収入 40,300 33,200 ※5　借入額が予定を下回ったことによる減

前年度よりの繰越金 5,029 5,111

区　　　　　　　分

区　　　　　　　分
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【地域公共交通等勘定】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。 

 

  

予算

（単位：百万円）

計画 実績

収入

運営費交付金 96 85                 ※1　経費の節減による減

政府出資金 1,000 -                   

借入金等

財政融資資金借入金 37,000 10,450           ※3　融資が予定を下回ったことに伴う減

業務収入 6,635 6,797             

業務外収入 1 6                   ※4　雑収入が予定を上回ったことによる増

計 44,732           17,338           

支出

業務経費

地域公共交通等業務関係経費 38,016           10,463           ※5　融資が予定を下回ったことによる減

借入金等償還 2,229             2,377             

支払利息 4,261             4,269             

一般管理費 45                 40                 ※6　経費の節減による減

人件費 169               120               ※7　役職員給与が予定を下回ったことによる減

業務外支出 13                 14                 

計 44,732           17,284           

［人件費の見積もり］　140百万円を支出する。

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、
超過勤務手当及び休職者給与に相当する範囲の費用である。

区　　　　　　　分

※2　出資がなかったことによる減

収支計画

（単位：百万円）

計画 実績

費用の部 4,502 4,454

経常費用 231 175

地域公共交通等業務費 14 12 ※1　融資が予定を下回ったことによる減

一般管理費 216 163 ※2　経費の節減による減

減価償却費 0 0

財務費用 4,271 4,279

雑損 - 0

臨時損失 - 0

収益の部 4,501 4,508

運営費交付金収益 94 81 ※3　運営費交付金収益が予定を下回ったことによる減

地域公共交通等業務収入 4,404 4,416

賞与引当金見返に係る収益 2 4 ※4　人件費が予定を上回ったことによる増

退職給付引当金見返に係る収益 0 1

資産見返負債戻入 0 0

資産見返運営費交付金戻入 0 0

資産見返補助金等戻入 0 0

財務収益 1 0

雑益 1 5 ※5　雑収入が予定を上回ったことによる増

純利益 △ 0 54

目的積立金取崩額 0 0

総利益 - 54

 

資金計画

（単位：百万円）

計画 実績

資金支出 44,754           17,429           

業務活動による支出 42,506           14,966           ※1　融資が予定を下回ったことによる減

投資活動による支出 1                   0                   

財務活動による支出 2,229             2,377             

翌年度への繰越金 19                 86                 

資金収入 35,254           17,429 

業務活動による収入 6,734             6,886 

運営費交付金による収入 96                 85 ※2　経費の節減による減

その他の収入 6,638             6,801 

財務活動による収入 38,000           10,450 ※3　融資が予定を下回ったことに伴う減

前年度よりの繰越金 20                 93 

区　　　　　　　分

区　　　　　　　分
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【助成勘定】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。 

 

  

収支計画

（単位：百万円）

鉄道助成業務
中央新幹線建設
資金貸付等業務

債務償還業務 勘定共通 セグメント間相殺 合　　計 鉄道助成業務
中央新幹線建設
資金貸付等業務

債務償還業務 勘定共通 セグメント間相殺 合　　計

費用の部 103,047 25,750 39,322 351 - 168,470 103,085 25,750 39,322 303 - 168,460

102,867 - - 351 - 103,218 102,254 - - 303 - 102,557

102,867 - - - - 102,867 102,254 - - - - 102,254

- - - 349 - 349 - - - 301 - 301 ※1

- - - 2 - 2 - - - 2 - 2

- 25,750 39,322 - - 65,072 - 25,750 39,322 - - 65,072

180 - - - - 180 831 - - 0 - 831 ※2

臨時損失 - - - - - - - - - 0 - 0

103,047 25,750 59,089 349 - 188,235 103,085 25,750 59,115 341 - 188,291

- - - 193 - 193 - - - 193 - 193

- 25,750 59,089 142 - 84,981 - 25,750 59,089 132 - 84,971

102,867 - - - - 102,867 102,254 - - - - 102,254

賞与引当金見返に係る収益 - - - 11 - 11 - - - 10 - 10

退職給付引当金見返に係る収益 - - - 2 - 2 - - - 3 - 3 ※3

- - - 1 - 1 - - - 1 - 1

- - - 1 - 1 - - - 1 - 1

- - - 0 - 0 - - - 0 - 0

財務収益 - - - - - - - - 26 1 - 28 ※4

180 - - - - 180 831 - - 1 - 831 ※5

- - 19,767 △2 - 19,765 - - 19,794 38 - 19,831

- - - 1 - 1 - - - 1 - 1

- - 19,767 △2 - 19,765 - - 19,794 38 - 19,832

※1　経費の節減による減

※2　鉄道助成業務において、国庫補助金の返還が予定を上回ったことに伴う増

※3　退職給付費用が予定を上回ったことによる増

※4　預金利息の受入があったことによる増

※5　鉄道助成業務において、国庫補助金の返還が予定を上回ったことによる増

資金計画

（単位：百万円）

鉄道助成業務
中央新幹線建設

資金貸付等業務 債務償還業務 勘定共通 セグメント間相殺 合　　計 鉄道助成業務
中央新幹線建設

資金貸付等業務 債務償還業務 勘定共通 セグメント間相殺 合　　計

103,664 25,750 118,050 499 △617 247,345 115,221 25,750 118,081 539 △617 258,975

103,664 25,750 39,322 360 △617 168,479 115,221 25,750 39,322 310 △617 179,986

- - - 2 - 2 - - - 0 - 0 ※1

- - 78,727 - - 78,727 - - 78,727 - - 78,727

- - 1 137 - 138 - - 33 229 - 262

103,664 25,750 118,050 499 △617 247,345 115,221 25,750 118,081 539 △617 258,975

103,664 25,750 73,048 362 △617 202,207 115,221 25,750 73,075 351 △617 213,780

- - - 204 - 204 - - - 204 - 204

102,867 - - - - 102,867 113,888 - - - - 113,888 ※2

797 25,750 73,048 158 △617 99,136 1,334 25,750 73,075 147 △617 99,688

- - 45,000 - - 45,000 - - 45,000 - - 45,000

- - 1 137 - 138 - - 7 188 - 195

※1　固定資産の取得が予定を下回ったことによる減

※2　鉄道助成業務において、前年度からの繰越があったことによる増

補助金等による収入

その他の収入

財務活動による収入

前年度よりの繰越金

投資活動による支出

財務活動による支出

翌年度への繰越金

資金収入

業務活動による収入

運営費交付金による収入

計画 実績

資金支出

業務活動による支出

資産見返補助金等戻入

雑益

純利益

目的積立金取崩額

総利益

区　　　　　　　分

収益の部

運営費交付金収益

鉄道助成業務収入

補助金等収益

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入

経常費用

鉄道助成業務費

一般管理費

減価償却費

財務費用

雑損

区　　　　　　　分

計画 実績

予算

（単位：百万円）

鉄道助成業務
中央新幹線建設
資金貸付等業務 債務償還業務 勘定共通 セグメント間相殺 合　　計 鉄道助成業務

中央新幹線建設

資金貸付等業務 債務償還業務 勘定共通 セグメント間相殺 合　　計

収入

運営費交付金 - - - 204 - 204 - - - 204 - 204

国庫補助金等 102,867 - - - - 102,867 115,330 - - - - 115,330

国庫補助金 102,856 - - - - 102,856 115,319 - - - - 115,319 ※1

政府補給金 11 - - - - 11 11 - - - - 11

借入金等

民間借入金 - - 45,000 - - 45,000 - - 45,000 - - 45,000

業務収入 - 25,750 72,431 156 - 98,338 - 25,750 72,431 145 - 98,327

業務外収入 100 - - - - 100 511 - 26 2 - 539 ※2

他勘定より受入 697 - - - - 697 823 - - - - 823 ※3

他経理より受入 - - 617 - △617 - - - 617 - △617 -

計 103,664 25,750 118,048 360 △617 247,206 116,664 25,750 118,075 351 △617 260,222

支出

業務経費

鉄道助成業務関係経費 19,803 - - 6 - 19,809 18,713 - - 5 - 18,718

支払利息 - 25,750 24,425 - - 50,175 - 25,750 24,425 - - 50,175

一般管理費 - - - 108 - 108 - - - 99 - 99

人件費 - - - 232 - 232 - - - 195 - 195 ※4

業務外支出 180 - - 14 - 194 717 - - 13 - 730 ※5

他勘定へ繰入 83,064 - 93,624 - - 176,688 96,616 - 93,624 - - 190,240

他経理へ繰入 617 - - - △617 - 617 - - - △617 -

計 103,664 25,750 118,048 360 △617 247,206 116,664 25,750 118,048 312 △617 260,157

※1　鉄道助成業務において、前年度からの繰越があったことによる増

［人件費の見積もり］　199百万円を支出する。 ※2　鉄道助成業務において、国庫補助金の返還が予定を上回ったことに伴う増

※3　鉄道助成業務において、国庫補助金の返還が予定を上回ったことに伴う増

※4　役職員給与が予定を下回ったことによる減

※5　鉄道助成業務において、国庫補助金の返還が予定を上回ったことに伴う増

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当及び休職者給与に
相当する範囲の費用である。

区　　　　　　　分

計画 実績
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【特例業務勘定】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）単位未満四捨五入のため、合計額は一致しないことがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収支計画

（単位：百万円）

計画 実績

費用の部 65,468                  56,494                  

経常費用 56,945                  52,886                  

特例業務費 55,376                  51,604                  

一般管理費 1,557                    1,269                    ※1　消費税が予定を下回ったことによる減

減価償却費 12                        12                        

財務費用 8,523                    3,608                    ※2　支払利息が予定を下回ったことによる減

臨時損失 -                          1                          

収益の部 15,580                  17,912                  

特例業務収入 -                          240                      ※4　業務災害補償費引当金戻入益を計上したことによる増

財務収益 15,577                  17,643                  ※5　利息収入が予定を上回ったことによる増

雑益 3                          29                        ※6　鉄道支援助成金の返還があったことによる増

純利益 △49,888 △38,583 

目的積立金取崩額 - -                          

総利益 △49,888 △38,583 

資金計画

（単位：百万円）

計画 実績

資金支出 122,533                985,278                

業務活動による支出 110,135                108,626                

投資活動による支出 9                          828,401                ※1　定期預金の預入れがあったことによる増

財務活動による支出 -                          -                          

翌年度への繰越金 12,390                  48,250                  

資金収入 122,533                985,278                

業務活動による収入 19,622                  21,588                  ※2　利息収入が予定を上回ったことによる増

投資活動による収入 78,727                  917,327                ※3　定期預金の払戻しがあったことによる増

財務活動による収入 -                          -                          

前年度よりの繰越金 24,185                  46,363                  

区　　　　　　　分

区　　　　　　　分

予算

（単位：百万円）

計画 実績

収入

業務収入 4,042                    4,074                    

業務外収入 683                      2,453                    ※1　利息収入が予定を上回ったことによる増

他勘定より受入 93,624                  93,624                  

計 98,349                  100,150                

支出

業務経費

特例業務関係経費 80,173                  92,367                  ※2　鉄道施設等整備支援事業における出資があったことによる増

支払利息 8,523                    3,608                    ※3　支払利息が予定を下回ったことによる減

一般管理費 818                      686                      ※4　派遣人件費負担金が予定を下回ったことによる減

人件費 580                      409                      ※5　欠員があったことによる減

他勘定へ繰入 20,049                  18,429                  

計 110,143                115,500                

区　　　　　　　分

［人件費の見積もり］ 476百万円を支出する。

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過
勤務手当及び休職者給与に相当する範囲の費用である。
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

５． （２）財務運営の適正化 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

Ⅱ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 （１）財務運営の適正化 

毎年度、予算、収支計画及び資

金計画を適切に策定し、適正に管

理・執行することを通じて、財務

状況の健全性を確保する。 

独立行政法人会計基準（平成１

２年２月１６日独立行政法人会計

基準研究会策定、令和３年９月２

１日改訂）等を遵守し、適正な会

計処理を実施するとともに、運営

費交付金について、収益化単位と

しての業務ごとに予算と実績を管

理する。 

なお、毎年度の運営費交付金額

の算定については、運営費交付金

債務残高の発生状況にも留意した

上で、厳格に行う。 

（２）財務運営の適正化 

独立行政法人会計基準（平成１

２年２月１６日独立行政法人会計

基準研究会策定、令和３年９月２

１日改訂）等により、運営費交付

金の会計処理として、業務達成基

準による収益化が原則とされたこ

とを踏まえ、収益化基準の単位と

しての業務ごとに予算と実績の管

理を行う。 

また、各年度期末における運営

費交付金債務に関し、その発生状

況を厳格に分析し、減少に向けた

努力を行うとともに、独立行政法

人会計基準等を遵守し、適正な会

計処理に努める。 

なお、毎年度の運営費交付金額

の算定については、運営費交付金

債務残高の発生状況にも留意した

上で、厳格に行う。 

（２）財務運営の適正化 

独立行政法人会計基準（平成１

２年２月１６日独立行政法人会計

基準研究会策定、令和３年９月２

１日改訂）等を遵守し、適正な会

計処理に努めるために、以下の施

策を実施する。 

・運営費交付金の会計処理とし

て、業務達成基準による収益化が

原則とされたことを踏まえ、収益

化基準の単位としての業務ごとに

予算と実績を管理 

・各年度期末における運営費交付

金債務に関し、その発生状況を厳

格に分析し、減少に向け努力。な

お、毎年度の運営費交付金額につ

いては、運営費交付金債務残高の

発生状況にも留意した上で、厳格

に算定 

＜評価の視点＞ 

・運営費交付金の会計処理とし

て、収益化基準の単位としての業

務ごとに予算と実績の管理を実施

したか。 

・各年度期末における運営費交付

金債務に関し、その発生状況を厳

格に分析し、減少に向けた努力を

行ったか。 

・独立行政法人会計基準等を遵守

し、適正な会計処理に努めたか。 

＜主要な業務実績＞ 

独立行政法人会計基準等によ

り、運営費交付金の会計処理とし

て、業務達成基準による収益化が

原則とされたことを踏まえ、収益

化基準の単位としての業務ごとに

予算と実績の管理を行った結果、

令和 7 年度末においては、運営費

交付金債務残高 19 百万円が発生

しているが、これは建設勘定にお

ける運営費交付金の配分を一部留

保したこと及び業務達成基準の期

間を令和 7 年度から令和 8 年度に

設定したことによるものである。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

令和 7年度末においては、19百

万円の運営費交付金債務残高が発

生しているが、これは建設勘定に

おける運営費交付金の配分を一部

留保したこと及び業務達成基準の

期間を令和 7年度から令和 8 年度

に設定したことによるものであ

る。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成している

と考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

５． （３）資金調達 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

Ⅱ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 （２）資金調達 

サステナビリティファイナンス

等を活用した資金調達能力は機構

の強みの一つであり、引き続き、

資金計画を適切に策定して、安定

的かつ効率的な資金調達を実施す

る。 

（３）資金調達 

サステナビリティファイナンス

を有効活用した資金計画を策定

し、短期資金及び長期資金の併用

等による安定的かつ効率的な資金

調達を実施する。 

（３）資金調達 

安定的かつ効率的な資金調達を

実施するために、以下の施策を実

施する。  

・サステナビリティファイナンス

を有効活用した資金計画を策定

し、短期資金及び長期資金の併用

等による安定的かつ効率的な資金

調達を実施 

・IR活動等を通じ機構の持続可能

な開発目標（SDGs）への貢献に向

けた取組を幅広く訴求することに

より投資家層を拡大 

＜評価の視点＞ 

サステナビリティファイナンスを

有効活用した資金計画を策定し、

安定的かつ効率的な資金調達を実

施したか。 

＜主要な業務実績＞ 

サステナビリティファイナンス

を活用した資金計画を策定し、対

面及び WEB 会議による個別 IR や

投資家向けセミナーを実施し、積

極的かつ丁寧な情報発信に努めた

結果、短期資金及び長期資金を併

用した安定的かつ効率的な資金調

達を実施した。 

具体的には、米国による相互関

税政策の発表による金融資本市場

の混乱を皮切りに、参議院選挙や

自民党総裁選など内外経済情勢の

不透明感及び不確実性が増し、金

利のボラティリティが非常に高い

中、すべての案件において地方債

と同等の金利水準又は僅かなスプ

レッド較差での起債ができた。ま

た、他独法との比較においても、

同等あるいはより低い金利水準で

起債することができた。 

加えて、環境性や社会性への共

感、投資家と新幹線事業や共有船

舶事業等との親和性などを背景に

17 件（平成 31年度からの累計 426

件）という多くの投資家から機構

債券への投資表明を新規に得るこ

とができた。 

IR 等の実施状況は以下のとおり 

・個別 IR：都銀、地銀、地方公共

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ  

根拠：  

個別 IR や投資家向けセミナー

を実施し、積極的かつ丁寧な情報

発信に努めた。 

その結果、すべての案件で地方

債と同等の金利水準（±0％）若し

く は 僅 か な ス プ レ ッ ド 較 差

（+0.01％）で起債することがで

き、また、他独法と比較した場合

でも同等あるいはより低い金利水

準で起債することができた。加え

て、例年に比べ発行総額が少額で

あった中においても、機構債券の

発行趣旨に共感いただいたことや

機構事業との親和性を理由として

投資家から 17件（累計 426件）の

投資表明を獲得したことにより、

低利で安定的な資金調達を実施す

ることができた。 

以上のことから、年度計画等に 

おける所期の目標を上回る成果を

得られたものと考えられる。  

 

＜課題と対応＞ 

― 
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団体等様々な業態の投資家に対

して 203件実施 

・投資家向けセミナーへの登壇：

4 件登壇（参加者数 541名） 

・決算等説明会：銀行、証券会社

等 18機関に対し実施 
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

６． 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

Ⅱ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 ― ６．短期借入金の限度額 

年度内における一時的な資金不

足等に対応するための短期借入金

の限度額は、２６０，０００百万

円とする。 

４．短期借入金の限度額 

年度内における一時的な資金不

足等に対応するための短期借入金

の限度額は、２６０，０００百万

円とする。 

＜評価の視点＞ 

― 

 

＜主要な業務実績＞ 

実績なし 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

７． 不要財産の処分に関する計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

Ⅱ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 ― ７．不要財産の処分に関する計画 

 主要幹線及び大都市交通線で本

中期計画期間において国土交通大

臣が指定する 貸付期間が経過す

る以下の区間について、貸し付け

ている鉄道事業者に対して譲渡 

を行った際の譲渡代金を国庫納付

する。  

・令和７年度 

譲渡区間：京葉線（都川・蘇我間） 

京葉線（西船橋・千葉貨物ターミ

ナル間） 小金線（新鶴見起点 

97k017m77・新鶴見起点 97k337m68 

間） 

鉄道事業者：東日本旅客鉄道株式

会社 

 

また、機構法第 17条第１項第３号

に掲げる業務において、出資業務

に係る産業投資として受け入れた

資金で取得した株式の譲渡代金で

あって、当該株式に付された取得

条項の発動若しくは取得請求権の

行使又は株主間契約において定め

られた譲渡条件の充足による譲渡

により生じたもの（ただし、当該

出資の時にあらかじめ出資金の回

収時点における経済価値を予定し

たものであって、当該譲渡代金の

額が当該経済価値（当該譲渡まで

５．不要財産の処分に関する計画 

主要幹線及び大都市交通線で本

中期計画期間において国土交通大

臣が指定する貸付期間が経過する

以下の区間について、貸し付けて

いる鉄道事業者に対して譲渡を行

った際の譲渡代金を国庫納付す

る。 

・令和７年度  

譲渡区間： 

京葉線（都川・蘇我間）  

京葉線（西船橋・千葉貨物ター

ミナル間）  

小金線（新鶴見起点 97k017m77・

新鶴見起点 97k337m68間）  

鉄道事業者：東日本旅客鉄道株式

会社 

＜評価の視点＞ 

― 

 

＜主要な業務実績＞ 

主要幹線及び大都市交通線で国

土交通大臣が指定する貸付期間

40 年が経過した以下の区間につ

ついて、3月 31日現在、貸し付け

ている鉄道事業者に対して譲渡を

行った際の譲渡代金 114,974,269

円の国庫納付に向けた手続きを行

っているところである。 

 

譲渡区間： 

・京葉線（都川・蘇我間）  

譲渡日：令和 8年 1月 21日 

入金日：令和 8年 2月 5日 

鉄道事業者：東日本旅客鉄道 

株式会社 

 

・京葉線（西船橋・千葉貨物ター

ミナル間）及び小金線（新鶴見

起点 97k017m77・新鶴見起点

97k337m68 間） 

譲渡日：令和 8年 3月 3日 

入金日：令和 8年 3月 13日 

鉄道事業者：東日本旅客鉄道 

株式会社 

 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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の間に支払われた配当がある場合

にあっては、その全部の当該譲渡

の時点における評価額を当該経済

価値から減じたもの）と等価であ

るものに限る。）は、独立行政法人

通則法第 46 条の２の規定に基づ

き、国庫納付する。 

 

  



 

- 80 - 

 

Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

８． 重要な財産の譲渡・担保に関する計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

Ⅱ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 ― ８．重要な財産の譲渡・担保に関

する計画 

該当なし 

６．重要な財産の譲渡・担保に関

する計画 

該当なし 

＜評価の視点＞ 

― 

 

＜主要な業務実績＞ 

― 

 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

９． 剰余金の使途 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

Ⅱ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 ― 

 

９．剰余金の使途 

・建設勘定 

管理用施設（宿舎に限る。）の改

修 

７．剰余金の使途 

・建設勘定 

管理用施設（宿舎に限る。）の改

修 

＜評価の視点＞ 

― 

 

＜主要な業務実績＞ 

実績なし 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

Ｂ 
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

１０． （１）内部統制の充実・強化 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

Ⅱ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 （１）内部統制の充実・強化 

「独立行政法人の業務の適正を

確保するための体制等の整備」（平

成２６年１１月２８日総務省行政

管理局長通知）に基づき、業務方

法書に定めた事項を確実に実施

し、法人の長のリーダーシップの

下、内部統制の取組について実態

把握、継続的な分析、必要な見直

しを行う。 

 特に、機構は社会経済情勢の変

化や想定できない事態に適切に対

処しなければならない業務や多種

多様な関係者との調整や連携が必

要な業務を有しており、これらの

業務には様々な事業遂行上のリス

クが内在していることから、前中

期目標期間に引き続き、事業リス

クへの対応を徹底する。 

また、過去の入札不適正事案を

踏まえた再発防止のためのコンプ

ライアンスの取組を引き続き実施

する。 

（１）内部統制の充実・強化 

「独立行政法人の業務の適正を

確保するための体制等の整備」（平

成２６年１１月２８日総務省行政

管理局長通知）に基づき、業務方

法書に定めた事項を確実に実施す

るとともに、リスク管理、コンプ

ライアンスの推進、統制環境の整

備、統制活動、円滑な情報共有等、

内部統制の有効性を高める取組を

実施する。 

特に、機構は社会経済情勢の変

化や想定できない事態に適切に対

処しなければならない業務や多種

多様な関係者との調整や連携が必

要な業務を有しており、これらの

業務には様々な事業遂行上のリス

クが内在していることを踏まえ、

理事長のリーダーシップの下、リ

スクの把握・対応を行う。中でも

工程及び事業費の管理について

は、工程と事業費の同時かつ総合

的な審議を行う事業総合管理委員

会等を通じて管理の徹底を図ると

ともに、国や地方公共団体等の関

係者と情報を密に共有する。 

また、過去の入札不適正事案を

踏まえた再発防止のためのコンプ

ライアンスの取組を引き続き徹底

するなど、内部統制の取組につい

（１）内部統制の充実・強化 

「独立行政法人の業務の適正を

確保するための体制等の整備」（平

成２６年１１月２８日総務省行政

管理局長通知）に基づき、業務方

法書に定めた事項を確実に実施す

るとともに、リスク管理、コンプ

ライアンスの推進、統制環境の整

備、統制活動、円滑な情報共有等、

内部統制の有効性を高めるため

に、以下の施策を実施する。  

〇適切なリスク管理  

・理事長のリーダーシップの下、

中期計画遂行の障害となるリスク

の把握・対応  

・工程と事業費の同時かつ総合的

な審議を行う事業総合管理委員会

等を通じた管理の徹底及び国や地

方公共団体等の関係者との密な情

報共有  

〇コンプライアンスの推進 

・過去の入札不適正事案を踏まえ

た再発防止の徹底  

・職員の意識啓発を図るためのコ

ンプライアンス月間(１０月)を中

心とした各種研修等 

 

＜評価の視点＞ 

・内部統制の有効性を高める取組

を実施したか。 

 

 

 

 

 

 

 

・事業総合管理委員会等を通じ

て、事業遂行上内在する様々なリ

スクの把握・対応を行ったか。 

・工程及び事業費の管理につい

て、国や地方公共団体等の関係者

と密な情報共有を図ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

社会経済情勢の変化や想定でき

ない事態に適切に対処しなければ

ならない業務や多種多様な関係者

との調整や連携が必要な業務につ

いて、理事長のリーダーシップの

下、業務遂行上のリスクの把握、

対応を行うなど、内部統制の充実・

強化を図った。 

 

○鉄道建設事業における工程及び

事業費の管理 

工程と事業費の同時かつ総合的

な審議を行う事業総合管理委員会

等を通じてリスクを早期に把握

し、組織として適時適切な対応を

行った。また、国や地方公共団体

等で構成する会議体等を通じて、

各工区の工事の進捗状況、事業費

の執行状況、発生しているリスク

要因等について体系的な情報共有

を行った。 

なお、内部監査において、上記

会議体等を通じた工程・事業費管

理について、実効性のある対応に

なっているかとの観点で監査を行

い、ルールに則り、関係者間で調

整を進めつつ、課題解決に努めて

いることを確認している。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

 社会経済情勢の変化や想定でき

ない事態に適切に対処しなければ

ならない業務や多種多様な関係者

との調整や連携が必要な業務につ

いて、理事長のリーダーシップの

下、業務遂行上のリスクの把握・

対応を行うなど、内部統制の充実・

強化を図った。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成している

と考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅱ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

て実態把握、継続的な分析、必要

な見直しを行い、内部統制の充実・

強化を図る。 

・過去の入札不適正事案を踏まえ

た再発防止等のコンプライアンス

の取組を徹底したか。 

○内部統制委員会 

理事長を委員長とし、全役員が

参画する内部統制委員会を開催

し、過去の入札不適正事案を踏ま

えた再発防止のためのコンプライ

アンスの徹底も含めた、「令和 7 年

度内部統制に係る取組計画」を策

定の上、内部統制の取組について、

実態把握、継続的な分析等を通じ

て、内部統制の充実・強化に取り

組んだ。 

※「令和 7 年度内部統制に係る取

組計画」における取組項目は以

下のとおり。 

-リスクに対する評価と対応 

-統制環境の整備 

-情報と伝達に係る取組 

-ICT への対応 

-内部統制システムのモニタリ

ングと統制活動 
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

１０． （２）人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

Ⅱ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 （２）人事に関する計画 

機構の役割を果たすため、人材

の確保・育成に関する方針を策定

し、社会的要請に応えうる組織運

営に努める。 

その際、社会経済情勢の変化に

伴い機構の業務が多様化している

ことも踏まえ、外部人材の積極的

な活用、要員配置計画の柔軟な見

直し等により、事業の進捗状況等

に応じた重点的かつ効率的な組織

運営を行うとともに、業務の質的・

量的な変化を的確に把握し、将来

を見据えた人材の確保・育成、技

術力やノウハウの維持・向上を図

る。 

また、多様性の観点に留意しな

がら、働き方改革に積極的に取り

組む。 

（２）人事に関する計画 

機構の役割を果たすための人材

確保・育成方針を策定し、社会的

要請に応えうる組織運営に努め

る。 

具体的には、社会経済情勢の変

化に伴い機構の業務が多様化して

いることも踏まえ、事業規模、事

業内容等業務の実情に応じて必要

な人材の確保に努め、他機関の知

見・ノウハウ獲得を加味した人事

交流を行いつつ、各業務の進捗に

対応するための人員の適正配置等

柔軟な運用を行うとともに、女性

活躍の推進など多様な人材が活躍

できるよう働き方改革等に取り組

む。 

また、職員に求められるスキル

の習得状況を可視化する取組を進

めるほか、業務の遂行に必要とな

る高度な専門的知識の修得、技術

スキルの向上等を図るための研修

を実施するとともに、自己啓発活

動を支援すること等を通じて、持

続的な業務の質の向上等に努め

る。その際、今後さらに強化を必

要とする業務分野については、積

極的に外部研修等も活用する。 

（２）人事に関する計画 

機構の役割を果たすための人材

確保・育成方針を策定し、社会的

要請に応えうる組織運営に努め

る。  

そのうち、人材確保に関しては、

以下の施策を実施する。 

〇人材確保と人事の柔軟な運用  

・新規採用や社会人採用、再雇用

制度、嘱託制度の活用等による、

事業規模、事業内容等業務の実情

に応じて必要な人材の確保  

・他機関の知見・ノウハウ獲得を

加味した人事交流  

・各業務の進捗に対応するための

人員の適正配置等柔軟な運用  

〇働き方改革と女性活躍推進  

・女子学生向けの広報媒体の作成

や、女子学生向け採用イベントへ

の出展等を通じた積極的な女性採

用  

・テレワーク等の柔軟な働き方の

推進  

・ダイバーシティ推進研修など多

様な人材が活躍できる職場環境構

築の取組 

また、人材育成に関しては、以

下の施策を実施する。 

〇各種研修等の着実な実施 

・令和７年度研修計画に基づく、

＜評価の視点＞ 

・以下に記載の必要な取組を行

い、組織の役割を果たすための人

材確保・育成方針を策定し、社会

的要請に応えうる組織運営に努め

たか。 

-人材確保、人事交流を行いつつ、

人員の適正配置等を柔軟に行った

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

・人材確保に係る方針として令和

7 年度新規職員採用計画に基づ

き、現在及び将来の業務の円滑な

遂行を見据え、38名の新卒職員を

採用した。また、即戦力として期

待される 9 名の社会人を採用し

た。なお、新卒職員採用にあたっ

ては、競争力向上のため初任給の

引き上げを行った。 

・定年退職者を引き続き雇用する

再雇用制度及び特定の事務所に勤

務する事務所限定職員制度を活用

するとともに、再雇用期間満了者

の嘱託（常勤・非常勤）採用によ

り、必要な人材確保に努めた。ま

た、鉄道事業者等他機関からの出

向者の受け入れを行った。 

・職員を他機関へ派遣し知見・ノ

ウハウの獲得に努めつつ、各事業

の工程、事業量等を勘案のうえ、

業務量に応じた適正な人員配置に

努めた。 

さらに、社内公募の実施や人事

部門がより細かく職員の人事情報

の把握を行うなど、職員の適性を

踏まえた人員の重点配置の取組を

行った。 

・女性が活躍できる環境整備を目

的として、新規採用者に占める女

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

根拠： 

令和 7 年度新規職員採用計画に

基づき、新卒職員や社会人の採用、

再雇用制度の活用等により、業務

の実情に応じた必要な人材確保に

努めるとともに、鉄道事業者等他

機関からの出向者の受け入れを行

った。また、職員を他機関へ派遣

し知見・ノウハウの獲得に努めつ

つ、業務量を考慮した人員配置を

行った。さらに、社内公募の実施

や人事部門が直接的に人事情報の

把握を行うなど、職員の積極性や

適性を踏まえた人員の重点配置の

取組を行った。 

女性が活躍できる環境整備を目

的として、女性の積極採用施策を

実施するとともに、女性職員が長

く働き続けられるよう、キャリア

形成支援を目的とした若手女性職

員向けの研修等を実施した。 

さらに、多様な人材の活躍を実

現するために、育児・介護といっ

た勤務時間に制約のある職員が仕

事と私生活の両立が図れるよう、

柔軟な働き方（テレワークや時差

勤務）を推奨する「働き方改革推

進強化月間」を設定するとともに、
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職員の資質向上を図るための階層

別研修、高度な専門的知識の修得、

技術スキルの向上等を図るための

業務別研修等  

〇スキルアッププログラムの理

解・浸透による組織全体の技術力

の底上げ  

・概ね入社１０年目までの職員を

対象に職員に求められるスキルを

提示し、習得状況を可視化する取

組みであるスキルアッププログラ

ムの理解・浸透を図り、個人のス

キルアップを通じた組織全体の技

術力の底上げ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-働き方改革等に取り組んだか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-職員に求められるスキルの習得

状況を可視化する取組を進めた

か。 

-高度な専門的知識の修得、技術ス

キルの向上等を図るための研修を

実施する等により、持続的な業務

の質の向上等に努めたか。 

性比率の数値目標を掲げ、出産・

育児と仕事の両立に焦点を当てた

リーフレットの作成、採用ホーム

ページへの女性管理職のキャリア

パスの掲載、女子学生向け採用イ

ベントへの出展等積極的な女性採

用の施策を実施した。 

また、女性職員が長く働き続け

られるよう、キャリア形成支援を

目的とした若手女性職員向けの研

修を実施した。 

・多様な人材の活躍を実現するた

めに、育児・介護といった勤務時

間に制約のある職員が仕事と私生

活の両立が図れるよう、柔軟な働

き方（テレワークや時差勤務）を

推奨する「働き方改革推進強化月

間」を設定するとともに、管理職

を対象とする勤務制度研修を実施

し柔軟な働き方に対する理解促進

を進めるなど働き方改革に取り組

んだ。また、障害をもつ職員が新

たに配属される部署の箇所長へ障

害の特性、配慮すべき事項等に関

する資料を配布、説明することで、

障害を持つ職員が安定して働いて

いけるよう障害に対する理解促進

に取り組んだ。 

・人材育成に係る方針としては、

令和 7 年度研修実施計画に基づ

き、職員の資質向上を図るための

階層別研修（外部講師の講義を含

む）のほか、高度な専門的知識の

修得、技術スキルの向上等を図る

ための業務別研修を着実に実施し

た。特に、階層別研修では、オリ

エンテーションにて機構の人材育

成基本方針等の周知徹底を行い、

職員の人材育成への意識醸成を図

ることで研修効果の底上げを狙っ

管理職を対象とする勤務制度研修

を実施し柔軟な働き方に対する理

解促進を進めるなど働き方改革に

取り組んだ。 

令和 7 年度研修実施計画に基づ

き階層別研修及び業務別研修を実

施し、階層別研修の実施後アンケ

ートでは、外部講師の講義につい

ての満足度が 5.0 点満点中平均

4.3 点となり、高い質を保って実

施できたことが確認できた。 

学習管理システムでは、マニュ

アル整備など運用側のサポートを

厚くすることで、高度な知識やス

キルを身につける環境の充実を図

った。 

職員向け講演会を 3 回実施し、

いずれも 100 名を超える多数の聴

講があったことに加え、事後のア

ンケートにおいても有意義と回答

した職員が 9 割以上となり、幅広

い知識取得の機会を向上させた。 

個人のスキルアップと組織全体

の技術力の底上げを目指す取組と

しての SUP では、3 年目となる既

存の系統で安定した運営が図れた

ことに加え、新たに船舶技術系統

の SUP を構築し、スキルの習得状

況を可視化する取組として効果的

な運用の実施と更なる拡充が図れ

ている。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を達成している

と考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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た。 

学習管理システム（e ラーニン

グ講座など）では内容の拡充を継

続し、学ぶ機会と習得できる知識

を増やすことにより職員のスキル

向上推進を図った。 

人材育成に関する講演会では、

スキルノウハウの承継を図るため

先輩職員から現役職員へメッセー

ジを伝える講演会を１回開催、ま

た、多角的な視野の獲得を目的と

した有識者による講演会を 2 回開

催し、機構業務に必要な知識を広

く深く得る機会とした。 

制度導入 3 年目となる「スキル

アッププログラム（SUP）」につい

ては、前年度の取組結果より課題

となった項目（専門スキルの新設

等）の改善に向けた検討を行い、

制度のブラッシュアップを行っ

た。 
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

１０． （３）広報・情報公開の推進 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

Ⅱ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 （３）広報・情報公開の推進 

独立行政法人に求められる業務

運営の透明性を確保するため、業

務内容、役職員の給与水準、入札

結果や契約の情報、財務の状況等

について、ホームページ等で適切

に公表するとともに、大規模プロ

ジェクトに求められるアカウンタ

ビリティ（説明責任）の重要性を

踏まえ、主な業務の実施状況につ

いて、多様な発信手段を活用して

タイムリーに情報発信を行う。 

また、機構の業務に対する国民の

理解を深め、機構の認知度を向上

することにより、人材の確保や事

業を円滑に進めることが可能とな

ることから、対外的な情報発信力

の強化に取り組み、関係機関とも

連携して、戦略的広報を推進する。 

（３）広報・情報公開の推進 

独立行政法人に求められる業務

運営の透明性を確保するため、業

務内容、役職員の給与水準、入札

結果や契約の情報、財務の状況等

について、ホームページ等におい

て分かりやすく公表するととも

に、大規模プロジェクトに求めら

れるアカウンタビリティ（説明責

任）の重要性を踏まえ、主な業務

の実施状況について適切かつタイ

ムリーに情報発信を行う。 

また、機構の業務に対する地元

関係者をはじめとした国民の理解

を深め、機構の認知度を向上させ

ることにより、事業の円滑な推進

や人材の確保を図ることを目的

に、例えば、機構が手掛ける各種

プロジェクトに係る内容やそのプ

ロセス、さらには技術面での対応

を紹介するなどにより、対外的な

情報発信を強化する。併せて、関

係機関とも連携し、SNS 等多様な

発信手段の活用を図り、それぞれ

のターゲット層に応じたコンテン

ツを展開するなど、戦略的広報を

推進する。 

（３）広報・情報公開の推進 

独立行政法人に求められる業務

運営の透明性を確保し、大規模プ

ロジェクトに求められるアカウン

タビリティ（説明責任）を果たす

ため、以下の施策を実施する。 

・業務内容、役職員の給与水準、

入札結果や契約の情報、財務の状

況等について、ホームページ等に

より、分かりやすく公表  

・主な業務の実施状況について、

ホームページ、X、YouTube、広報

誌等により、適切かつタイムリー

な情報発信  

また、機構の業務に対する地元

関係者をはじめとする国民の理解

を深め、機構の認知度を向上させ

ることにより、事業の円滑な推進

や人材の確保を図るため、関係機

関とも連携しつつ、戦略的広報を

推進する。具体的には、以下の施

策を実施する。  

・北海道新幹線（新函館北斗・札

幌間）の工事内容、北陸新幹線（敦

賀・新大阪間）の調査、鉄道災害

への支援、船舶建造等における技

術支援、サステナビリティの取組

等について、ホームページ、SNS等

多様な発信手段を活用し、ターゲ

ット層に応じたコンテンツを展開  

＜評価の視点＞ 

・業務内容、財務状況等について、

ホームページ等において分かりや

すく公表したか。 

・主な業務の実施状況について適

切かつタイムリーに情報発信を行

ったか。 

・対外的な情報発信を強化した

か。 

・関係機関と連携し、SNS等多様な

発信手段の活用を図り、ターゲッ

ト層に応じたコンテンツを展開す

るなどの戦略的広報を推進した

か。 

＜主要な業務実績＞ 

【業務運営の透明性の確保】 

業務内容、役職員の給与水準、

入札結果や契約情報、財務状況、

外部有識者による委員会の審議事

項等アカウンタビリティに係る情

報について、ホームページ等にお

いて分かりやすく公表した。また、

ホームページはトップ画面を刷新

し、ページ構成のプルダウンメニ

ューを追加することで、一般の方

などユーザーが知りたい情報に辿

り着きやすいように改修した。〔図

10-3-1〕 

 

【戦略的広報の推進】 

 部内外と連携して取り組み、機

構の業務に対する地元関係者の理

解促進を図った。 

○主な事業の実施状況の発信 

主な事業の実施状況について

は、ホームページ、広報誌、SNSを

活用し、対外的な情報発信を強化

した。広報誌においては技術者等

の“働く人”にスポットを当てた

記事を増やし、デジタルブックや

紙面と YouTube を連動させた現場

レポートを掲載したほか〔図 10-

3-2〕、関係機関との広報連携にお

いては、JR北海道車内誌への記事

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠： 

北海道新幹線（新函館北斗・札

幌間）及び北陸新幹線（敦賀・新

大阪間）をはじめ、船舶共有建造

や建設 DXなどの実施状況、鉄道技

術の紹介について、ホームページ、

広報誌、SNSを活用し、タイムリー

かつ継続的に情報発信した。 

特に、以下に記載する事項につ

いて力を入れて取り組んだ。 

地域住民や関係者の関心・ニー

ズを踏まえ、ホームページのデザ

イン等を刷新して視認性及び操作

性、アクセス性を向上させた結果、

刷新前と比べて総訪問者数が約

11％増加するとともに、北海道新

幹線（新函館北斗・札幌間）プロ

ジェクトの紹介ページは約 49％、

北陸新幹線（敦賀・新大阪間）の

紹介ページは約 78％も訪問者数

が増加した。 

北海道新幹線の工事進捗月報の

公表について前年度から継続して

X への投稿に取り組んだ結果、今

年度の平均閲覧回数は前年度と比

較して 5 倍以上を獲得するなど、

情報到達度の向上に大きく貢献し

た。 

Ｂ 
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・北海道旅客鉄道株式会社と連携

し、車内誌を活用した情報発信 

掲載、北海道エアシステム機内誌

への記事掲載、日本航空との広報

グッズ制作、地質研究機関との北

陸新幹線ジオ鉄マップの制作を行

った。〔図 10-3-3〕 

○SNS の有効活用 

YouTube においては、北海道新

幹線の 150mレール輸送や難工事、

新幹線技術の紹介、船舶建造の監

督業務、建設工事アーカイブなど、

より幅広い方々に閲覧してもらえ

るよう多様なコンテンツを提供し

た。〔図 10-3-4〕 

X においては、北海道新幹線の

進ちょく状況、共有船の進水・竣

工の様子などタイムリーに情報発

信するとともに、投稿日にまつわ

る機構事業に関するトリビア（「今

日は何の日」）を投稿した。 

また、北海道新幹線においては

地方機関で専用 Instagram を運用

し、より地元に密着した詳しい情

報を発信した。〔図 10-3-5〕 

こうした視聴者を意識した SNS

の取組により、各媒体のフォロワ

ー数を着実に増やした。 

○イベント・見学会等の地域にお

ける取組 

 北海道新幹線においては、事業

に対する理解促進のため、自治体

等主催イベントへの参画や現地で

見学会を実施し、積極的に地域住

民と直接コミュニケーションする

場を設けた。また、北陸新幹線及

び西九州新幹線においては、機構

の開業実績を PRするため、各地で

イベントへの参画を強化した。 

〔図 10-3-6〕 

 

【メディアとの連携】 

広報誌については、各プロジェ

クトや技術内容を多くの方により

分かりやすく届けるため、ドロー

ンを活用し従来にない構図の表紙

としたり、新たなコーナーの設置

を含め現場職員に密着した記事内

容等に刷新した。 

YouTube については、職員の自

主制作を中心に 9 本公開して着実

にフォロワー数を伸ばした。多く

関心が寄せられている北海道新幹

線では羊蹄トンネルについては岩

塊出現の対策から中間立坑の到達

までの過程を映像を使って丁寧に

解説し、150mレールの貨物鉄道に

よる輸送（福岡県北九州市・北海

道長万部町間）については輸送要

員や溶接技術者の人手不足解消、

工程短縮等の効果を伝えるなど、

ニーズに応じた情報提供や各種コ

ンテンツを展開することで、閲覧

者・視聴者の機構事業への関心や

理解を高めることにつなげた。 

さらに、プレスリリース、報道

公開、取材対応に積極的に取り組

み、記者ブリーフィングやプッシ

ュ型により戦略的に情報提供する

ことで、メディアに広く取り上げ

てもらい情報発信の強化を実現し

た。特に、NHKのテレビ番組「新プ

ロジェクト X」では、2015 年 3 月

年開業の北陸新幹線（長野・金沢

間）において機構が各関係者と協

力しながら着工を実現させ、掘削

に難航した飯山トンネルを技術力

で克服する姿が描かれ、SNS を中

心にトンネル工事の難しさや技術

者の苦労に対し大きな反響を得た

と共に機構の技術者集団としての

存在意義を PRすることができた。 
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北海道新幹線の事業進捗（トン

ネル貫通、レール溶接開始、札幌

車両基地壁面デザイン決定等）、内

航船の技術支援に関する取組、機

構の各種業務実績について、プレ

スリリース 36件、報道公開 5件を

実施した。また、取材や寄稿依頼

に積極的に対応し、機構の活動を

新聞・テレビ等のメディアに広く

取り上げてもらうよう取り組ん

だ。〔図 10-3-7〕 

 

【認知度向上に向けた取組】 

機構の認知度向上を図るため、新

たな取組として、コレクションカ

ードである「JRTTカード」及び子

供向け学習コンテンツである

「JRTT コネクト隊」を制作した。

また、子供向けイベントへの出展、

広報グッズや採用活動を意識した

組織 PRポスターの制作により、若

年層や一般層をターゲットとした

コミュニケーションの機会を増や

し親しみやすさの醸成に取り組ん

だ。〔図 10-3-8〕 

 

加えて、関係機関との広報連携

を拡大し、北海道エアシステムや

地質研究機関との協働実績をつく

った。 

一般層に機構が建設・建造した

鉄道や船舶に興味を持ってもらう

ためのコレクションカード「JRTT

カード」を制作したり、将来を担

う小学校中学年以上をターゲット

とした子供向け学習コンテンツ

「JRTTコネクト隊」を制作してイ

ベント配布やホームページ公開を

行うなど、新たな広報施策を展開

した。また、子供向けイベントと

して「こども霞が関見学デー」に

出展しパネルによる北海道新幹線

の紹介や実物のレールを触っても

らう体験等を実施し好評を得た。 

戦略的広報として、これら一連

の取り組みを推進し、機構の業務

に対する地元関係者や国民の理解

を促進するとともに幅広い層の認

知度向上につなげた。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を上回る成果を

得られたものと考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

１０． （４）環境への配慮 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

Ⅱ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 （４）環境への配慮 

機構の業務運営に当たっては、

環境負荷の低減、環境の保全につ

いて配慮するとともに、自然環境

保全対策、地球温暖化対策等に努

める。 

また、職員に対する研修等の実

施により、組織全体として環境に

対する意識の向上に努める。 

（４）環境への配慮 

鉄道や船舶は環境負荷の低い、

グリーン性を有する輸送機関であ

ることから、これらの整備を着実

に推進していくとともに、事業実

施に当たっては、最新技術や豊富

な実績に基づく知見・ノウハウを

活用し、環境負荷低減に資する取

組を積極的に実施する。 

具体的には、「地球温暖化対策計

画（令和３年１０月２２日閣議決

定）」等を踏まえて機構で定める

「第５期環境行動計画」に基づき、

事業実施時において、温室効果ガ

ス（CO2）排出量削減に向けた取組

や生物多様性の保存のための対策

などを推進する。なお、これらの

取組の状況や成果については、「環

境報告書」を毎年度作成の上、公

表する。 

また、組織全体として環境への

知識・意識を向上させることを目

的に、研修等を実施する。 

 

（４）環境への配慮 

機構で定めた「第５期環境行動

計画」（令和５年３月）に基づき、

事業の実施における温室効果ガス

（CO2）排出量の削減に向け、以下

の施策を実施する。  

・各部門における温室効果ガス

（CO2）排出量削減に係る目標の達

成に向け、部門ごとに策定したロ

ードマップを基にした取組  

・取組の実施に当たっては、国の

環境関連政策の状況や世の中にお

ける技術動向等を踏まえ、必要に

応じて、新たな施策の導入につい

て積極的に検討  

・各部門の長で構成する「環境コ

アメンバー会議」において各部門

の取組の進捗を管理  

全ての役職員の環境に対する知

識を深め、意識を高めることを目

的に、以下の施策を実施する。  

・環境に関する研修（ｅラーニン

グ）  

・外部講師を招いた環境セミナー

の開催  

・各部門における環境配慮の取組

や事務所における CO2 排出量の見

える化（機構内周知）  

機構の環境・社会貢献面での取

組を世の中に幅広く訴求するた

＜評価の視点＞ 

・以下に記載の必要な取組を行

い、環境負荷低減に資する取組を

実施したか。 

-第５期環境行動計画に基づき、事

業実施時において、温室効果ガス

（CO2）排出量削減に向けた取組や

生物多様性の保存といった環境負

荷低減に資する対策を積極的に実

施したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

-機構における環境対策の取組状

況や成果を盛り込んだ「環境報告

書」を作成し、ホームページ等を

活用して公表したか。 

-組織全体として環境への知識・意

識を向上させることを目的に、研

修等を実施したか。 

＜主要な業務実績＞ 

・第 5 期環境行動計画（令和 5 年

3月）に基づき、事業の実施におけ

る温室効果ガス（CO2）排出量削減

に向けた取組や生物多様性の保存

といった環境負荷低減に資する施

策を推進した。各部門においては、

部門ごとに策定したロードマップ

を踏まえ、事業特性や業務内容に

応じた削減施策への取組を実施し

た。 

・これらの取組の進捗管理を行う

ため、各部門の長で構成する「環

境コアメンバー会議」を年 2回（5

月及び 11月）開催し、各部門にお

ける CO2 排出量削減目標の達成状

況や課題について共有・検討を行

った。 

・全役職員の環境に対する知識及

び意識の向上を目的として、環境

に関する e ラーニング研修（令和

7年度 GX(環境負荷低減）に係る業

務研修）を実施するとともに、外

部講師を招いた環境セミナー（モ

ビリティ・マネジメントの概要と

ポイント）を開催した。〔写真 10-

4-1〕 

・各部門における環境配慮の取組

内容を掲載した「環境報告書

2025」を外部及び機構内部にも周

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

根拠： 

各事業部門及びオフィス部門に

おいて第 5 期環境行動計画に基づ

く取組を着実に実施するととも

に、部門横断的な進捗管理の枠組

みである「環境コアメンバー会議」

により施策の進捗管理や課題整

理、今後の対応方針の検討を行う

ことで、組織内における各種取組

の充実を図った。充実した具体施

策としては、鉄道建設部門の取組

の全職員向けの周知や、CO2 排出

削減に寄与する工事の推進に関す

る基準類制定・発出等が挙げられ

る。 

また、全役職員を対象とした環

境に関する e ラーニング研修及び

外部講師による環境セミナーを実

施し、それぞれ受講率 81.0%、満足

度 96.2%を確保するなど、組織全

体として環境への知識・意識の向

上に顕著な成果を上げ、職員一人

ひとりが自らの業務と環境配慮と

の関係を意識する契機となった。

加えて、CO2 排出量の経年変化を

グラフ化するなど、環境配慮の取

組状況の見える化を進めること

で、職員が各部門の状況を客観的

Ｂ 
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め、以下の施策を実施する。  

・若年層を含めた外部の者に機構

の取組がわかりやすく伝わるよ

う、「環境報告書２０２５」（概要

版リーフレットを含む）等を作成・

公開  

・鉄道建設や船舶共有建造等の事

業における環境負荷低減の取組を

取り上げた「環境 YouTube」の制

作・公開  

・現場見学会等を通じた、機構の

事業実施における環境配慮の取組

の紹介及び地域社会との対話等 

知するとともに、オフィスにおけ

る CO2 排出量の状況について、経

年の変化がわかるようグラフによ

り見える化を行った上、イントラ

にて機構内へ周知した。 

・機構の環境・社会貢献面での取

組を対外的に発信するため、「環境

報告書 2025」を作成の上、9 月に

ホームページへ公開し、計画どお

り対外発信を行った。〔図 10-4-1〕 

・若年層を含む幅広い層に対し

て、機構の環境への取組が広く伝

わるよう、カラフルで親しみやす

いイラスト等を活用し、若年層に

も分かりやすい構成とした「JRTT

エコ発見！マップ」を新たに作成

し、沿線住民の方々やステークホ

ルダーに配布した。〔図 10-4-2〕 

・動画コンテンツを活用した発信

を行うため、物流 GX分野での貸付

先企業における環境配慮への取組

を題材とした「環境 YouTube」の制

作に取り組んだ。 

・職員一人一人が環境への配慮を

意識し、また関係する皆様と協働

して持続可能な未来に向けて歩ん

でいきたい、という想いを表した、

環境への取組に対するコミットメ

ントを表すスローガン「Go Green 

with you」を新たに設定し、あわ

せてスローガンを資料等で使用す

る際のロゴマークも制定した。〔図

10-4-3〕 

・現場見学会等を通じて、実際の

事業現場における環境配慮の取組

を紹介した。 

に把握し、環境配慮への関心向上

に寄与した。 

対外的な発信においては、「環境

報告書 2025」の作成・公表に加え、

若年層にも分かりやすく伝えるこ

とを目的とした「JRTTエコ発見！

マップ」を新たに作成・配布する

など、情報発信手法の高度化を図

った。その結果、前年度の環境報

告書と比較し約 1.8 倍の部数を配

布しより多くの人に機構の環境へ

の取組を周知することができた。

さらに、物流 GX分野をテーマとし

た環境 YouTube の制作に取り組み

対外発信の幅を拡大するととも

に、スローガン「Go Green with 

you」の設定に当たっては、職員か

ら案を募集し、取組のプロセスに

おいても職員の意識統一を図るな

ど、計画にない取組も積極的に展

開した。 

これらの取組により、令和 7 年

度は年度計画に定めた施策を着実

に実施するにとどまらず、職員の

意識改革、情報発信手法の多様化・

高度化といった質的な向上を実現

すると共に、より多くの方へ機構

の環境への取組を周知することが

できた。 

以上のことから、年度計画等に

おける所期の目標を上回る成果を

得られたものと考えられる。 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

１０． （５）施設及び設備に関する計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

Ⅱ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 ― （５）施設及び設備に関する計画 

該当なし 

（５）施設及び設備に関する計画 

該当なし 

＜評価の視点＞ 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

評定 

 

Ⅰ 当事務及び事業に関する基本情報 

１０． （６）機構法第１８条第１項の規定により繰り越した積立金（同条第５項の規定により第１項の規定を準用する場合を含む。）の使途 

当該項目の重要度、難易度 ― 

 

Ⅱ 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大

臣によ

る評価 

業務実績 自己評価 

 ― 

 

（６）機構法第１８条第１項の規

定により繰り越した積立金（同条

第５項の規定により第１項の規定

を準用する場合を含む。）の使途 

 

・建設勘定 

過去に会社整理及び施設譲渡が

行われた譲渡線並びに貸付料の回

収が一部行われなかった貸付線に

係る繰越欠損金であって、機構法

附則第２条第４項の規定により機

構への承継時に資本剰余金と相殺

されたものの補填 

 

（６）機構法第１８条第１項の規

定により繰り越した積立金（同条

第５項の規定により第１項の規定

を準用する場合を含む。）の使途 

 

・建設勘定 

過去に会社整理及び施設譲渡が

行われた譲渡線並びに貸付料の回

収が一部行われなかった貸付線に

係る繰越欠損金であって、機構法

附則第２条第４項の規定により機

構への承継時に資本剰余金と相殺

されたものの補填 

 

＜評価の視点＞ 

― 

＜主要な業務実績＞ 

・建設勘定  

実績なし  

 

・地域公共交通等勘定 

令和 7 年度における前中期目

標期間繰越積立金（機構法第 18

条第 1 項の規定により繰り越さ

れた積立金）の取崩額は 0.2 百

万円であり、前中期計画期間終

了までに自己収入財源で取得

し、今中期計画期間に繰り越し

た固定資産の減価償却に要する

費用等に充当した。  

＜評定と根拠＞ 

― 

 

＜課題と対応＞ 

― 
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・地域公共交通等勘定 

前中期計画期間終了までに自己

収入財源で取得し、本中期計画期

間に繰り越した固定資産の減価償

却に要する費用等への充当 

 

・助成勘定 

前中期計画期間終了までに自己

収入財源で取得し、本中期計画期

間に繰り越した固定資産の減価償

却に要する費用等への充当 

・地域公共交通等勘定 

前中期計画期間終了までに自己

収入財源で取得し、今中期計画期

間に繰り越した固定資産の減価償

却に要する費用等への充当 

 

・助成勘定 

前中期計画期間終了までに自己

収入財源で取得し、今中期計画期

間に繰り越した固定資産の減価償

却に要する費用等への充当 

 

・助成勘定 

令和 7 年度における前中期目

標期間繰越積立金（機構法第 18

条第 1 項の規定により繰り越さ

れた積立金）の取崩額は 0.6 百

万円であり、前中期計画期間終

了までに自己収入財源で取得

し、今中期計画期間に繰り越し

た固定資産の減価償却に要する

費用等に充当した。 

 

 

 



令和７年度業務実績等報告書（別紙）

令和８年６月



３．（１）① 整備新幹線整備事業

図3-1-1-3 EVM（Earned Value Management）のイメージ

EVM 管理図（イメージ）

計画執行高（PV） 実行済額（AC） 執行完了高（EV）

現
在

工
事
費
（
契
約
ベ
ー
ス
）

事業期間

実行済額（AC）
契約等により発生

した実際の費用
執行完了高（EV）

PVで計上した工事のうち
契約等を完了した額（計画

の達成度合い）

計画執行高（PV）
 実行目標割付額の契約
予定額累計

・工程と事業費を評価軸で定量的に管理する手法
・評価指標は、工程に関するSPIと執行高に関するCPI
・SPI（EV/PV）,CPI（EV/AC）の閾値は90～110％

図3-1-1-2 鉄道技術センターによる支援体制図3-1-1-1 北海道新幹線建設局の組織体制

【特命事項とする担当課長配置の目的】
・優先度の高い課題に迅速かつ集中的に対応し、業務を推進するため

札幌建設事務所小樽建設事務所

後志建設事務所

長万部建設事務所

北斗建設事務所

北海道新幹線
(新函館北斗・札幌)
線路延長：約212km

八雲建設事務所

1

※R7業務実績等報告書P4～6

図3-1-1-4 BIM／CIMモデルの活用例（3D）



３．（１）① 整備新幹線整備事業

写真3-1-1-3 カーボンニュートラル試行工事における取組例

写真3-1-1-1 携帯不感地での遠隔臨場の実施
（北海道新幹線、渡島トンネル（上二股））

ソーラーパネルの活用

環境対策型建設機械の使用

2

写真3-1-1-2 鉄道盛土におけるICT施工（土工）の検討
（北海道新幹線、八雲保守基地）

ドローンによる
地上高計測

ドローン写真計測による締固め達成度の合否分布の例

10回転圧時

OK

NG

4回転圧時

OK

NG

※R7業務実績等報告書P6～9

写真3-1-1-4 長尺ボーリングの施工状況

165km008m付近
作業坑

長尺ボーリング作業箇所

本坑

札幌方新函館北斗方

トンネル掘削

長尺ボーリング

作業坑

長尺ボーリング方
向

トンネル前方の地質状況を早期に把握



３．（１）① 整備新幹線整備事業

写真3-1-1-6 150mレールの貨物鉄道運搬

150mロングレールの導入
（レールを長大化することによる現地の溶接作業の効率化）

写真3-1-1-5 工程短縮策（冬季施工）

3

雪覆いの中を
暖めるヒーター

図3-1-1-5 札幌車両基地壁面デザイン

※R7業務実績等報告書P9～10

図3-1-1-6 北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）の主な業務内容

工事計画
の策定

地元説明会 環境調査

用地取得
※取得率97%

設計
※主に設備工事

土木工事
（トンネル・橋りょう等）

軌道工事 電気設備工事

建築工事 機械設備工事
開業に向けた

機能確認
開業

：令和7年度の主な業務内容



３．（１）② 鉄道建設業務に関する技術力を活用した工事の実施

写真3-1-2-1 トンネル工事の状況
（中央アルプストンネル（山口））

4
写真3-1-2-2 橋りょう工事の状況（１）
（釜無川橋りょう他 釜無川橋りょう）

写真3-1-2-3 橋りょう工事の状況（２）
（釜無川橋りょう他 常永川橋りょう）

図3-1-2-1 中央新幹線の工事受託範囲

※R7業務実績等報告書P12



３．（１）③ 鉄道建設業務に関する技術力を活用した支援（a）自然災害からの復旧支援

写真3-1-3-2 のと鉄道での調査隊活動に対する石川県知事からの感謝状授与

図3-1-3-1 被災調査支援活動員の事前任命名簿（イメージ）

写真3-1-3-7 ドローンの飛行訓練

令和●年度　被災調査支援活動員名簿 令和●年●月●日

土木 軌道 機械 建築 電気 ロジ 広報

○○○○○・・・・・ ▼▼▼▼ ○○ ○○ ●●年●月●日 ○ 技術士(・・・)

○○○○○・・・・・ ▼▼▼▼ ○○ ○○ ●●年●月●日 ○ ○ 一級土木施工管理技士 ◆◆、□□

○○○○○・・・・・ ▼▼▼▼ ○○ ○○ ●●年●月●日 ○ ○

○○○○○・・・・・ ▼▼▼▼ ○○ ○○ ●●年●月●日 ○

○○○○○・・・・・ ▼▼▼▼ ○○ ○○ ●●年●月●日 ○ △△

○○○○○・・・・・ ▼▼▼▼ ○○ ○○ ●●年●月●日 ○

○○○○○・・・・・ ▼▼▼▼ ○○ ○○ ●●年●月●日 ○ 鉄道設計技士(・・・)

○○○○○・・・・・ ▼▼▼▼ ○○ ○○ ●●年●月●日 ○ 一級建築士 ◇◇、◎◎、◆◆

○○○○○・・・・・ ▼▼▼▼ ○○ ○○ ●●年●月●日 ○

○○○○○・・・・・ ▼▼▼▼ ○○ ○○ ●●年●月●日 ○

任命日 派遣実績所属 職名 氏名
技術職種別

UAV 保有資格
事務職種別

国土交通省からの調査隊の派遣要
請に対し、被災調査支援活動員を事
前任命（左上図）するとともに、派
遣要請を想定した訓練（右写真上）
を行い、調査隊を速やかに編成・派
遣できるように備えた。

調査隊活動で、ドローンを飛行さ
せる技能向上及びその安定的な運用
を図るための訓練及び研修等（右写
真、下表）を実施。

感謝状

写真3-1-3-3 関係機関との意見交換

写真3-1-3-4 関係業界団体との災害協定締結 写真3-1-3-6 3次元測量機器

感謝状贈呈式

能登半島地震で被災したのと鉄道の調査隊の活動（令和6年1月）が評価され石川県知事
から感謝状を授与（令和7年12月）。のと鉄道の早期復旧に寄与した。

被災した地域鉄道の迅速な災害復旧等を連携して進
めるため、関係業界団体と災害協定を締結。

現地調査の効率化等が期待
できる3次元測量機器を導入。

北陸地方整備局

北陸地質調査業協会

写真3-1-3-1 調査隊の派遣要請に係る訓練状況

災害協定等を活用し、関係機関と防災に関係した取
組の意見交換や情報交換を実施。

（参考）主な訓練・研修・講習名

ドローン飛行資格研修

民間ドローン研修

ドローン飛行訓練

ドローン二等資格講習

リモートセンシング講習会

鉄道総研防災研修

鉄道総研維持管理研修

3次元測量技術研修

これまでに13名が受講※重複除く
（令和１０年度までに目標約５０名） 5

表3-1-3-1 訓練・研修等受講状況

調査隊の活動員3名が、二等無人航
空機操縦士の国家資格に合格。調査隊
員の技能向上を図った。

写真3-1-3-5 無人航空機操縦士証

※R7業務実績等報告書P13～15



支援先 受託内容

中小民鉄 設備修繕計画策定への支援（全体補修計画）

第三セクター鉄道 設備修繕計画策定への支援（全体補修計画）

中小民鉄 設備修繕計画策定への支援（全体修繕計画）

第三セクター鉄道 設備修繕計画策定への支援（全体補修計画）

中小民鉄 設備修繕計画策定への支援（全体補修計画）

中小民鉄 設備修繕計画策定への支援（全体補修計画）

第三セクター鉄道 設計技術支援（橋梁耐荷力照査）

大手民鉄 活性化検討支援（ローカル線持続化検討）

中小民鉄 活性化検討支援（ローカル線持続化検討）

地方公共団体 交通計画に係る支援（鉄道全般への助言）

受託件数合計：１0件 ※令和6年度は11件

うち、５件は「地域鉄道メンテナンス体制強化事業」補助（全国で計12件）の対象

３．（１）③ 鉄道建設業務に関する技術力を活用した支援（b）施設の老朽化などの社会的課題に対する支援等

支援先 支援内容

中小民鉄 踏切設備改良に関する相談

地方公共団体 設備修繕計画策定に関する相談（２件）

第三セクター鉄道
高架橋コンクリートはく落事象に関する相談
トンネルの補修に関する相談

地方公共団体 大規模修繕検討に関する相談（２件）

地方公共団体 LRT化検討に関する相談

第三セクター鉄道 旅客化に関する相談

中小民鉄
新駅設置工事（基礎）に関する相談
既存駅の空調設備に関する相談

第三セクター鉄道 軌道回路更新手順に関する相談

中小民鉄 既存換気設備に関する相談

中小民鉄 土木構造物の維持管理に関する相談

中小民鉄
擁壁の不具合に関する相談
変電所の不具合に関する相談

地方公共団体 運転再開に向けた相談

第三セクター鉄道 鋼製乗換こ線橋の補修事例に関する相談

中小民鉄 車両基地に設置されている断路器に関する相談

地方自治体 設備修繕計画策定に関する相談

相談件数合計：20件（相談先合計：15者）※令和６年度は１４件

表3-1-3-2 鉄道ホームドクターによる支援先及び支援内容

写真3-1-3-8 技術的支援（鉄道ホームドクター）

表3-1-3-3 技術的支援の受託案件一覧

鉄道ホームドクターの枠を超える、専門的調査や分析が必要な作業を要
する鉄道事業者等からの相談について、例えば、施設の現地調査を行い、
必要となる修繕工事の内容や優先順位について助言を実施する等、修繕計
画策定を支援。 6

鉄道ホームドクターにより、例えば、現地調査を行い、経年劣化により剥落した橋
脚のコンクリートの補修方法について簡易な助言を実施する等、鉄道事業者等からの
相談に対応。

6
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３．（１）③ 鉄道建設業務に関する技術力を活用した支援（b）施設の老朽化などの社会的課題に対する支援等

表3-1-3-4 協会、運輸局主催会議への参加数

写真3-1-3-10 中国地方鉄道協会 技術委員会

図3-1-3-2 技術的支援PR資料（一例）

写真3-1-3-9 地方鉄道に関する情報交換会

写真3-1-3-12 出向経験者による業務報告会

写真3-1-3-11 地域鉄道事業者と情報交換会

会議名等 時期

地方鉄道情報交換会 R7.6

第三セクター鉄道等協議会 R7.7

九州鉄道協会 R7.8

中部鉄道協会 R7.9

近畿運輸局 R7.9

第三セクター鉄道等協議会 R7.10

中国地方鉄道協会 R7.11

四国鉄道協会 R7.11

関東運輸局 R7.11

関東鉄道協会 R7.12

第三セクター鉄道等道府県協議会 R8.2

計 11件

地方運輸局、第三セクター鉄道等協議会、日本民営鉄
道協会等と情報交換や意見交換会を実施し、施設保守の
実態や技術力の低下などの課題を聴取。関係者間の連携
強化を図るとともに、機構を活用した老朽化対策等にお
ける課題解決をPR。

鉄道施設の維持管理ノウハウの共有を図るため、出向
経験者による業務報告会の開催や維持管理研修を受講。

地域鉄道事業者の支援を行うため、機構の「鉄道ホー
ムドクター」、「受託業務」の取組み内容のPR活動を各
地方鉄道協会、各運輸局で実施。（左表・図）

※R7業務実績等報告書P17～18
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３．（１）③ 鉄道建設業務に関する技術力を活用した支援(c)鉄道ネットワークに係る計画策定等への支援

表3-1-3-5 令和７年度の受託調査等の実績

出典：都心部・臨海地域地下鉄構想 事業計画検討会 事業計画案
（令和4年11月、東京都）

調 査 名 委 託 者

地下鉄７号線延伸線計画調査業務（埼玉高速鉄道延伸） さいたま市

都心部・臨海地域地下鉄の検討に係る調査 東京都

道南いさりび鉄道線の橋梁架替に係る設計業務 道南いさりび鉄道（株）

阿蘇くまもと空港アクセス鉄道のルート深度化に係る調査業務 熊本県

小田急多摩線延伸の検討に係る調査業務 小田急多摩線延伸検討会

成田空港鉄道アクセス改善に係る調査に関する技術協力支援業務 成田国際空港（株）

都心部・臨海地域地下鉄 路線概要

区間：東京駅（仮称）～有明・東京ビッグサイト駅（仮称）
駅数：７駅（東京駅、新銀座駅、新築地駅、勝どき駅、晴海駅、豊洲市場駅、

有明・東京ビッグサイト駅）※駅名は全て仮称
延長：約6.1km
事業費：約4,200～5,100億円
※事業主体の保有設備等により増減（令和４年 東京都による算出値）

図3-1-3-3 受託調査業務の一例（都心部・臨海地域地下鉄の検討に係る調査業務）

8
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３．（１）④ 鉄道建設等に係る業務の質の向上に向けた取組（a）DXの推進、新たな契約・入札方式の導入等 

9
図3-1-4-4 工事円滑化・工事関係書類スリム化等ガイドラインの周知／運用

図3-1-4-2 トンネル切羽撮影とアプリ（AI切羽評価機能）への入力例

図3-1-4-3 地上移動体搭載型レーザスキャナによる出来形計測の試行
3次元骨組解析

コンクリート要素 鉄筋要素

新幹線用特殊BIM/CIMモデル

変換プログラム
（既存）

RC断面照査

B
IM

/C
IM

作
成
マ
ニ
ュ
ア
ル

デ
ー
タ
変
換

マ
ニ
ュ
ア
ル

図3-1-4-1 BIM/CIMを活用した設計のイメージ

ガイドラインの周知／運用
・機構内および工事受注者に通達等説明会を実施
・受注者は、後追い（オンデマンド）視聴も可
・説明会の動画を機構イントラHPに掲載
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分 科 会 技 術 開 発 課 題 名

第１分科会
：計画・調査

運転計画支援システムの研究開発

BIM/CIM 系統間連携における課題の抽出

トンネル維持管理を見据えたBIM/CIM構築の検討

第２分科会
：山岳トンネル

山岳トンネルの盤ぶくれに関する研究

斜面対策工の標準化に関する研究 ※

特殊地山等における山岳トンネルの合理的な設計・施工に
関する研究

AI等を用いたトンネル切羽評価手法の検討

３次元計測技術を用いた出来形計測手法の検討

合理的な山岳トンネル事前地質調査に関する研究

第３分科会
：都市トンネル

高水圧下におけるシールド発進・到達防護工に関する検討

第４分科会
：橋梁

温度変化に伴う合成桁の変状整理と対策検討

付帯構造物の合理化検討

高架橋区間の合理的な構造検討に関する研究

鉄道構造物用鋼材に対する環境負荷低減に関する検討

コンクリート構造物の充填性の確保に向けた検討

多様な指標のある構造計画の進め方に関する研究

鉄道構造物における複合構造の適用の拡大

新幹線用PPC 桁の調査と合理的な設計法の検討

設計標準の改定に伴う基礎構造物への影響検討

表3-1-4-1 令和7年度に取り組んだ技術開発テーマ一覧

３．（１）④ 鉄道建設等に係る業務の質の向上に向けた取組（b）技術開発の推進・公表 
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分 科 会 技 術 開 発 課 題 名

第５分科会
：土構造

コンクリート路盤の合理的な性能設計の検討

流動化処理土の新幹線盛土利用に関する検討

斜面対策工の標準化に関する研究 ※

第６分科会
：軌道

CAモルタルに替わる充填材及び施工方法の検討

軌道スラブ自動敷設化の開発

弾性まくらぎ直結軌道の道床コンクリートプレキャスト化
検討

第７分科会
：機械

完全密閉型ホームドアの開発

青函トンネル、列車火災検知装置、赤外線温度計カメラの
開発

レール送込み装置車のレール送出し高さを低くする検討

トンネル集塵装置の小型化の検討

第８分科会
：建築

鉄道建築構造設計の手引き（改訂）

鉄道建築物における木材利用の検討

騒音対策を考慮した旅客上家の設計に関する検討

第９分科会
：電気

北海道新幹線（函館・札幌）に使用するポイントヒーター
の調査研究

除雪車限界支障対策地上子の開発

ライフサイクルコストを考慮したトロリ線の開発・試験

※ 第２分科会と第５分科会にて共同で実施
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表3-1-4-2 令和７年度における技術開発テーマの例

３．（１）④ 鉄道建設等に係る業務の質の向上に向けた取組（b）技術開発の推進・公表 

テ ー マ 青函トンネル、列車火災検知装置、赤外線温度計カメラの開発

担 当 第７分科会（機械）

期 間 令和６年度～令和９年度

内 容

１．必要性、目的

・青函トンネルには列車輸送の安全確保のため、列車火災検知装置（以下

「火検」と示す。）を設置し、高速で通過する列車の側面温度を非接触

で測定することで列車の異常発熱（列車火災）を検知する地上システム

であり、上下線で計8 箇所の検知点に設備している。

・ 火検は津軽海峡線開業から34 年以上経過しており、これまで2 回の機

器更新工事を行ったが、火検の主要構造部となる赤外線温度計カメラの

PC 型赤外線センサーが生産中止となることから、現検知システムによ

る次回の更新ができない。

・ 既存技術を用いた新たな検知方式を開発し、現地における課題や既存シ

ステムとの取り合い、機器更新作業における課題等について検討を行い、

実用化の見通しをつけることを目的とする。

２．解決すべき課題・開発内容

・ 火災判定の基本的な方針は変更せずに高速鉄道（260 km/h）の側面を

非接触で測定する火災検知設備の開発が必要となる。

・ 温度を可視化する遠赤外線カメラやハイスピードカメラ等の汎用技術を

用いたセンサーに置換え可能か検討する。

・ 現行システムと既存技術との仕様の違いを考慮し、火災判定に伴い既存

機器の改修の必要性やその範囲についても検討を行う。また、機器更新

の方法や単年度ごとに実施可能な範囲についても検討を行う。

３．目標とする具体的効果

・ 既存技術、機器等を適用することによりコスト縮減や機器調達が容易に

なる効果を想定している。

・ 第3 回機器更新にて適用予定である。

図3-1-4-6 撮影試験結果

図3-1-4-5 火災検知装置概要図

11
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表3-1-4-3 論文投稿（「※」：専門家による査読付きのもの）

３．（１）④ 鉄道建設等に係る業務の質の向上に向けた取組（b）技術開発の推進・公表 

学会名等 投稿先 件数

（一社）日本トンネル技術協会 トンネルと地下 ※ 5

（公社）土木学会 土木学会論文集 ※ 3

（公社）土木学会 構造工学論文集 ※ 1

（一社）運輸総合研究所 運輸政策研究 ※ 1

（一社）日本鉄道施設協会、（公社）コンクリート工学会 他 日本鉄道施設協会誌、コンクリート工学 他 48

計 58

機 関 名 受 賞 名 題 目

（公社）コンクリート工学会
第47回コンクリート工学年次大会

年次論文奨励賞
• 凍害危険度の高い寒冷地に建設する北海道新幹線（新函館北斗・札幌

間）の空気量の確保を目指した配合の検討

（公社）地盤工学会
第60回地盤工学研究発表会

優秀論文発表者賞
• 礫支障・硬質地盤における鋼管ソイルセメント杭の試験施工と補助工法

（公社）土木学会 第80回年次学術講演会 優秀講演者賞
• トンネル掘削時の管理基準値に用いる限界ひずみに関する一考察

• 日本最大級深度のニューマチックケーソン工法による沈下掘削管理

（一社）鉄道建築協会 第40回建築技術会 優秀賞
• 北海道新幹線のトンネルに近接した駅の旅客上家における圧力変動及び

風速の検討

（一社）日本鉄道電気技術協会
第39回鉄道電気テクニカルフォーラム

電力部門 最優良賞
• 高速化に対応する新規コネクタの開発

（公社）プレストレストコンク
リート工学会

第34回プレストレストコンクリートの発展
に関するシンポジウム 優秀講演賞

• 北海道新幹線におけるPCaセグメントPCU形桁の製作

表3-1-4-5 論文投稿・発表に対する受賞実績

学会名等 発表先 件数

（公社）土木学会 第35回トンネル工学研究発表会 ※ 5

（公社）プレストレストコンクリート工学会 第34回プレストレストコンクリートの発展に関するシンポジウム ※ 4

（公社）コンクリート工学会 第47回コンクリート工学年次大会 ※ 1

国際トンネル協会（ITA） WTC2025 ※ 1

（公社）土木学会、（一社）日本鉄道施設協会 他 第80回年次学術講演会、第39回総合技術講演会 他 63

計 74

表3-1-4-4 論文発表（「※」：専門家による査読付きのもの）
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３．（１）④ 鉄道建設等に係る業務の質の向上に向けた取組（b）技術開発の推進・公表 

分類 演 題 講演者所属

第1日 令和7年10月15日（水）

トンネル 押出し性地山のトンネルにおける円形支保工の適用 ～北海道新幹線、渡島トンネル（南鶉工区）～ 北海道新幹線建設局

機械 開業前の機能確認が1冬期に制限された消雪設備の検証 ～北陸新幹線（金沢・敦賀間）～ 鉄道技術センター

軌道 北海道新幹線向け150mレール貨物鉄道輸送 鉄道技術センター

トンネル
狭隘な山間部に位置する河川との小土被りかつ破砕帯条件下でのトンネル施工

～中央アルプストンネル（尾越）～
関東甲信工事局

電気 送着電施設を必要としない短絡形列車防護スイッチの実現 鉄道技術センター

維持管理 青函トンネルの維持管理における取り組み 北海道新幹線建設局

用地 信託財産となっている土地の権利取得に関する検討 本社

建築 札幌車両基地における景観に配慮した住民参加型デザイン決定プロセス 北海道新幹線建設局

地域鉄道支援 地域鉄道支援業務 鉄道技術センター

第2日 令和7年10月16日（木）

土構造 建設発生土受入地の標準的な設計・施工基準の策定 ―令和6年度終了技術開発課題― 鉄道技術センター

電気 高速化に対応する電車線路設備の調査研究 ―令和6年度終了技術開発課題― 鉄道技術センター

プロジェクト 地域の事情等に配慮して実施した様々な工程短縮 ―北陸新幹線（金沢・敦賀間）― 北陸新幹線建設局

プロジェクト 整備新幹線の開業効果 ～九州新幹線（武雄温泉・長崎間）、北陸新幹線（金沢・敦賀間）～ 本社

表3-1-4-6 機構本社技術研究会の演題

表3-1-4-7 機構各地方機関等における業務研究発表会の実績

支社・建設局名 開催日 講演数

北海道新幹線建設局 令和7年7月31日 16

北陸新幹線建設局 令和7年7月29日 8

関東甲信工事局 令和7年8月6日 4

計 28

写真3-1-4-1 技術研究会発表の様子
13

※R7業務実績等報告書P24



３．（１）④ 鉄道建設等に係る業務の質の向上に向けた取組（b）技術開発の推進・公表 

団体名 受賞名 業績名等

The Watford Group
Burnel Award / Award（優秀賞） 長崎駅

Burnel Award / Commendation （奨励賞） 嬉野温泉駅

（公社）土木学会 土木学会技術賞（Ⅰグループ）
ニューマチックケーソン工法の世界最大深度への挑戦
－中央新幹線、上小山田非常口－

（一社）日本鋼構造協会 業績賞 高水圧に対応した外殻先行型トンネル構築工法による大断面トンネルの構築

（一社）日本建設業連合会 日建連表彰 第6回土木賞 北陸新幹線、深山トンネル他

（一社）日本鉄道電気技術
協会

鉄道電気技術賞 送着電施設を必要としない列車防護スイッチの実現

文部科学省
科学技術分野の文部科学大臣表彰
創意工夫功労者賞 ※

基準器測量方法の改良（1名）

（公社）土木学会 技術功労賞 ※ ―（1名）

（一社）日本鉄道施設協会 技術賞 ※ ―（2名）

表3-1-4-8 令和7年度の受賞実績一覧（団体・※：個人）

表3-1-4-9 令和7年度の主な受賞実績の概要

学協会名 The Watford Group

テーマ
Burnel Award 

Award（優秀賞） 長崎駅
Commendation（奨励賞） 嬉野温泉駅

内 容

ワトフォード会議は駅舎や鉄道システムなどを中心に国境を越えた議論や意見交換を通じ
て鉄道のさらなる発展を目指す、世界約20か国と50を超える鉄道関連団体が参加する国際会
議である。

長崎駅は、海への視線の抜けを演出する三次元的な上家や、来訪者を柔らかな光で迎え入
れる膜屋根、山と海に囲まれた長崎市街の中心に位置する駅とまちとの劇場関係を創り出す
透明感のあるガラススクリーンなどが特徴である。新幹線と在来線の一体的なデザインが評
価され、Award（優秀賞）の受賞となった。

また、嬉野温泉駅は、焼物を用いた細い縦格子や軒の深い切妻屋根などの和の構成によっ
て、歴史ある嬉野の湯宿の装いを表現している。高架駅を如何に都市環境に溶け込ませるか
という課題に対し、構造や形状、材料の組み合わせにより生み出された美しい調和が評価さ
れ、Commendation（奨励賞）を受賞した。
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写真3-1-4-2 長崎駅外観(上)と嬉野温泉駅(下)
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資格名称 令和7年度資格取得者数
令和7年度末現在の
資格保有者数

博士 0人 16人

技術士 1人 119人

鉄道設計技士 1人 21人

一級建築士 1人 22人

電気主任技術者 8人 41人

表3-1-4-10
主な資格の取得者数等

図3-1-4-7 人材育成プログラムの概要

写真3-1-4-3 URとの駅とまちづくり勉強会の様子

回 数 内 容

第 1 回（R7.6.27）
勉強会主旨説明、全体スケジュール、
組織と業務概要の説明、班分け、班別ミーティング

第 2 回（R7.8.5）
各班のテーマおよび現地調査予定地の発表、
班別ミーティング

≪現地調査（班別）≫

第３回（R7.12.11）
中間報告、班別ミーティング
（現地調査の結果、ケーススタディの方向性の発表）

≪事務局による最終報告の確認・指摘≫

第４回（R8.2.5） 最終報告（各班発表）、講評

３．（１）④ 鉄道建設等に係る業務の質の向上に向けた取組（c）人材育成
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表3-1-4-11 URとの駅とまちづくり勉強会・各回の取組
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３．（１）④ 鉄道建設等に係る業務の質の向上に向けた取組（d）鉄道建設工事における安全推進 

写真3-1-4-5 事故防止監査の様子

写真3-1-4-6 本社事故対策本部訓練の様子

写真3-1-4-4 受注者安全表彰式の様子

写真3-1-4-7 安全概論研修でのグループワーキングの様子
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図3-2-1 インド高速鉄道計画の概要 

３．（2） 我が国鉄道技術の海外展開に向けた取組

17
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図3-2-2 インド高速鉄道計画 令和7年度実施業務に係る概略図  

３．（2） 我が国鉄道技術の海外展開に向けた取組

土木
パッケージ
請負者

インド高速鉄道公社（NHSRCL）
【発注者】

鉄
道
・
運
輸
機
構

海外鉄道技術協力協会（JARTS）

日本高速鉄道電気エンジニアリング（JE）

【電気パッケージに関する発注業務の代理・代行を実施】

教育訓練・認証事業

出資

出向

海外交通・都市開発事業支援機構
東日本旅客鉄道
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軌道
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※日本コンサルタンツ㈱を
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出資
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在来線と併用

整備区間（時期未定）

計画概要

総事業費：約3.8兆円(2021年時点）

削減目標：8,450億円

総延長 ：690㎞（55億円/km）

■第1次整備：ヤルナ・リンショッピン間

事業費：1兆400億円

着 工：2024年11月着工

■第2次整備: ヨーテボリ・ボロース間

事業費：5,200億円

着 工：2025-2027年頃（予定）
■第3次整備: ヘスレホルム・ルンド間

事業費：3,250億円

着 工：2027-2029年頃（凍結）

図3-2-3 スウェーデンにおける交通インフラ計画

３．（2） 我が国鉄道技術の海外展開に向けた取組
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表3-2-1 専門家派遣数の推移（令和3年度年度～令和7年度）

年 度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

専門家派遣数（人） 0 20 30 20 15

年 度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

研修員等受入数（人） 0 25 59 38 97

表3-2-2 研修員等の受入数の推移（令和2年度～令和7年度）

会 議 等 名 主催者等 開 催 国（都 市） 時 期 発表数（件）

世界トンネル会議 国際トンネル協会
スウェーデン

（ストックホルム） 令和7年5月 1

アジア交通学会（EASTS）2025国際大会 アジア交通学会
インドネシア

（スラカルタ） 令和7年9月 1

ワトフォード会議 ワトフォード・グループ
イギリス

（ロンドン） 令和7年9月 1

表3-2-3 令和7年度 国際学術会議等への参加実績

３．（2） 我が国鉄道技術の海外展開に向けた取組

区 分 名 称

国内委員会 鉄道分野

分科委員会 インフラストラクチャ

国内作業部会

バラストレス軌道

軌道品質評価

鉄道土工

表3-2-4  ISO/TC269委員会・作業部会等
           （令和7年度機構職員参加）

区 分 名 称

国内委員会 鉄道用電気設備とシステム

国内作業部会

き電シミュレータ

交流電力変換装置

電力システム

変電所用コンバータ

中立セクションシステム

電力SCADA

ＵＧＴＭＳ

表3-2-5 IEC/TC9の委員会・作業部会等（令和7年度機構職員参加）
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写真3-5-1-1 内航船舶技術支援セミナーの様子

３．（５）①  政策効果の高い船舶の建造促進

写真3-5-1-2 先進二酸化炭素低減化船

図3-5-1 令和7年度政策要件該当延べ件数内訳

※R7業務実績等報告書P41
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３．（５）② 船舶建造等における技術支援

図3-5-2-2 内航ラボの取組図3-5-2-1 技術支援のスキーム

写真3-5-2 航路調査の様子

※R7業務実績等報告書P43～44



３．（６）① 地域公共交通出資及び貸付け  ② 物流出融資

写真3-6-1-1 伊予鉄道の省エネ車両「7000系」（会社提供） 写真3-6-1-2 伊予鉄バスのEVバス（会社提供）

写真3-6-2-2
五洋建設のケーブル敷設線（CLV）イメージ（会社提供）

写真3-6-2-1 沼尻HLDGSの物流拠点（つくばメディカルロジスティクスセンター（第２期））
（会社提供）
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写真3-7-2-2 会社の経営自立のための支援
（一例：JR四国 多度津工場の近代化）

写真3-7-2-1 会社の経営自立のための支援
（一例：JR北海道 快速エアポート用車両の新製）

写真3-7-2-3 会社の経営自立のための支援
    （一例：JR貨物 トラックスケールの設置）

※トラックスケール：コンテナ内の積載状況を確認するためのシステム

３．（７）② 会社の経営自立のための措置等

24
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１０．（３）広報・情報公開の推進

図10-3-3 関係機関との広報連携を拡大

図10-3-1 ホームページを操作性向上のため改修

プルダウンメニューリスト
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トップ
ページ

プロジェクトページアイコン

PICK UPロール

図10-3-2 広報誌の記事内容など刷新

“働く人”にも
スポットを

操作性向上

JR北海道の車内誌北海道エアシステムの機内誌
（2026年3月・4月号）

日本航空とのフライトタグ（公財）深田地質研究所との
北陸新幹線（金沢・敦賀間）沿線ジオ鉄MAP

石川県・福井県
の公共施設等、
東京駅前石川県
物産館で配布

冊子 デジタルブック YouTubeと連動

初コラボ初コラボ
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１０．（３）広報・情報公開の推進

図10-3-4 YouTubeによる多様なコンテンツの提供 図10-3-5 X等を通じたタイムリーな情報発信やトリビアの投稿

図10-3-6 イベント・見学会等を通じた事業の理解促進やPRの強化

R7.4：2.23万人チャンネル登録者数 R8.3：2.71万人（＋21％）

北海道新幹線

R7.4：1.44万人Xフォロワー数 R8.3：1.82万人（＋27％）

北陸新幹線、西九州新幹線、中央新幹線（受託事業）

イベント参画 17件

見学会 14件

見学会（地元小学校、地区住民など）

イベント（自治体主催など）

イベント参画 11件

北陸新幹線の地元鉄道イベント

西九州新幹線開業3周年イベント

26

トンネルの貫通 共有船の竣工

今日は何の日
北海道新幹線局

Instagram

中央新幹線
地域インフラ
見学会
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１０．（３）広報・情報公開の推進

図10-3-7 プレスリリース・報道公開の実施、メディア取材への積極的な取組

図10-3-8 認知度向上に向けた取組

プレスリリース

JRTTカード JRTTコネクト隊

報道公開

北海道新幹線 野田追トンネル貫通 北海道放送「HBCニュース」
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西九州新幹線の２駅が
国際的な鉄道デザイン賞を受賞

北海道新幹線向け150mレール輸送

メディア取材

NHK「新プロジェクトX」

読売新聞「空中ルポ」 日テレ鉄道部YouTubeチャンネル

コレクションカードは

新たな取組
子供向けコンテンツは

新たな取組

こども霞が関見学デー2025

北陸新幹線 中池見湿地再生プロジェクト完了式

第32回鉄道フェスティバル

アイランダー2025
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１０．（４）環境への配慮
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交通すごろく体験セミナー 筑波大学谷口教授講演

図10-4-1 環境報告書2025 図10-4-2 JRTTエコ発見！マップ

図10-4-3 JRTT環境スローガン
写真10-4-1 環境セミナー
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